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はじめに

　JUNBAは、米国サンフランシスコ・ベイエリアに活動拠点を有する日本の大学の米国拠
点代表者が集まり、お互いの情報を共有しながら、当地での教育や研究、産学連携などの国
際活動に関して協力しながら、日本の大学の国際化を推進しています。
　2006 年８月から事務局を日本学術振興会サンフランシスコ研究連絡センターに設置し、
JUNBA「サンフランシスコ・ベイエリア大学間連携ネットワーク」として活動をして参り
ました。現在８つの大学（大阪大学、鹿児島大学、九州大学、東京工業大学、東京理科大学、
東北大学、福岡工業大学、横浜市立大学）の海外拠点と日本学術振興会サンフランシスコ研
究連絡センターの９機関で運営されています。また政府機関や法人会員、個人会員など 100
名以上の会員が参加し、毎年少しずつ拡大しています。
　2006 年度から毎年 JUNBAサミットとシンポジウムを開催して参りましたが、2009 年度
の JUNBA2010 では、日本の 16 大学と米国の４大学および５企業が参加し「大学国際化の
次なる展開」をテーマにサミット会議を、また「革新的医療技術」をテーマにシンポジウム
とテクノロジーフェアを開催し、日米両国からそれぞれ約 100 名、合計 200 名の方々にご参
加頂きました。
　JUNBA2010 サミットでは８大学（大阪大学、鹿児島大学、九州大学、東京大学、東京理
科大学、名古屋工業大学、広島大学、横浜市立大学）の学長、理事または副学長、JUNBA
理事などのほか、在サンフランシスコ日本国総領事、日本学術振興会理事長、日本学生支援
機構理事長、文部科学省高等教育企画課長、JETROサンフランシスコセンター長や地元産
業界の代表者の方々のご参加も頂き、基調講演と各大学の国際化に関する実績報告の後、サ
ミット会議による総合討議にて、大学国際化についての問題点の抽出や、今後の施策に関す
る有意義なディスカッションを行うことができました。この度、日本学術振興会のご支援に
より、この貴重なサミット会議の記録を残し、次なるステップへつなげるべく、本サミット
会議の報告書をまとめ皆様方へお届けすることになりました。ここに、ご支援とご参加を頂
きました皆様方へ、改めて御礼を申し上げます。
　グローバルな環境の中で日本の大学に求められる教育と研究のあり方、そして国際的社会
貢献など、大学人として我々が進めるべきことがあります。昨今では日本の教育問題だけで
はなく、産業創出や地球環境問題、医療と社会保障の問題、食の安全問題、紛争問題など世
界的な問題が多く指摘されています。
　このような社会環境の中で、我々は国際的な視野と実行力を持った人材の養成と優れた研
究成果をもって世界に貢献し、日本の心と力を国際社会に示して行けるよう、海外の大学お
よび産業界、そして地域との連携を深めながら、日本と世界の次の世代のために努力して参
る所存ですので、今後とも宜しくお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　平成 22 年６月吉日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成 21年度　JUNBA会長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鹿児島大学北米教育研究センター長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　井手　祐二
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開会挨拶　
司会  JUNBA常務理事（兼）事務局長／日本学術振興会サンフランシスコ研究　　　　　

連絡センター長／高エネルギー加速器研究機構名誉教授 竹田　誠之
挨拶　JUNBA会長／鹿児島大学北米教育研究センター長／鹿児島大学特任教授 井手　祐二
 在サンフランシスコ日本国総領事 長嶺　安政
 日本学術振興会理事長 小野　元之
 JETROサンフランシスコセンター所長 長谷川直之

竹田（司会）定刻でございます。ただいまから JUNBA2010 第四回 JUNBAサミットを開催
させていただきます。本日はご多忙の中お集まりいただきまして誠にありがとうございます。
私日本学術振興会サンフランシスコ研究連絡センター長をしております竹田でございます。
JUNBAにおきましては、常務理事兼事務局長をしております。本日は私が議事進行をつと
めさせていただきますので、よろしくお願い申し上げます。それでは、まずはじめに
JUNBA会長、鹿児島大学北米教育研究センター長の井手祐二からサミット開会の挨拶を申
し上げます。

井手（鹿児島大学）JUNBA会長、鹿児島大学北米教育研究センターの井手でございます。
本日は、皆様方、大変お忙しい中、第四回 JUNBAサミットにご参加いただき心より御礼申
し上げます。特に共催いただきます在サンフランシスコ日本国総領事館、および日本学術振
興会、JETROサンフランシスコセンター、またご講演いただきます文部科学省、日本学生
支援機構の皆様方には深く御礼申し上げます。JUNBAは米国内に拠点をもつ日本の大学間
の連携を図り、日本の大学の国際化、国際的人材の養成、産学官連携の諸活動を支援し、日
本および米国における教育、研究の発展と産業創出に寄与することをミッションとしており
ます。また各大学の海外拠点が独自に進める活動を支援するだけではなく、海外拠点が一致
団結して効果的にさらに力強い活動を展開しており、JUNBAサミット、シンポジウムとテ
クノロジーフェアもその一環であります。昨年は「Next Step To a Greener Earth」 をテー
マに日米の大学と企業から最先端の環境関係の研究成果を集めて JUNBA2009 を企画させて
いただきました。
　今年のサミットでは、「大学国際化の次なる展開」、またシンポジウムとテクノロジーフェ
アでは「革新的医療技術」をテーマに設定致しました。まずサミットですが、各大学におか
れましては、文部科学省、および日本学術振興会等のご支援により、大学国際戦略本部強化
事業、ならびに国際化拠点整備事業、世界トップレベル研究拠点プログラム、グローバル
COEプログラム、産学官連携戦略展開事業などを通じ大学の国際化推進のための施策を展
開してこられたことと存じます。JUNBAサミット第四回目を迎えるにあたり、各大学の国
際化への取り組み実績を紹介し合うとともに、さらに広い視野から国際化の次なる展開につ
いて話し合い、大学の国際競争力強化にむけた提言をまとめたいと考えております。サミッ
トの最初の部分では日本学生支援機構の梶山理事長、および文部科学省高等教育局高等教育
企画課の義本課長にそれぞれ基調講演をお願いしております。その後、各大学の国際化に関
する諸活動と問題点、また今後の展開などについてご発表いただき、その後総合討議では教
育について、あるいは研究、産学連携、社会貢献につきまして、皆様でご討議いただきたい
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と思っております。本日のサミット会議では有意義なディスカッションが行われ、ご参加い
ただいた各大学の今後の国際化推進のお役に立てれば幸いでございます。以上簡単ではござ
いますが、JUNBA2010 サミットの開会の挨拶とさせていただきます。

竹田（司会）ありがとうございました。続きまして在サンフランシスコ日本国総領事長嶺安
政様よりご挨拶を頂戴いたします。それでは長嶺総領事よろしくお願いいたします。

長嶺総領事　みなさま、おはようございます。そして、新年、あけましておめでとうござい
ます。ただいまご紹介いただきました、在サンフランシスコ日本国総領事長嶺安政でござい
ます。本日はお忙しい中、このベイエリアにいらっしゃっていただきまして、大変ありがと
うございます。この JUNBAサミットの開催にあたりまして一言ご挨拶を申し上げます。今
回の JUNBA2010 の会合は第四回目ということになりますが、私は第二回目、三回目、そし
て今回の四回目と、三回にわたりまして、参加をさせていただく光栄に浴しております。通
して、２年と３、４ヶ月くらいになりますけれども、最初から JUNBAの活動に対しましては、
大変私も注目をさせていただいております。経済の状況も昨年あたり非常に厳しいものがご
ざいました。ここへ来て少し先の見通しもでてきているということになりますけれども、こ
れが中長期的にどうなるかというところは予断を許さないでしょう。また政治的に見まして
も、昨年はアメリカでオバマ大統領新政権が誕生、日本も政権交代があって、９月以降新政
権の下でいろいろな政策が行われているところでございます。この難しい経済状況の中で、
2010 年の JUNBA、昨年と比べてどうだろうかなと心配しておりましたけれども、本年も昨
年とほぼ同様また非常に力のこもった JUNBAが開催されるということをこの目で見させて
いただいておりまして、大変嬉しく思っております。これも、JUNBA参加大学の関係者の
皆様方、そして JUNBAの事務局の皆様方の努力の賜物でございます。私も総領事館の立場
から心から敬意を表させていただきたいと思います。総領事館といたしましてもこの
JUNBAの活動に対し、いろいろな形で後援をさせていただいております。これからも引き
続き一層協力関係連携を強めて参りたいと思っております。
　と申しますのも、JUNBAの役割は非常に大事なものがあると思っております。一つは高
等教育、あるいは世界の最先端の研究、教育という面に関して、ベイエリアで見ておりまし
ても、大変な国際的な大競争時代に突入しており、グローバリゼーションの中で、大学が世
界の中で知的な貢献やイノベーションの先端に立っています。いかなる大学であれ、研究機
関であれ、そこでの成果というものが、人類全体の英知の増大につながる、また産業、経済
の発展につながる、あるいは、ひいては政治的な、あるいは国際関係における安定等に資す
るということになっており、大学の役割というのが国境を越えて極めて重要になってきてい
ると思います。
　また、日本の国内におきましても、大学の役割が非常に大事になってきており、その中で、
国際化という側面を外しては考えられない、そういう大学の在り方になってきていると私は
考えております。そういう観点から JUNBAでの活発な議論、そして具体的な成果を通じて
日本の大学が世界で伍していく姿を見せるという点と、日本の大学のますますの発展に資す
る点の両方の面から極めて重要なことと認識させていただいております。
　さて今年 2010 年は、咸臨丸が太平洋を渡ってから、そして日本からアメリカ大陸に渡っ
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た最初のデリゲーション、政府の代表団から 150 年の記念すべき年でございます。このベイ
エリアでは、これを記念しまして、いろいろな催しものが行われることになっておりますけ
れども、咸臨丸が切り開いた日本とアメリカとの関係を大切に、日本が国際社会へ踏み出し
ていったそのときの初心を忘れないでこの 150 年記念の年を、これからの日本の 100 年、
150 年の国際的な役割をもう一度考え直す良い機会にしたいと考えております。JUNBAの
皆様方と協力してこの年をますます有意義なものにしていきたいと考えております。
　以上簡単ではございますけれども今回の JUNBAのご成功を祈念いたしまして、開催に当
たっての私の挨拶とさせていただきます。

竹田（司会）どうもありがとうございました。続きまして、日本学術振興会理事長小野元之
様よりご挨拶を頂戴いたします。それでは、小野理事長よろしくお願いいたします。

小野理事長（日本学術振興会）ご紹介をいただきました日本学術振興会の理事長の小野でご
ざいます。このたび、サンフランシスコベイエリアにおきます大学間のネットワークでござ
います JUNBAの第四回サミットを、このように盛大に開催をいただいたこと心からお祝い
申し上げたいと思っております。これも一重に先程ご挨拶いただいた JUNBAの井手会長は
じめ理事会の皆様方の努力でございますし、ご参加いただいております各大学、各機関の皆
様方の日ごろからのご尽力の賜物と心より感謝申し上げます。JUNBAを共催していただい
ております先程ご挨拶いただきました長嶺サンフランシスコ総領事様をはじめ、JETROの
サンフランシスコセンター長谷川所長様、そういった方々の後援、協賛いただきましてこの
ように盛大に開催できるということだと思っております。そしてまた今日講演をお願いして
おります日本学生支援機構の梶山理事長様、また後ほどご講演いただきます文部科学省高等
教育局筆頭課でございます高等教育企画課長義本様、さらにご参集頂きました関係者の皆様
方に心から御礼申し上げたいと思っております。
　私ども JSPS は研究者の方々の自由な発想に基づきます人文科学、社会科学、自然科学、
全分野の学術研究を支援するということが大きなミッションでございます。我々としては日
本最大のファンディングエージェンシーというふうに思っておりますけれども、また学術の
振興に関する事業を幅広く実施しているわけでございます。私ども JSPS の海外研究連絡セ
ンターは今世界に 10 箇所あるわけでございますけれども、現地の大学との研究機関や学術
振興機関との非常に強いネットワークを築き上げまして、日本の大学の積極的な国際転換、
国際転換活動の拠点として、頑張っていきたいと思っているのでございます。
　日本の学術情報を発信するとともにそれぞれの国や地域からの学術情報を受け入れるわけ
でございますけれども、サンフランシスコ研究連絡センターの竹田所長、司会させていただ
いておりますけれども、JUNBA事務局長としてサポートさせて頂いておりまして、この積
極的な取り組みを、JSPS がしっかりサポートできることを大変うれしく思っております。
今年度の JUNBAサミットでございますが、「The Next Step for Internationalization」とい
うことで、大学の国際化の更なる展開を取り上げたいと思っているのでございます。日本学
術振興会が積極的に文科省と一緒に取り組んでおりますことの一つに大学国際戦略本部強化
事業というのがございます。ヘッドクオーターを大学の中に作ろうというものでありまして、
国際戦略本部という形で学長や副学長のリーダーシップの下で、しっかりと大学全体の国際
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化を図ろうという活動でございまして、５年間 20 の大学を選ばせていただいて、それぞれ
の大学がすばらしい成果をあげていらっしゃいます。今日参加の大学の中にも参加大学がた
くさんあります。私ども今考えておりますのが、日本の大学は 18 歳人口が非常に少なくなっ
てきており、経済も低迷しているということもございまして、今、大学にとって何が一番大
事かということを考えますと、国際化というのがひとつ、もうひとつは連携でございます。
この連携は大学間の連携もございますし、地域との連携もございましょうし、海外の大学と
の連携もあるかと思います。国際化と連携というのはこれからの大学のキーワードだと思っ
ております。もちろんその中には学生の質の保証といういちばん大きな役割があると思うの
ですけれども、この三つの柱を日本の大学は各方面からしっかりと取り組むことが求められ
ていると思います。その意味で私どもの大学国際戦略強化本部事業は、学長、副学長のリー
ダーシップの下で大学全体が迅速な機動的な国際化を推進できるということがメリットでは
ないかと思っております。ちょうど５年を迎えてその結果もまもなく報告がでるということ
でございますけれども、いい事例といいますか、グッドプラクティスをいろんな大学に広め
るということで大学全体をしっかりサポートできるのではないかと思っております。
　幸い今日は義本課長もいらっしゃいますが、文科省におきましては、本年度からグローバ
ル 30、日本の大学に 30 万人を世界から 2020 年までに集めようという計画が大きくスタート
しているわけではございますが、たまたま政権交代がございまして、事業仕分けとかいろん
なことがあって、とりあえずグローバル・サーティはいまのところグローバル・サーティー
ンでございます（笑）。しかし、力強い、これは私どもも無視できないと思いますし、文科
省に対しましても、22 年度予算は非常にいろいろなことがあってなかなか難しくありますが、
ぜひとも 23 年度は文科省政策の中に大学政策という一番大事なキーワードとして取り組ん
でいただけるように働きかけをしていきたいと思っているのでございます。
　申し上げましたように、政権交代に伴いました行政刷新改革事業仕分けもいろいろござい
ました。私ども独立行政法人の JSPS 自体も非常に厳しい状況にあるわけですが、幸い私ど
も日本学術振興会としては、科学研究費（補助金）が今年初めて 2,000 億円の大台にのった
ということもございます。運営費交付金はやむを得ず少し身を縮めておりますが、それ以外
のことについては、力強く発進できるのではないかと思っております。
　もうひとつは明るい話題がございまして、昨年 11 月に私どもは天皇陛下から新しい御下
賜金を頂きました。これは、大学院の博士課程の学生をなんとか励まして、この厳しい状況
のなかで頑張っている学生を励ます事業を始めてほしいというのがお気持ちとしてはあるよ
うでございまして、予算要求をいたしまして、そういった事業をしっかりとこれから育んで
いきたいと思っております。幸い科学研究費も 2,000 億を超えたということもございますし、
いろいろな面で政権交代もございまして、そして新しい形での大学のありかたというのが求
められているときでございますので、日本学術振興会としましても精一杯、大学の皆様の国
際化や研究の推進、あるいは教育の充実についてしっかりと応援していきたいと思っており
ます。
　世界の同時不況が日本にとっては大きな傷跡を残しておりますし、非常に厳しい状況では
ございます。一方で、ピンチはチャンスであり、これまで世界大不況が何回かあったんです
けれども、その都度新しいイノベーションが起きている、それで社会が前進しているという
ことは事実でございます。今回、非常に厳しい状況を、ちょうど今年は 2010 年で、新しいディ
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ケードに入ったわけでございまして、1990 年から 2000 年、2010 年まで、この 20 年間日本
は厳しい、失われた20年でございますけれども、この20年は2010年になったことで捨て去っ
て、新しい発展をとげていくんじゃないかと思っております。その意味では、こういった
JUNBAのような活動が、世界に向けてさらに大学が力をあわせて発信できるということは
すばらしいことだと思っております。
　ぜひともこの JUNBAの大会が非常に大きな成果をあげますともに、この活動が本当に根
強くアメリカの西海岸のみにとどまらずアメリカ全体にも発信できるような体制として、さ
らに発展していただきますことを心から祈念を申し上げまして、私の挨拶とさせていただき
ます。本日は誠にありがとうございました。

竹田（司会）どうもありがとうございました。つづきまして JETROサンフランシスコセン
ター所長長谷川直之様よりご挨拶を頂戴いたします。それでは長谷川所長よろしくお願いい
たします。

長谷川所長（JETRO）おはようございます。ただいまご紹介にあずかりました JETROサン
フランシスコセンター長谷川でございます。私は昨年夏場に着任いたしましたものですから、
今回 JUNBAの会合に顔を出させて頂きますのは初めてになりますけれども、前任のものよ
り非常に貴重な機会であるということ、中身が大変重要でものであることをまずは第一声と
して引き継いでおりまして本日こちらに加わらせていただくのを楽しみにしておりました。
着席させていただいて若干補足させていただければと思います。
　まず今回 JUNBA第四回サミットが開かれるにあたりまして、お聞きしておりましたのは、
年々再々着実に JUNBAの活動内容、そして参加規模ともに徐々に拡大成長しておられてい
るということをお聞きしております。今回につきましても多数の参加の方々がおられる、ま
た内容につきましても本日明日あわせて丸２日間になるということで、この丸２日間という
のはこれまでの JUNBAの会合という意味では初めてのことと承知しております。今回開催
の労を取られました井手先生、竹田先生はじめとして JUNBAの関係各位、あるいは事務局
の関係の方々のご尽力にまず敬意をもって表すると併せまして、今回アメリカ国内、あるい
ははるばる日本からお見えになられた多数の方々の熱意に大変共感することでございます。
本日の盛会をまずもって楽しみにさせていただいているものでございます。
　ご案内どおり私ども JETROは学術関係とは若干ずれがございまして、業務内容といたし
ましては、日本と外国との間の通商、あるいは投資、あるいは企業間の連携などの支援をす
るという立場にございます。そういった側面から産学連携をどのように国際的にサポートす
るかという立場でこの JUNBAに加わらせていただいているというそういう立場でございま
す。本日のメイントピックスがさらなる大学の国際化の推進にあると承知しておりますので、
私どもといたしましても本日の議論について大変楽しみにしております。若干余談としてお
話させていただければ、すでに昨年まで私の前任の者がこちらの場では JETROのアクティ
ビティといたしまして、例えばご案内のこの地を含むアメリカ西海岸シリコンバレーなどを
はじめとしたハイテク集積地のあたりではどのように産学連携が展開しているか、あるいは
JETROとしてどのように日系の企業の方々などに対しても支援していくかの角度からご紹
介させていただいたことと思います。
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　私、一点目といたしまして本日ご紹介させていただきたく思いますのは、昨年の前半にな
りますけれども、日本国内では新しく法律が時限立法ではございますが成立いたしまして産
業革新機構なるものが発足することになりました。ご案内のとおり産業革新機構というのは
あくまでも学術というよりはむしろ産業関係ではございますけれども、その考え方のベース
には大学にある知的財産などをいかに有効に活用して日本のベンチャー企業、中小の企業を
含めていかにして日本の産業の活躍と創造力を強めていくかという視点からのものが入って
ございます。こういった時代でもございまして JUNBAの本日の会合、私も大変楽しみにさ
せていただいております。
　二点目といたしまして、余談になってまいりますけれども、先月、昨年の年末間際になり
ますけれども、特定の会社の話で誠に失礼いたしますが、二十一世紀の飛行機と数年前は言
われておりました、新しいボーイングの787のテストフライングの成功２年遅れというニュー
スがございました。私、ボーイングの件について個人的にも支援してきていたという気持ち
がございます、本日も締めてございますが、この小さな飛行機のマークの入ったネクタイが
お守りでございまして、ボーイング787用ネクタイ、このように787と小さく書いてあります。
ボーイング社の方々にも日本の技術力が多面に渡りボーイングを長年、そして今もなお、支
えてきているという言葉をその前後にも選びまして、私個人というよりは日本全体という意
味で大変うれしく思ったということがございます。これもALL　JAPANという意味での日
本の技術力を代表しているということでございまして、ご案内のとおり総合産業であります
航空機のなかで、しかも環境というものに着目したボーイングの新しい機種、こういった日
本の技術力あってこそと、ご選考いただいているというのは大変うれしいことでございます。
こういった角度からも日本の大学あるいは関係産業界のみなさまがそれぞれの分野であるい
は連携しあった形で新たな時代を切り開いていかれることを私ども業務の面でも、私個人と
しましても常に楽しみに期待させていただいているのでございます。
　最後になりますけれども、まったく別の角度から余談をひとつさせていただきたく思いま
す。昨年日本国内で外為法の改正という法律が成立いたしました。皆様その道にお詳しい方
もいらっしゃるかと思いますが、その中にはひとつ重要な話題が入っておりまして、本日の
議題との関係で少なからず関係しうることもあろうかと思います。それは何かと申しますと、
先月の末にアメリカ国内でテロリスト事件がありましたけれども、国際的な安全保障問題の
関係で、技術の国際的な流通につきまして、ある特定の規制のもとによく注意をしてこうと
いう性格のものが規制の柱の中にひとつはいっているのでございます。非常にこう申します
と口幅ったい所ではございますけれども、本日の会合に若干水を差すように受け止められる
嫌いがあろうかと思いまして、弁解を若干させて頂きたく思いました。特にいろいろと世間
を騒がせることになります安全保障関係技術と申しますのは、すべての技術に共通するとい
うわけではございません。ごく限定されたものではございますけれども、昨今国際的にも大
変関心が高くなってまいりましたし、またそれがゆえに大きな話題が立ち上がったりすると
ころもございます。いかにして大学の中でも最小限のコストで効率よく必要なコントロール
を効かせるようにしていただくか、これが実は日本の場合すでにアメリカでも大きな関心事
項となっております。先だってもスタンフォード大学のなかでそういったお話を耳にしてき
たりということにございます。
　こういったところでございまして、大学の国際化、国際連携をされるにあたりまして、い
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かにまったく予想外のところからも副作用というものを、余分な反応というものなく、純粋
な国際化、健全な国際化に寄与していくような形を求めていくことができるか、こういった
視点もぜひ一部分ご留意いただければ大変幸いに存じます。
　最後に、誠に恐縮ではございますけれども、こういった日本国内での新しい法律の施行に
ございまして、一点お話しさせていただければと思います。以上余談を二点ほど含めさせて
いただきましたけれども、本日の JUNBAの会を多数のご参加の方、また重要なテーマの展
開を期待させていただいております。ご盛会をお祈りし私もぜひ勉強がてら参加させていた
だくことを楽しみにさせていただいております。ありがとうございます。

竹田（司会）どうもありがとうございました。つづきまして基調講演に入らせていただきま
す。まずはじめに独立行政法人日本学生支援機構理事長梶山千里様より日本の大学の国際
化̶大学の魅力の構築と国際化の新たな展開̶についてお話をしていただきます。梶山理事
長には九大総長時代 JUNBAの活動に積極的にご支援を頂き、第一回、第二回の JUNBAサ
ミットにご出席いただいております。それでは、梶山理事長よろしくお願いいたします。
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基調講演：日本の大学の国際化　̶大学の魅力の構築と国際化の新たな展開̶　
日本学生支援機構理事長　　梶山　千里

　みなさん、おはようございます。私はここに書いておりますように、日本の大学の国際化
という大学の魅力の構築と国際化の新たな展開と書きましたけれども正式な大学の国際化に
ついては文科省の義本さんがしゃべられますので、私は過去の経験に基づいてある程度、知
的なこと公式的なことではなく、もっと足元をみた国際化に対応するような行動が必要では
ないか、そういうことでお話させていただきます。

１. 大学の国際化対応とは

　まず、大学の国際化対応とはということですが現状からお話します。先程、小野理事長か
ら 30 万人計画 2010 年とありましたが、これは、いろいろな仕組みが書いてありますが、国
としては少子化の問題、それから社会としては、企業としてはやはり人手がほしい、アジア
で展開したい、大学としてはひとつのステータスですね。留学生何人来たという。そういう
話の問題で、あまりきれいごとで話されることではなかろうということです。
　
　これは義本さんのデータにもありますけれども、現在 2010 年にはこのデータからもう少
し出まして 13 万約 3,000 人が日本におります。ところが日本から外国に行く人は、2005 年
まで大体８万人ですね。ということは、あと数年したら、外国から来る人が外国に出て行く
人の倍になるという状況ですね。二分の一になるといいますか。国際化の対応というものは
外から来るだけではなく、日本から国際人になるために送り出すということも必要になりま
す。そのための努力を今各大学がグローバル 30 にもありますが外国からというのを一生懸
命考えておりますけれども、出すほうの努力をぜひお願いしたい。大学を出ましたので、い
ろんな勝手なことが言えますので、そういう意味で少し勝手なこともしゃべらせていただき
たいと思います。

　それから、外国からどれくらい出してるかというとですね。世界の中でですね、中国が大
体 40 万人出してますね。受け入れのほうはアメリカ 50 万人でございます。そういう意味で
は日本が 13 万といってますけれども、それほど多くないと考えたほうがよろしいんじゃな
いかと思います。
　
　何のために国際化を進めるかということなんですけれども、先程のグローバル 30 ですが、
産業界は人が欲しいということで、日本は少子化になっている、大学としてはステータスを
上げたいということです。ですからそういうことだけではなく、本当の国際化とはなんなの
か、どういうことしたらよいかという話ができればなと思っております。

　日本の魅力というのは、ここに書いてありますけれども文化の魅力ですね。あとでお話し
ますけれども、日本がサイエンスで進んでいるといったら大間違いです。留学生は日本のテ
クノロジーが進んでいるから日本に来ているわけではないです。それはあとで事実を説明し
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ます。

　それからここに、大学国際化のオーストラリアとシンガポールの事例がありますが、シン
ガポールが特にそうですが、外国の素晴らしい大学を自分のところに持ってきていることで
すね。それを国力に結び付けているということです。それからこのオーストラリアやシンガ
ポールは逆にですね、もうひとつ大学から見たら、完全に経済専念です。というのは授業料
をすごくとって、自分のところの経営に使っているのですね。ですから国としては、外国の
素晴らしい大学を国に持ってきて、特にシンガポールでは国力を上げている。大学は運営交
付金を運営の費用にとるために使っている。日本の大学の国際化にそういう視点があるかど
うかです。それはお互いに考えないといけない。

　それから、学生の国際流動性を大学経営戦略の視点から捉えているかということですね。
　これが捉えられるようになるということは大学の質がよくないとだめです。意欲がなかっ
たらただ奨学金たくさん出してきてもらうしかないわけですね。ですから、そのためにどう
いうふうにすべきかということですね。

２. 魅力ある大学づくりとは

　それから魅力ある大学づくりとはですが、日本にきている留学生の 92％がアジア系です。
特に中国、韓国からです。

　それから大学の種類といいましょうか、学部が大体 50％、大学院は 25％と四分の一です。
つい私ども大学人は、留学生は大学院に来ていると、そして日本のテクノロジーを学びに来
ていると思いがちですが、そうではないんです。実は 62％の留学生は、人文科学、社会科
学なんです。理系は全部あわせても 20％しかないんです。私は工学部出身ですが、留学生
は工学部に結構来ます。ですが、かならずしもテクノロジーとかそういうことに魅力を感じ
て来ているわけではないのです。ただこの 60 何パーセントを持っている人文社会系が、実
は非常に大学の博士の保証に問題があるのです。大学を出ましたのでこういうことが言える
のですが、まだ学長だったら何も言えません。あとで何をされるかわからないですので。（笑）

　ですからそのことを私どもは認識をしながらどうすべきか考える必要があります。留学生
にとって魅力があるというのは、外から日本の大学をみてピークがなかったらだめです。平
均レベルが高いというのはあたりまえの状況なのです。ピークがなければまず来ません。ピー
クがいつあるかというのが重要です。それからもうひとつはやはり安心して授業をうけて、
勉強ができて、研究ができるというのが、社会的に保障できる奨学金がきちんとしているこ
とですね。私ども奨学金については工夫してますけれども、実は十分でないと。留学生が日
本をどう考えているかというと、奨学金は一流、大学は二流、社会的な支援が三流。そうい
うふうに考えてます。ですから、日本の奨学金というのは結構きちんとしているのですが、
そこに国だけじゃなく、一番足りないのは、実は企業の支援なんです。企業は、先程言いま
したように人を欲しがっている、アジア展開したいのであればきちんとそれだけのことをリ
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ターンすべきです。あと大学の先生がきちんと奨学金の対応をしていないといけないんです。
これは後で話します。

３. 国内大学間連携の強化

　国内大学間の連携の強化ですけども、先程小野理事長も言われましたけど、国内、国際を
含めてパッケージ化が必要です。いろいろなことを考えると、個々の大学でやってはだめな
んです。そういう意味ではJUNBAというのは、そのステップとしては非常にいいと思います。
それからもうひとつ足りないのが、大学の中でのワンストップ化です。例えば留学生が授業
を受けるとなると、社会生活するためにも、国際交流課をはじめ、色々なところに行かなけ
ればいけない。アメリカの場合には、外国人留学生アドバイザーというのがいまして、絶対
的な権力をもっています。そこに行けば何でも解決します。健康の問題も。それが日本には
ないのです。ですからパッケージ化というのは大学間のパッケージ化と大学内のワンストッ
プ化と、これをきちんとしないことには留学生にとってはたまりません。

４. 海外大学との連携の強化

　それから海外大学との連携というのは国際的なパッケージ化です。その中で、欧、米、ア
ジアという三極構造を考えています。というのはですね、まずアジア、それから欧、米と、
世界中と付き合わないといけないけれども、アジアの大学との連携で何をしなければならな
いかといいますと、みなさん、例えば、風邪薬飲んでいらっしゃいますよね。あれは実はテー
ラーメイドと一緒なんですね。完全に欧米人に私どもは薬を飲まされている。モンゴロイド
に必要な風邪薬の開発というのはやはりアジアで連携しないとできないんです。そういうこ
とがいっぱいあるんです。当然、欧、米の大学と付き合うのも重要ですが、アジアというこ
とを、三極構造という側にたってアジアを捕らえるというのは必要です。
　それからみなさんご存知のようにアジア版エラスムス・ムンドゥス計画ですね、質を上げ
る、流動化を増やす、それから教員の流動化もやる、そういうことをアジアの中でやる。た
だし、中国、韓国、アジアの国は日本の大学の魅力がなかったらやりません。もう通り越し
て欧米にいくんです。ですから三極構造をやる為には、日本大学の魅力を上げる、そのため
にはピークが幾つあるかなんです。

５. 教員の意識改革と学生の質保証

　ここからが私が話したいことになります。教員の意識改革と学生の質の保証。まずはです
ね、留学生の学位取得を支える熱意ある教育に必要なものとして、また留学生には楽しい思
いをさせて学位を持って帰らせる、これはものすごく重要です。楽しい思いとはどういうも
のかといいますと、死ぬほど勉強させられるんです。死ぬほど勉強させられるということは、
それを国に持って帰ったとき、それが本当の財産なんです。それから、そういう勉強をした
証として学位を持って帰るということがものすごく重要なんです。学位を持って帰らせたい
証というのが次に出てます。
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　学位授与資格・基準の明確化・透明性の学位の質、これはあとで５̶４でお話します。
それから国際化を意識した人材育成ですが、グローバル 30 の中にいろいろ書いてあるんで
すけども、英語の授業が絶対必要ですが、日本人の英語がどの程度できるかわからない先生
が、英語がよくわからない日本人に英語を教えたらどうなるか（笑）。ですけども、外国人
を相手にする英語の授業は必要です。それを日本人の中に進めるかというのは、ある程度英
語の能力ができてからしかだめなことと私は思います。

　それから先程言いました学位を持って帰らせるという話ですが、これは博士課程です。上
が人文科学、下が社会科学、どのくらいの人数がいるかというと、あわせても 20％です。こ
れは、留学生だけではなく日本人も含めます。20％しか取れていないのです。留学生は 60
何パーセントが人文社会系に来ているんです。必ずしも留学生のカウントは１対 1で日本人
のカウントと対応しないんですけれども、やはり人文社会系はきちっと博士を出すべきなん
です。先程の、教員の意識改革とはそこにあります。それから理系はある程度でてます。

　修士の方は問題ありません。ですから博士をきちっと取らせて帰らせることですね。

　次はここです。日本の大学の現状です。これは博士の質の保証について話したいと思いま
す。今日本の大学で博士の資格試験をやっているところはほとんどありません。私も九大で
７年間学長をしましたけれども、やれといっても７年間専攻は何もしないです。唯一やって
いるのは九大では化学系だけです。そのくらい大学の中で先生の意識改革をするというのは
大変なんです。どういうことかというと、私は人文社会系については知りませんけども、日
本の理系学部は学術論文二、三個書いたら、そして学位論文出したら大体オーケーなんです。
その中に何があるかというと、先生方は、先生方はというよりも、博士の研究が 100％成功
するということなんです。そんなことはあり得ないです。学術論文が書けるということは失
敗したということは普通書きません。成功したということを書くということは、それでない
と学位がもらえなかったとか、100％成功しないと学位がとれないということになります。
そうではなく、学位を取らせるためにはちゃんとした基礎学問ができているかという資格試
験をするということですね。
　それからあとはリサーチプロポーザル、ご存知ですよね、自分で提案して自分で解決する。
この基礎学力の能力資格試験とリサーチプロポーザル、これが最低限、必要だと思います。
それが結局学生の質の保証です。そうすると日本の企業の中でもドクター採用したけど役に
立たないよねというのはこの点が欠けていると思います。論文だけだと視野が狭くなります
から。そうでなくて、私のアメリカの友人も実は資格試験通って、リサーチプロポーザルを
通って、語学の試験を通ったんですけれども、論文が書けなかったんです。１年間待ったん
ですが、では、彼が論文なしで社会で生活ができないかといったら、きちんとした基礎学力
があれば社会にいくらでも役に立つ。論文ゼロでちゃんと博士を取ってきました。それで私
はいいと思うんです。
　というのは、まずは、博士論文書くためのテーマを先生からもらうというんですね。先生
からもらうというのは運が悪ければめちゃめちゃ難しくて論文が書けない人もいるわけで
す。それは学生本人の問題ではないですよね。学生本人の問題というのはここなんですよね。
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ですから基礎学力があってリサーチプロポーザル、問題提起ができて解決ができる、それに
語学ができる。それがあったら学位を出すという。それがあくまでも企業にも信頼されるし、
外国の学生にもはっきりしてるんですよ。結局、学位をだすための基準がものすごくはっき
りしている。これが私は絶対必要だと思います。下にMITとかいてあるのはなぜ書いてあ
るのかといいますと、問題を提起してそれを実際に行って、それ解決するという、この中に
必ずディフェンスというものがあります。つねにアメリカの場合は攻撃に対してディフェン
スなんです。ディフェンスを練習しているわけなんです。先程のリサーチプロポーザルは別
名ディフェンスといいますよね。
　ですから、そういう意味での能力チェックというのはぜったい必要なんです。

６. グローバル 30と JASSOの役割

　最後にグローバル 30と JASSOの役割ですが、留学生が安心して勉強・研究できる体制を
整えてあげるということです。それが私どもの仕事ですが、その中で、給付型も重要になり
ますけど、もう一つ言いたいのが、やはり先程言いましたように企業が参加してないわけで
す。企業が人が欲しければちゃんと自分らでやるべきなんですね。それから大学の先生は、
アメリカでは大学に行ったら大部分が奨学金をもらっているように見ますが、大学が出すこ
とはありますし、州が出すこともありますし、でも、かなりの部分、大学の先生個人が出す。
個人が出すというのは自分のポケットマネーではなく、いろいろな奨学金に対応するよう企
業から取ってきているんです。日本だったら企業からもらう奨学寄付金があります。みなさ
ん理系の人だったらもらったことがあるかと思いますけど、奨学寄付金からある程度各先生
が奨学金を出さなきゃいけないと思うんです。海外出張ばかりに使わないでですね。そうす
ると例えば九大は 800 人教授がいます。文系の話をしてもしょうがないんですけれども、仮
に 500 名が理系だとしたら、500 人の先生が、ちゃんと教授が一人ずつ奨学寄付金の中から
奨学金を出せば、１年に 2,800 人の学生がいますから、そのうちの 500 人が学校の中で解決
できるんです。ですから、JASSOだけにおねだりをしないでいただきたいです。
　それから私どもの仕事はですね、先程 JSPS の小野理事長が言われましたけれども、日本
学術振興会はいろんな海外拠点を持ってます。私ども JASSOも東南アジアに持ってます。
そこで必要なことは、私どもの外国事務所の必要さというものはどういうことかというとで
すね、その地域にある大学、その国にある大学、ないしは高等学校と連携をとってネットワー
クを作っていくということなんです。いい学生を送り込んでいく。それから、各大学が私ど
もの事務所にきたらそのネットワークを使って学生を探すということなんです。ですから、
私どもが今年から各国の大学、ないしは高等学校とネットワークを作り上げるんです。そう
いうことが私どもの役目だと思っております。もう一度まとめますと、社会としては、企業
の参加型のいろんな学生支援が必要だと思います。大学はきちんとした博士を与える基準を
作りなさいということ、先生は死ぬほど学生を勉強させて学位をもって帰らせる、これが私
は今から足元をきちんとする国際化だと思います。もう少し公式な国際化は次の義本さんが
お話されますけれども、そう意味では身近なところにいっぱい次のステップがあるよという
ことなんです。それをまだ解決できていないということが私は非常に重要だと思います。ご
清聴ありがとうございます。
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竹田（司会）どうもありがとうございました。続きまして、文部科学省高等教育局高等教育
企画課長の義本博司様より、大学教育の国際化についてお話を頂戴いたします。それでは義
本課長よろしくお願いいたします。
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文部科学省高等教育局高等教育企画課長　　義本　博司

　こんにちは。ご紹介いただきました文科省の義本でございます。JUNBAの会合にお招き
いただきましてありがとうございます。今年のテーマは四回目ということで「大学の国際化
の次なるステップ」ということで、先程梶山先生から大学での取組みを中心にお話をいただ
きましたが、私の結論がかなり似通っているので、重複するところはご容赦いただきたいと
思います。大量に資料を用意しておりますが、20 分ではお話しできないので、今日の話は三
つに絞りたいと思っています。
　大学の国際化の問題については、これまで、どちらかというと国の政策よりも大学自身の
取組みが先行し、それを後追いするという形になっていましたし、また数年前までは大学の
国際化の問題で、国の取組みというと、国内の高等教育政策とある意味独立している状況に
ありました。ここ数年の動きを見ておりますと、先程の総領事、小野理事長のお話にもあり
ましたけれども、大学の教育研究活動が国境を越えて展開する結果、大学政策も国内外の区
別がなくなりつつあり、表裏一体になっている。すなわち大学の国際化の問題というのは日
本の大学政策、高等教育政策の中心課題の一つになりつつあるという思いを強くしています。
そういう観点からのお話をさせていただければと思っております。
　一つは、日本の大学政策について何が中心課題となるかという話でございます。それが先
程梶山先生のお話がありましたように、ある意味においての基準の標準化というか可視化を
しっかりし、大学自身が取り組みやすい体制をつくっていくということがあると思っていま
す。また逆に大学間の連携や大学の質の保証については国内政策だけでは限界がございます。
大学関係者の意識改革の問題もそうですけれども。やはり国際化の取組みと連携させた中に
おいて大学の改革を進めていこうというふうな形にかなり舵を向けつつあるのではないかと
思います。その辺をご紹介させていただければと思います。それが一点目。
　二点目の問題は、先程からお話ございましたけれども、昨年の９月に新政権が発足しまし
て、大学の問題を含めて、行政での仕事の進め方が変わりつつあります。その影響もありま
して予算については厳しい状況にありますけれども、他方、明るい話題もやや見えてまいり
ます。その辺の話も１月の会合でございますので若干期待を込めつつお話をさせていただけ
ればと思います。
　それから三点目の問題としましては、せっかくこの JUNBAという機会、貴重なネットワー
クがあるわけでございますが、日本の文科省から見た場合どういうことを期待していきたい
のかということについて若干お話させていただければと思います。

　これは、日本の今の大学教育の改革の議論でございます。先程もお話ありましたけれども、
大学の質保証の問題、これが今、一番の課題となっています。大学自身の教育研究の質を高
め、それによって大学の競争力を高めていくという問題、特に大学内部の質保証ということ
で、いわゆる、出口、入口、プロセス、入学、学位の取得、あるいは、教育の内容・方法の
改善というそれぞれの段階での方針や取組みを明確にしていく。なかんずく、例えばシラバ
スの実質化ですとか、成績基準の明確化、何を学んだかということよりも、何を身につける

基調講演：大学教育の国際化について
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ことができたか、学位取得のためのプログラムの体系化を強めていくというような取組みを
しているところでございます。そういう観点から、設置基準、大学での評価のあり方、情報
公開にも関わってきます。
　昨日、JUNBAメンバー大学の鹿児島大学北米教育研究センターに伺いました。そこで、
学生はいろんな形で人と関わることが少ない、むしろ内向きな状況が生まれている、いかに
学生の意欲を引き出して積極的な学修と学生生活を送ることを促していくかが大きな課題だ
とお聞きしました。私も 20 年前にアメリカに留学しておりましたけれども、その頃から比
較しましても、おそらくインターネットが出てきたりとか、いろんな形で情報が取れるとい
う中において、なかなか自分で足を使っていくとか、人と交わっていろんな形で学習してい
くという経験とか体験がなかなかとれない。その辺が今日の大学の難しさだと思います。国
内においては、社会貢献やボランティアという形で、社会に出ていくという取組みがありま
すけれども、一番有効なのは、短期的でも、外国に出かけていって、自分と違う価値観とか、
あるいはその国の背景を学び、刺激を受けて帰っていく。鹿児島大学のセンターでも、そう
いう取組みを進めているというお話がありました。短期的な交流を含めた取組みをどう進め
ていくのかというのがこれから大学にとって非常に重要なポイントだと思います。その点に
ついては中央教育審議会においても議論を開始しました。日本の学生の質を高めていくとい
う観点からも、海外との連携と取組みというのは非常に大事になってくる、例えば、本日は
東京理科大学からもご参加いただいておりますけれども、私立大学においては渡り鳥という
ふうな取り組みを提唱して、学生がいろんな形で自分のとは違う大学に出かけていって、視
野を広め、対話をしていくというふうなことを、文字通り組織的、体系的にやっていこうと
いうことを運動として、今私立大学の有力な大学で進めようとされてます。文字通りそうい
うことが、国内でも広がりつつあります。そういう観点から、日本の大学の教育の質を変え
ていくという観点から、非常に大事なポイントかと思います。
　それからもう一つは、先程梶山先生からお話ございましたけれども、今の大学においては
やはり質を高めていくには、これは、大学院の議論、学部の議論も合わせてでございますけ
れども、成績の基準ですとか、シラバス、あるいは学位プログラムを通してどういうことが
学べるかということを可視化していくことがこれから大事になってまいります。中教審でも
議論があるところでございますけれども、なかなか全ての大学に浸透するところまでには
至っておりません。例えばシラバス一つ取り上げても、形としては設置基準に盛り込んでい
ますからやるということになっていますけれども、アメリカのように予習をするとか、ある
いは、どれだけの学習をするのかを明確にし、学修を促すための手立てになってるというと
ころまでいってない大学が多いです。他方、先程梶山先生のお話にございましたように、優
れた海外の大学と提携し連携していくためには、むしろそういう点をしっかりやらないこと
には相手にされないということがございます。ですから、そういう面においても国内の問題
とあわせて、国際的通用性の観点からも質の問題と直結している課題があります。国の役目
としては各大学が取り組むことを応援していくための仕掛けとか枠組みつくりをどうしてい
くのかということを検討しているところでございます。
　ここに書いてございますように、今二点挙げております。一つは情報発信を国全体として
強化していくということが大事だと思っています。例えば日本の大学がどういうふうなシス
テムをとっているのか、設置基準とか設置認可とかあるいは認証評価を含めた質の保証シス
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テムがどうなっていくのか。各大学の仕組みはどうなのか。遅ればせながらではありますけ
れども、昨年まとまった英語のパンフレットを発行しまして、それを在京の大使館など、い
ろんな形で各方面に配っていこうとしています。それから、日本の大学について教育研究の
情報公開を強めていく取組みを審議中でございます。これは日本の国内の情報発信、公開と
いうことだけではなく、国外に対し、情報をどういうふうに展開していくのかということを
合わせて考えていくということです。日本の大学について言えば、どういうふうなことが学
べて、あるいはどういうふうなコースがあって、例えば奨学金がどうかとか、あるいは英語
で学位が取れるコースがあるのかとか、あるいは教育プログラムを通して何が身につくのか
ということについて、標準的な情報提供のガイドラインの形成を議論しています。
　それから二点目は、組織的、継続的な大学の連携の構築の問題であります。梶山先生のほ
うからシンガポールとオーストラリアの例が出ておりましたけれども、なかなかシンガポー
ルのように有力大学に多額の資金をつぎ込んで誘致していくというふうなことは日本として
は現実味のないところではありますけれども、ただ、それでも優秀な学生や教員を呼び込ん
でいく仕組み、仕掛けはこれから重要でございます。グローバル 30とかグローバルCOEと
いうふうな個別のプログラムもそうでございますけれども、やはり重要なのは、そういうふ
うな個々の大学による海外の有力な大学との連携に関する組織的な展開を応援していくこと
があろうかと思っております。例えば、その有力な手段としてはダブルディグリーの問題が
あります。例えば、日本の学生が学部三年生まで勉強し、その期間提携する大学に２年間ほ
ど行って勉強をして帰ってきて、また、修士課程に入りなおして向こうの学位とこちらの学
位を両方取れるというふうなことによって双方魅力的なプログラムになります。また逆にそ
れによって大学自身にいろんな形での資源を呼び込んでいくことにつながるわけですが、こ
れがなかなか、ダブルディグリーの導入の際の課題になるのが、例えば、成績の評価の問題、
研究指導をどうするのかなど、個々の大学の取組みでは大変労力がかかるということです。
ダブルディグリーについては、ガイドラインを作って、大学がそれを始める場合において、
こういう点にご留意頂いてやって頂けるかどうか、逆にこういう点にご留意頂ければ、例え
ば、国、あるいは公的機関がお墨付きをすることによってそれを推奨していこうということ
もあると思います。
　ここにありますように、ほんの一例ではございますけれども、国内の取組みあるいは改革
の政策自身が、申し上げましたように国際的な広がりですとか、あるいは国際的な関心を当
てることによって進めていこうというふうなことが重要になっていることを強調したいと思
います。

　ここでちょっと気になるデータでございます。アメリカの大学に留学した日本人の学生の
推移でございます。ここにございますように、2000 年の前ぐらいをピークにしまして、今、
急激に減りつつあります。アメリカの大学に留学するトップ５は中国、韓国、インドそれか
らカナダ、日本と言われておりますけれども、他の４カ国は増えていますけれども、日本の
場合唯一減っているということがございまして、ここにきて内向きな対応が非常に気になる
ところでございます。

　GDPは今年日本はついに中国に抜かれたという状況でございますけれども、日本のこれ
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からを考えました場合、日本自身がやはりこの 10 年 20 年どういう形で食べていくか考えま
した場合、近隣の諸国とのネットワークを広げて人的、あるいは資金、あるいは情報の面に
おいて流通を活発にしていくことを考えてなければならない。そういう観点から、先程梶山
先生がおっしゃったようにアジア地域での交流をしっかりしていく。大学間の留学生の受入
れとか派遣を次元をこえて交流を活発にしていくということ自身がこれから大事だと思って
いますし、それが新しい政権の中において大きな課題になってくるところでございます。幸
い、鳩山政権においてはアジア、東アジア共同体という構想が打ち上げられまして、大学間
のとりわけ日本と韓国と中国を核にしました東アジア、あるいはアジア地域全体を通じた大
学間の交流を活発にしていこう、そのための単位互換ですとか、あるいは短期的な留学生の
交流を活発にするための枠組み作りをいろんな形で展開していこうというのがこの一年でご
ざいます。そういう取り組みをしっかりやっていくこと自身がさらなる国際化のためになる
と思います。先程ご紹介させていただきましたような、いろんな交流の枠組みづくり、例え
ばシラバスですとか成績評価ですとかそういう点においての可視化、体形化ということもそ
の一環でございますし、その三国を通じた取組みを検討していこうと思います。
　ただ、これはアジアの国地域だけが仲良くしていけばよいということではなくて、引き続
きアメリカとの関係、あるいは留学、あるいはこういった関係は注意していかなければなら
ないといけないということは論を待たないというところでございます。先程の例を見ても韓
国、中国はアメリカとの太い交流のパイプを持っていますけれども、このパイプを日本とし
ても維持し、また拡大する中においてもアジア地域への拡大を図っていこう、これがひとつ
のポイントだと思っています。

　ちょっと話を変えまして、新政権の下での国際化の問題を挙げたいと思います。先程、小
野理事長のお話にございましたように、９月に政権が変わりまして、これにおいては、前の
政権自身のモードを一切 180 度転換していくということになりましたので、事業仕分けです
とか、あるいは政治主導ですとか、官僚支配の廃止ということが言われています。今もその
模索中でございますけれども、特にマニフェストを実行していくということで、高校の授業
料無償化、4,000 億円くらいかかりますけれども、それを実現するということがあったわけ
です。少なからず、大学関係予算については影響を受けております。グローバル 30 につき
ましても、新規採択は見送りまして残念ながら 22 年度はサーティーン（13）でございます。
それから、グローバルCOEとか、いわゆる大学の改革を進めていくための支援事業の予算
が新規見送りという形で厳しい影響を受けています。

　高等教育政策にとって希望の光となりうるのは、成長戦略を今年６月に策定するという動
きがございます。この中においては、先程も言いましたように、日本が 10 年、20 年、何で
食べていくかということにおいては、アジアを重視した政策展開が大事になってきます。そ
の観点から下線を引いてますけれども、大学の国際化や交流を盛んにしていくということを
明記しております。６月にこれを具体化して工程表をつくり具体的な数値の目標を４年後、
10 年後と定めてやっていこうとしています。

　大学の国際化や交流を新成長戦略に位置付けて関連する予算を計画的に伸ばしていこうと
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いう取組みを、この半年、力を入れてやっていきたいと思っておりますので、ご支援を賜れ
ばと思っております。あとのデータは、またご覧戴ければ有難いなと思っております。

　それで最後は、先程申しましたように、JUNBAに対する期待ということを少しお話させ
ていただければと思います。特に今年五年目を迎えるということでございますけれども、北
米地域ベイエリアにおいて各大学の拠点が連結するプラットホームとして、着実な前進を遂
げているところでございます。これもひとえに、井手会長、それから事務局のある日本学術
振興会サンフランシスコ研究連絡センター、あるいは参加大学の積極的なご協力だと思って
いますし、各大学が一つの大学ではなかなか取り組めない持続的な取り組みを可能にしてい
るというふうに思っているところでございます。私どもとしては、大学と学振、あるいは、
地域によっては JASSOも大切だと思いますが、いい関係が構築されて、ネットワーク作り
が他の地域にも広まっていけば有難いなと思っております。またこの JUNBAにつきまして
は、特に最初ご紹介しましたように、今後日本の大学において、学部学生の短期的な国際的
な交流とかプログラムが大事になってまいります。今後進むべきは、この JUNBAが一つの
プラットホームとなって、大学の学生さんの短期的な交流のひとつの架け橋となるような発
展を遂げていただければ有難いなと思っております。お話が多岐にわたり失礼しました。こ
こで話を終わらせていただきたいと思います。どうもありがとうございました。

竹田（司会）どうもありがとうございました。このあと休憩がございますので、その間に梶
山理事長、義本課長にご質問していただきたいと思います。それではただいまから 12 分間
休憩に入らせていただきまして、10 時半から再開したいと思います。どうぞよろしくお願い
いたします。

休憩

竹田（司会）続きまして、第一部「JUNBAメンバー大学の国際化戦略について」に入らさ
せていただきます。こちらのセッションでは、JUNBAメンバー大学の国際化戦略を発表し
ていただきまして、情報の共有を図るとともに更に広い視野から大学の今後の国際化戦略の
在り方について、のちほど議論をしていただきたいと考えております。なお発表時間は 10
分でございまして質疑応答３分間を用意いたしました。発表の順番は、大学名のアルファベッ
ト順とさせていただいております。まず初めに鹿児島大学学長、吉田浩己先生よりお願いし
たいと思います。よろしくお願いいたします。
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講演：大学の国際化の次なる展開　̶米国における教育研究活動の展開̶
鹿児島大学学長　　吉田　浩己

　それでは鹿児島大学の国際化の次なる展開、米国における教育研究活動の展開についてお
話したいと思います。鹿児島大学は 2004 年 12 月にシリコンバレーオフィスを作りました。
ちょうど今６年たったところでございます。2008 年９月にはこのオフィスを現在鹿児島大学
の北米教育研究センターとして全学の海外拠点として再スタートさせていただきました。
ちょうど日本の国立大学が法人化とともに米国で新たな活動の展開をしたところでございま
す。この４月から国立大学は第二期に入りました。この第二期において本格な国際化の次な
る展開ということにつきましては、先程ご挨拶やあるいは基調ご講演のなかで、いろいろと
強調され議題にされた国際化という傾向におきましては、国際的に活躍のできる人材をいか
に教育していくか、あるいは留学生にとって魅力ある大学をどう作るかが、基本であろうか
なというふうに考えております。そういった意味で質の高い教育の展開とその教育環境の整
理という点では、第二期の中期目標計画の中に入れ込んで取り組んでいるところでございま
すが、鹿児島大学はこの北米教育研究センターを作って、そしてこの JUNBAという活動の
中で一歩一歩国際化の成果が上がりつつあると実感を持っているところでございます。今後
もこの JUNBAを中心とした活動が鹿児島大学のひとつの主要な活動になるかと考えており
ますので、米国における本学の教育研究活動を中心として簡単にご説明いたしたい、という
ふうに思います。

　鹿児島大学はみなさんご存知のように鹿児島という地にありますが、鹿児島は九州の南端
の位置にありましてアジアに開かれています。鹿児島の地には世界自然遺産である屋久島で
あるとか、或いは素晴らしい生物の多様性を持っている奄美諸島の海洋火山など、豊かな自
然環境に恵まれております。また古くから海外との交流がさかん行われているという土地柄
でございますし、また日本が近代化する頃に、特に鎖国の中で、島津藩は 19 名の鹿児島の
若者を密かに英国に留学をさせ、その若者たちは高い志を持って勉学に励み、そして帰国後
日本の近代化に貢献した、そうした歴史的な顔を持つ土地でございます。そういった土地に
ある鹿児島大学でございますので、更に国立大学というものの高等教育の機会均等を、また
地域に位置しておりますので、その国立大学の基本的な意義をふまえた上で、2007 年には
新たな大学憲章を制定いたしました。その中で自主自立と進取の精神を尊重し、地域ととも
に社会に貢献する進取の気風あふれる総合大学を目指す、ということにいたしております。
特に鹿児島の教育的な伝統でございます、困難に果敢に挑戦する国際人材を育成するという
ことが鹿児島大学の教育の基本理念といたしたところでございます。

　鹿児島大学は、その地域の特性からアジアおよび太平洋地域を対象とした研究が盛んに行
なっておるところでありますが、先端的な科学分野といたしましては、医学系を中心として
米国や欧州等の先進諸国の研究者との連携で研究・教育を展開しているところでございます。
全体の 20％がアメリカの大学の研究者と研究を行っておりますが、ヨーロッパと鹿児島大学
間でも研究が盛んです。
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　共同研究の著名な事例としましては、今回紹介したいと思います。医歯学総合研究科の馬
場教授が実施されて感染症対策分野のプロジェクトと鹿児島大学フロンティアサイエンスセ
ンターの山田教授の異種移植関係があげられます。馬場先生の例は、これはエイズである、
或いは鹿児島やカリブ海の特異な疾患であるATLといいますが、そういった白血病がござ
いますが、その特異な疾患のためのワクチンを開発という成果がございますし、また、これ
は山田先生ですが、鹿児島大学がミニ豚、地域と一緒にやって開発いたしました。このミニ
豚の遺伝子改変を行って異種移植を行う、そういった内容です。これは国内においては、そ
ういった形で地域と産学官連携として行っている事業でございます。これを国際的な連携、
国際的な技術移転の視野においてやりたいと思っております。

　特に米国との協定というのはここにございまして、いろいろな大学と行っております。 急
がさせていただきます。

　特に私どもは、先程申し上げましたように北米教育研究センターの設立以降、いろいろな
活動を盛んに行なっておりまして、内容につきましては後ほど、井手センター長のほうから
またお話になるかと思います。簡潔にさせていただきます。

　こういった中には、ここにありますように、シリコンバレーセミナー、或いは日米未来
フォーラム、あるいは国際科学技術フォーラム、さらに学生、教職員だけではなく、若手事
務職員の海外事務研修も行っているところであります。この中で一つ強調したいのは、今ま
では、こういった教育の内容が大学院を中心とした形で展開していったわけですが、先程申
し上げましたように、鹿児島大学といたしましては、進取の気風や、そして国際的に活躍で
きる若者を育てるという点で、特に入学後わずかな若者を、このシリコンバレーセミナー或
いは日米交流のなかで組み込んだ形で教育をしていきたい。早い時期にしっかりしたものを、
モティベーションをもち、そして自我の確立を目指し、最終的には進取の精神を受け継ぎ、
国際的に活躍できるような、そういった場にしていきたい、というふうに考えているところ
でございます。

　そしてまた、鹿児島大学の研究課題といたしましては、先程申しましたように「食、島嶼、
環境」そういった鹿児島に特化した形での教育研究を展開していくところでございます。こ
れは東南アジアと共通基盤を持っているわけでございますが、今までは東南アジアの各大学
と連携で教育を展開したわけでございました。これからは、さらにその分野での先端的な米
国とも連携したかたちで展開をしていきたいと思っているのでございます。

　そしてここにございましては、そういった中で、やはり先程からも強調されておりました
ように、まず出発点としては、ここに書いてありますように学生の交流と語学の壁がテーマ
で、この点でこのセンターの基盤をさらに強化していきたいと思います。

　さらにこのセンターを若手教員の海外研修の拠点の一つにしていきたいと考えておりま
す。
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　更にこの JUNBA、或いはこのセンターのいろいろな活動の中で、いかに鹿児島大学の状
況を的確に国外はもちろんのこと、学外の、国外に伝えることが大切かということで、今 2,000
名を越える留学生のネットワークを形成しようということでありまして、そういったネット
ワークの核になる留学生に、鹿児島大学友好大使ということで、鹿児島大学と海外の要になっ
ていただく、そういったことをしています。

　そういったことでございまして鹿児島大学としても今は進取の気風を身につけるというこ
とで、国際化ということと連結した形で、しかも先程申しましたように、こういったサンフ
ランシスコという地は、鹿児島とは非常に深い歴史的なつながりがございまして、英国に渡っ
た、13 歳で渡った長沢鼎は、最終的にはこのカリフォルニアに来て、このカリフォルニアで
葡萄畑を開墾して、そうしてぶどう酒を造ってきたという、そういった歴史がございました。
戦後は、このカリフォルニアに渡った多くの鹿児島県民が鹿児島の歴史を開いたという点で
もあると、そういった中に先端的な部分でシリコンバレーもございますし、スタンフォード
大学、およびたくさんの大学もございますから、こういった中に若者が入りこんで、そこで
先程も言いましたようにモティベーションの進取の気風、そういったスタートの事業を主体
とした次期の鹿児島大学の戦略を展開していきたいというふうに思っております。

竹田（司会）どうもありがとうございました。質問がありましたら承ります。ないようです
ので、引き続きまして、九州大学理事・副学長、水田祥代先生にお願いしたいと思います。



30

九州大学理事・副学長　　水田　祥代

　九州大学の水田でございます。九州大学の国際化の次なる展開につきまして、まず現状と
それから海外オフィスの活躍、活動、次なる展開の戦略について簡単にご説明いたします。

　九州大学は 1911 年の開学以来多くの留学生をアジアから引き受けておりますが、留学生
数の推移というのは徐々に増加しておりまして、この２、３年でニ百十数人くらい増えてお
ります。特にその内訳は全体の留学生総数というのは全学生総数の約 11％でございますが、
どういう国から来てるかといいますと、やはりいつも同じように中国からが一番多いし、そ
れから次は韓国、アジアが 85％くらいが来ておりまして、ほとんど私のところは大学院生、
研究留学生が多いというのが現状でございます。

　そのほかに海外の大学との短期留学ということにも力を入れておりまして、サマープログ
ラムもAsia in Today’s World、これはアジアに重点を置きながら、欧米をも対象とする外
国人短期留学生プログラムとしています。大体夏休みに６週間来ましていろいろな勉強をす
るわけでございまして、それからもうひとつが Japan in Today’s World というもので、これ
は全世界を対象とした外国人短期留学、最長 10 ヶ月でございますが、その人たちが主にこ
れは来る学生に補助を出しています。この狙いはですね、短期間で九州大学の良さ、日本の
良さを知っていただいて、そしてリターンですね、本当に今度は正規留学生として来てほし
いという気持ちがございます。

　そのほかに、フレンドシップ奨学金制度というのがございまして、これは次の世代を担う
人たち、キーパーソンとなるような方々を若い人を選んで３ヶ月から 12 ヶ月奨学金によっ
て勉強していただいて将来との繋がりを続けていくということもやっております。

　では、世界へ飛び出す九大学生はどうなのかといいますと、徐々に増えておりますけれど
もまだまだ数としては少ない、全学生の約１％でございますので、来る方に比べて出て行く
のが少ない、ご多分に漏れず、パラダイス鎖国という現状が続いているということでござい
ます。プログラムとしては留学生をサポートするプログラムはたくさんございます。奨学金
はもとより、単位互換制度とか協定を結んでいる大学とはたくさんございますが、なかなか
出て行かないというのがひとつこれはこれでまた課題でございます。

　研究者派遣数の推移につきましても短期はたくさんございますが、長期になりますとどん
どん減っているのがちょっと困った問題でございます。これは休職制度がなくなったという
のもひとつあると思います。報酬化になりましたので大学としても少し考えなくてはいけな
いのではと思っております。

　国際交流協定の締結はこれは大学間の学術、それから学生交流、部局間などたくさんござ
いますが、これをどんどん、ただ結ぶだけではなく、これはアウトカムもきちんと見ていか

講演：九州大学の国際化の次なる展開　
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ないとなんにもならないんじゃないかと思っていますので、そういうところにも力をいれて
おります。

　それから大学の国際戦略で大事な事は、海外オフィスの活躍でございますが、そういうこ
とを考えまして、2005 年にカリフォルニアに最初のオフィスを開いています。それからロン
ドン、ミュンヘン、そういうことをしまして、一番最近のはエジプトでございます。これは
G30 の関係で、エジプトのオフィスを開設してもらいました。全部、ブランチオフィスも含
めて 12 の地域で海外オフィスを開設しまして情報を発信しながら、また受けとめるという
ことをしながら意識改革を広げていこうということです。

　本日は特にカリフォルニアオフィスの活動について話させていただきます。これは遠隔授
業を非常に有意義にやるものでございまして、松尾所長の多大なる尽力によりましてできた
ものですが、これは大学院生を対象にした共通教育でございまして、いかにリーダーシップ
をとっていくか、それから企業に対する考え方、そういうものを詳しく毎週一回朝早くから
やっておりますが、ここの内容につきましては多分お昼からお配りする、机上に資料が出ま
すので見ていただいたらいいかと思いますが、アメリカで活躍される超一流の方々、もちろ
ん今回長嶺総領事にもお願いしたんですが、九州大学の先生、総長も来ていただいたという
ことでございます。これはもっともっと広げていきたいという考えであります。

　もうひとつはですね、UC Davis との関係で教員の英語教授能力の向上ということで、こ
れは文部科学省「大学教育の国際化加速プログラム」に採択されたものでございます。英語
で授業を行うという、これは農学府研究員を中心としてやっておりまして、その人たちが何
人か来まして、そこで授業要領を勉強しまして、それを更にマニュアルにして作ってまた分
配しながら大学内に広げていくという構想でございます。

　また、そのほか若手研究者の英語研修につきましては、毎年８月の夏休みに４週間ホーム
スティをしていただいておりまして、サンノゼ州立大アメリカ英語研究所で研修します。こ
れはホームスティしながら英語漬けになりますので、学生に対しては非常にインパクトが強
くてモティベーションが上がるという面がございます。それから研究者、また博士課程学生
の英語研修も同じように２週間、あるいは４週間ホームスティしながら学会での発表のやり
方を習うということをサンノゼ州立大アメリカ英語研究所でやっておりまして、これはよそ
の大学院も多く来ています。

　それから、起業家研修ロバート・ファン　アントレプレナーシッププログラムとあります
が、これはQREPといいまして、九州大学の九（きゅう）ということで、英語のK という
よりQを使っております。これは本学学生と現地の大学生と交流しながら、一週間シリコン
バレーを中心にホテルに宿泊していろいろなことを学ばせていただいているということでご
ざいまして、これも大変注目を浴びておりまして、ロバート・ファンさんという方は九大の
出身者でございまして、アメリカのシリコンバレーで起業をなさっている方で、この方のた
くさんの寄付とですね、もうひとつは、アメリカの同窓会、九州大学の同窓会の寄付によっ
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て成り立っているプログラムでございます。

　それからもうひとつは、この JUNBAそのものの非常に九州大学或いは日本の研究に対す
る紹介とかも普及しておりまして、どんどん国際的な産学研究会が広がっているという現状
でございます。今年もまた革新的医療技術、「イノベーティブ・メディシン・アンド・テク
ノロジー」ということでございますが、これによって連携が進んでいるという大変嬉しいこ
とです。

　以上が現状ですが、 九州大学の国際化戦略というのはですね、単に九州大学は歴史的にも
地理的にもアジアにも近い、しかしながら、これは全体的のグローバルゼーションの中での
欧米が二極間、先程梶山先生もおっしゃいましたが、欧米が非常に強い、それに対してアジ
アはもう少し三極間にするにはどうしたらいいかということもひとつの九州大学の使命では
ないかと思っております。欧米との間で競争的協力関係、そして研究能力や業績を競うこと、
九州大学がアジアおよび世界でのステータスを確立すること、この二つが国際化の目標でご
ざいます。

　その中の一つの危惧といたしまして、九州大学が国際化拠点構想「グローバル 30」に、
先程グローバル 13と言われましたけれども、幸いにして採用していただきましたので、こ
れは留学生 30 万人計画に貢献しながら、30 年後には、いいえ、20 年後には国際教養学部の
設立ということを考えております。英語による授業のみで学位が取得できるコースの計画、
これは学部が二つ、工学部と農学部の２学部、大学院は全学府で約 45のコースがございます。

　これは徐々に学生を増やしていくということでございまして、3,900 人を平成 32 年までに
受け入れます。

　その他にも国際的なものといたしましては、農学部はアジアのほうで国際農学教育ステッ
プというプラットフォームを作っていますので、これはドイツとかそういうとこと一緒に
やっておりまして、それから先程出ましたエラスムス・ムンドゥスに関しましても今年度
2010 年の申請を九州大学がすることになっています。それからどのような研究があるかとい
うと、沢山やっておりまして、文部科学省のグローバルCOEプログラムということで、こ
れはそれぞれ説明はいたしませんが。

　この他にも大型研究プロジェクトがあります。これはいろいろやっておりまして、特に理
系が多いんですけれども、世界に誇れるような研究でございます。このなかでひとつ先端融
合医療研究開発センターの橋爪教授が明日講演されますので、詳しく産学研究に関してもお
聞きいただけるかと思います。こういうことは世界的な研究として、日本の大学と連携しな
がらやっています。

　それからもう一つの特徴として主幹教授制度というものを九州大学は創りました。これは
本学の教授のうちで、その専門分野において、極めて高い業績を有し、かつ本学の研究戦略
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の先導的な役割を担う方に主幹教授の名称、称号を付与いたしまして、そして、そのなかで
研究プロジェクト名を冠した学術研究拠点を創るということであります。その間、最大外国
からの研究者の雇用経費として年間二千万円ずつ投与、支援するということでございまして、
この外国人の教育というのはですね、研究とともに全学共通で英語で講義をしてもらうこと、
これが義務づけられています。これもひとつグローバル 30 のなかでの国際化の中の一つの
拠点となると考えております。

　国際化の次なる展開の問題点、これはもうみなさんおっしゃると思うんですけど、一つは
留学生の数から質へ、優秀な留学生獲得のために工夫が大事だと、優秀な方をとりますとね、
また数のほうも増えていくスパイラルができていく。それから内から外へ、これもみなさん
もおっしゃっていることでございますが、いわゆるパラダイス鎖国じゃなくて、どんどん出
て行く、どんどん帰ってくるというふうなスパイラルもつくっていかなくてはいけませんし、
グローバル 30 の推進とかですね、研究者ポストの充実、帰国後の環境整備が非常に大事に
なってくるということです。そのためには国際的競争力がある大学にならなくちゃいけない。
まず一つは来てくれ、来てくれ、というだけじゃなくて、大学にみんなが来たいという、奨
学金を沢山用意することももちろん私は大事だと思いますが、私たちがハーバード大学に行
くときは授業料払ってでも行きたいと思うような、そういういうふうな九州大学にしたいと
思っております。

　心はですね、国を越え、民族を越え、言葉を越え、ジェンダーを越え、年齢を越えて、多
くの人々が心豊かに楽しく学べる大学でありたいと思っておりますので、これからもどんど
ん広がりつついきたいと思います。ご清聴ありがとうございました。

竹田（司会）質問がございましたら承ります。ないようですし、時間が迫っておりますので、
次は大阪大学理事・副学長、辻毅一郎先生にお願いしたいと思います。
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大阪大学理事・副学長　　辻　毅一郎

　大阪大学の辻でございます。本日は大阪大学の国際化ということで話させていただきます。
時間は 15 分ということで、（司会者：10 分です。）あ、10 分ですか、すみません。（笑）

　大阪大学の学生数ですけれども、今 23,790 名ということで、大阪大学と旧大阪外国語大学
を統合いたしましたために学部の学生数では国立大学の中では一番大きくなったということ
になります。

　留学生は先程九州大学さんが比較されたんですけど、1,455 名ということでアジアからの
学生さんが 77％ということになっております。中国からの学生さんが 443 名という状況でご
ざいます。

　これは我々の悩みでございますけれども、学生の海外派遣というのがですね右の下のほう
に書いてありますように、2008 年で約全体で 530 名ということです。ただこの赤字の部分は
旧大阪外国語大学から出て行く学生さんですね。旧阪大のほうは約 130 名という大変乏しい
状況で、学生をいかに海外に派遣するかということが今現在私に与えられた大きな課題だと
思います。

　国際化の必要性ということに関しましては、今日集まりの方々にいろいろお話しすること
はないと思うんですけれども、こういう表にまとめて各国でいろいろな理由によって留学生
の流動化が進むことの原因が異なっているという分析をしておりまして、それぞれの地域に
対応したことをやっていかなければならないというふうに考えています。

　大阪大学の取り組みですけれども、非常に簡単に三つにまとめて考えております。まずは
組織をどうやって整備するか、国際化にどうやって取り組むかでございますが、

　現在大阪大学はこういう形で非常に簡素化して書いてありますけれども、総長の下に法人
化された役員会があるわけですが。役員のところに総合計画室、教育・情報、研究・産学連
携、評価、財務、人事、広報・社会連携、国際交流と八つの室が設けてあります。大阪大学
の場合、８名理事がいるのですけれども、それぞれが業務を分担して室を持っていることに
なっております。国際化に関しましても、当初の法人化が始まったときは国際交流推進本部
ということで、ちょっと室よりは格が下だったんですが、現在の鷲田総長になりましてから
は、国際交流室に格上げになりまして、私も単なる理事から副学長というタイトルも頂きま
して、それで少し頑張ってやっていくと。その下に国際企画推進本部というのが作られてお
りして、これは室のシンクタンク、つまり調査・企画をする部署になっています。海外拠点
本部と言いますのは大阪大学の持つ海外拠点なんですけれども、その上が本部事務機構の国
際部で、その中にサポートオフィスというのも作ってあります。このほか留学センターとい
う旧大阪大学からあったセンターと、旧大阪外国語大学の持っていた日本語・日本文化教育

講演：大阪大学の国際化への取り組み ̶ Live Locally, Grow Globally̶
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センター、それから統合時に新たに創りましたグローバルコラボレーションセンター、この
三つが国際の関係の主要な部分を占めるという形になります。一応こういう組織体制ができ
ています。

　具体的に国際企画推進本部が何をやっているかということですが、例えばこのボローニア
プロセスやエラスムス・ムンドゥスのことに関してはこういうところが調査・企画をしてい
ます。

　海外拠点本部というのは、現在この三つの海外教育研究センターを持っているわけですけ
れども、この２月に上海に作る予定でして、一応本部が直接的に関与、直轄する教育研究セ
ンターとしてはこの四つで現在の戦略としては、整備が完了することになります。サンフラ
ンシスコが一番最初に作られまして、それからグローニンゲン、それからバンコクというふ
うに作っていきまして、上海にも作ります。これで北米地域、東南アジア、中国、ヨーロッ
パをすべてカバーするということになります。この他にサテライト的には、これから小さな
センターを作っていくつもりでございますが、核となるセンターはこの四つだということで
ございます。サンフランシスコの教育センターはその第一陣ということで 2004 年に開設し
たものでございます。

　海外教育研究センターのミッションについて、いろいろ外にこういうセンターを作って一
体何ができるかということを考えてきたわけですが、いま私が考えているミッションという
のは、こういうことです。まずはいろいろなFace to Face のコミュニケーションに基づく人
的なネットワーク形成を行っていただく、それによって情報を収集するということでござい
ます。それから教育研究活動として直接的に展開することも可能でありまして、その例とし
て割にうまくいったのが遠隔講義でございまして、遠隔講義を二つ現在しております。その
ほかにフォーラム、セミナーをするのはもちろん広報上必要だからです。それから学生の交
流推進をするということです。海外センターのミッションの最大のものは、学生を呼び込ん
できて、或いは、学生を本土から派遣するということについて主要な役割を果たしていただ
くということです。こういうものをミッションの最上段に掲げましてそれに伴っていろいろ
な事がついてくると思うんですけれども、現在のところ、国際産学官連携は主たるセンター
ミッションではなくて、学生の交流推進だというふうに捉えているということでございます。

　サンフランシスコのセンターは市の真ん中にあるわけですけれども、金融街にあるので非
常に高いのではないかと思われますが、これはたまたま我々が開設したときは、実は街中が
非常に安かったということだったのです。

　あと、いろいろなことをやっております。

　実績はあと３分だといわれましたので、なかなか言いにくいんですけれども、それぞれ先
程のカテゴリーに合わせてどういうことをやってきたかということをご説明します。共通教
育科目の「世界は今̶」というのを日本語ですけど、「学問のすすめ」というのは英語でやっ
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ています。これは共通教育科目の中に正式に登録された講義でございます。

　それから研修プログラムもかなり実施しておりますし、国際化の研修もしております。同
窓会活動なんかもしております。

　これは大阪大学北米地区同窓会の写真でございます。

　大阪大学フォーラムというのがありまして、原則年一回大阪大学の主要な研究成果を紹介
するんですけれども、2006 年以降、すべて海外教育研究センターがこれをサポートしており
ます。

　二番目、教育プログラムの企画・実施が必要だということなんですけれども、この図は日
頃私が考えている教育国際化に関する要点を全部詰め込んだ図でございまして、とにかく世
界の頭脳、優秀な学生さんを大阪大学にお呼びして、付加価値をつけて修了して出してあげ
るという役割を担っているわけでございまして、それについていろいろ沢山の学生さんに来
ていただくには、やっぱり今までに何度も強調されておりますように大学自体が魅力を創出
しなくてはならないということでございまして、それが研究・教育、研究プロジェクトであっ
たり外国人向け特別プログラムであったりするわけですが、大学が魅力あるものにならなけ
ればならないと。それを実行していく上でいろいろとサポートが必要でございまして、それ
が広報であったり、アドミッションであったり、到着時のオリエンテーションサービス、ワ
ンストップサービスであったりするわけでございます。これを教員と職員が協働体制をとっ
てやらなければいけないということでございます。色が少し濃くなったりするのは、広報の
ほうは職員の負担が多いかなということ、研究・教育プログラムは教員の負担が当然のこと
ながら多いということです。

　実際の教育プログラムの企画・実施については長期、短期、超短期と分類して、それぞれ
のところで開発するよう心がけております。長期というのは学位取得目的、短期は一年未満
のもの、超短期は数週間のものということでございます。

　短期プログラムの例といたしましては、OUSSEP、MAPLE、MAPLEこれは旧大阪外国
語大学がやっているもので、日本語・日本文化理解が中心になります。JAPANESE　
STUDIES　PROGRAM　これは日本語を専門とするものです。

　これは少しご紹介したいんですが、FrontierLab ＠ OsakaUというのは、外国人学生のた
めの理系短期受入れプログラムです。大阪大学は工学系が強い、理系が強い大学でございま
して、その強みを生かそうということで、研究室に学生さんを呼んできて卒業研究に匹敵す
るようなものをしていただくということでございます。これも真ん中辺にありますように評
価、リサーチをするということなんで非常にクオリティアシュアランスが難しいということ
で、これに欧州の ECTS のシステムを採用してそれによって評価をしています。これで
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2008年から2010年にかけましてトータルで86名の学生さんが参加しておりまして、21名ヨー
ロッパから、13 名アメリカから、というふうに全世界から学生に来て頂くことに一応成功し
ております。

　それと欧州学生流動化プログラムも沢山ございますけれども Erasmus Mundus Joint 
Master’s Programには Euro Culture がすでに開始されていますが、 MAPNETというのが
今年 2010 年４月からスタートします。それから  Spanish Teacher Training についても採用
されています。それから ICI ECPといわれているものですけれども、これにはMechanical  
Engineering と Natural Science の二つのプログラムが採択されております。

　グローバル 30 に関しましては、大阪大学では四つのコースを提供するということで学部
が二つとそれから大学院が二つ、数値目標は九州大学ほど野心的ではございませんで、3,000
名を目標として頑張って実現したいと考えております。それから留学生受け入れ体制の強化
ということで、G30 のお金を使いましてサポートオフィスを拡充しております。

　サポートオフィスについては、具体的な別のスライドがあるんですけれども時間の関係で
省略させていただきます。2007 年の 10 月からサポートオフィスを開設しております。これ
はどなたかおっしゃっておりましたように我々が大学に、私もアメリカの大学に留学しまし
たけれども、最初に行くところはFOREIGN STUDENT ADVISORだったということでご
ざいまして、それをなんとか実現したいということで、サポートオフィスを実現いたしまし
た。これはG30 のお金を投入いたしましてここに教員を配置するということをいたしており
ます。2009 年の 11 月から教員を新たに二名配置して事務の職員と教員とが恊働してサポー
トを行うというものでございます。そのほかこれのウェブ版というのも「GCNワールドワイ
ドキャンパスネット大阪」を作ってありまして、これも運用して数年経ったのでG30 のお金
を投入してサービスの拡張を図っています。それから一番下にですね、部局情報交換会とか
教職員研修会、ここ二行しかないんですが、これが今私が一番必要なことだと考えておりま
して、大学の中で国際化を進める上で先程の図にありましたボトルネックの一つというのは
教職員の意識がそれほど国際化されていないということだと考えておりまして、今後は、対
外的なものというより学内への国際化に関する広報を積極的に行っていきたいと考えており
まして、その辺りが次なる展開の大きな目玉だと考えております。以上、ご清聴ありがとう
ございました。

竹田（司会）質問がございましたら承ります。無いようですし、時間が迫ってまいりますので、
次に入りたいと思います。引き続きまして、東京理科大学理事、池北雅彦先生にお願いいた
します。
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東京理科大学理事　　池北　雅彦 

　ただいまご紹介いただきました東京理科大学の池北でございます。このような JUNBAの
会議で東京理科大学の発表の機会を与えていただきました関係者各位の方々に御礼申し上げ
ます。時間も迫ってございますので、さっそく発表させていただきます。東京理科大学の国
際化の次なる展開ということでございますけれども、JUNBAの会議ということでございま
すからアメリカ、特に JSPS のセンターでお世話になっていることを中心に今回はお話をさ
せていただこうと思っております。

　まず、東京理科大学の説明を少しさせていただきます。東京理科大学は毎年約 6,000 名の
卒業生を出してございまして、８学部 33 学科ございます。基本的には工学、理学、薬学、
経営学も含めた理工系の総合大学でございまして、キャンパスとしてはいろいろな所にある
のですけれど、特に神楽坂が中心となります都市型キャンパスと千葉県野田市に四十万平米
くらいの野田キャンパスがあります。野田キャンパスは広いものですから、リサーチ型の総
合キャンパスとして位置づけ、教育、研究をそれぞれ行っているところです。

　本学の歴史としましては、1881 年、約 130 年前に東京大学の先生方がおつくりになられた
大学でございます。現在では、他大学さんも同じでございますが、東京理科大学としてもや
はり教育、研究、貢献を中心に進めております。小野理事長もお話されておられましたけれ
ども、各種の連携すなわち、大学間連携、地域との連携、国際的な連携というのを、それぞ
れの部署で考えて私たち大学も進めております。

　東京理科大学の教育研究の国際化戦略については、このようなことですけれども、ここで
はやはり特にアメリカとの国際連携、それから教育研究における国際連携についてお話をさ
せていただきたいと思います。私たちの大学ではここに書いてございますけれども、平成 19
年に国際活動戦略のための答申を今までのものに追加をして出しました。その中には学生に
対する国際戦略、外国人留学生に対する戦略、教職員の方々に対する基礎戦略が盛り込まれ
てございます。ここでは特に学生がこちらに留学するにあたっての国際戦略についてお話を
させていただければと思います。

　まず、私たちの大学の学生の国際戦略については、ここに三つ書いてありますが、これは
基本的にはアメリカ向けのものでございまして、まずは４週間くらいの短期の研修、次に 1
年間の学部学生の留学、それからダブルディグリーマスター制度の大学院プログラムを展開
させてございます。あと、アメリカ以外のところでもそれぞれのプログラムは実施しており
ますが、特に上の三つについてお話をさせていただきます。

　アメリカでのいわゆる学部学生に対する留学制度でございます。基本的には私たち東京理
科大学の学生がこちらのアメリカにお世話になるときには、まず短期、これは 4週間程度で
ございまして、英語の語学研修というよりもむしろ外国文化に対するモチベーションを上げ

講演：東京理科大学　国際化の次なる展開
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るとか、国際性といったものを自分で創ってもらうという事が基本にあり、それを 4週間程
度留学して身に着けるコースです。次の 1年間の留学プログラムは、それぞれ学科によって
カリキュラムが少しずつ異なっていますので、二年生または三年生での１年間の留学を行い
ます。アメリカの大学に１年間留学することによって、次にマスターに入ってダブルマスター
ディグリー制度をとって修士課程の称号を東京理科大学とこちらのUCの大学で二つ取るこ
とを考えています。このなかで私たち東京理科大学といたしましては、全体で五千名ほどの
学部学生がございますけれども、その中でも 50％以上が大学院に進学するというようなバッ
クグラウンドでございます。たまたま私が所属している理工学部応用生物科学科では、約
80％の学生が大学院に進みます。薬学もやはりそうです。そういう背景がありまして、学部
で留学した後、大学院に進んで、UCの大学からダブルマスターを取得ディグリーする、ダ
ブルマスターディグリー制度にアプライする学生が増えていくと考えております。

　これらのプログラムの特色をここに細かく書いてあります。短期留学制度は、４週間程度
ですからそんなに語学の向上が望めるというわけではなくて、やはり異文化体験をすること
によって国際的な感覚を身に着けていただくことによって、次に１年間の留学をした後、４
年間で卒業できるようなシステムをつくっています。その際に、一番重要な点が単位互換制
度であると思います。このプログラムで学部学生が１年間留学したあと、先程お話しました
ように 50％以上の多くの学生が大学院に進みますから、ダブルディグリー制度について修士
の称号が二つ取れるようにしていく。それはここに書いてございますけれども、六年一貫教
育が本当に正しいかどうかは、ちょっと議論の分かれるところでございますけれども、私立
大学でございますので、学部学生を育てて、その後大学院に進んでもらう。４年間というの
は非常に短い期間でございますので、やはり６年間という教育期間を念頭において、先程お
話したような制度を組み立てています。それから、これは、アメリカ西海岸だけではござい
ませんで、40 か所程度の大学と国際的に連携を進めておりまして、どちらかというと大学院
の学生、それから先生方が留学、研究を進めております。従いまして、特に学生が留学する
ことを念頭において、やはり英語によるプログラムをこれからさらに推進していかなければ
いけないと思っています。特にアメリカ西海岸にはこの JUNBAに参画させていただいてお
りますので、そこを拠点にして非常に私たちとしてはやりやすい環境が整っております。特
に単位互換などでは、現実に学生さんがこちらにきてから修正を加える必要がございますの
で、そこで駐在員として私たちの大学から職員が一名お世話になっておりますけれども、駐
在員を通して、生徒の履修登録の修正をきちんとスムーズにできることになりました。これ
は私たちとしては大変助かっております。

　これは短期留学プログラムの説明で、北米においてはオレゴンサマープログラムとカリ
フォルニアサマープログラムがあります。異文化体験という目的で、毎年約 100 名程度の参
加者でございます。先程もどこかの大学さんが話されておられましたように、私たちの大学
としても約２％程度の学生しかこのプログラムを利用しておりません。

　オレゴンサマープログラムとカリフォルニアプログラムがそれぞれありますが、お話しし
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ましたように異文化体験ということが、いわゆる国際感覚のモチベーションを上げることに
このプログラムは非常に役立っていると学生から聞いています。

　これが 1年間の学部学生、二年生または三年生の１年間留学プログラムです。このプログ
ラムに参加するには、TOEICですと大体このくらいのスコア（～ 500）を持っていることが
必須条件です。ここをクリアした学生が留学して来るわけですけれども、それでもやはりこ
ちらの授業についていくというのは、それなりに大変なわけで、まず英語の集中授業を受け
て、そのあと集中授業を続けながら専門科目をいれていきます。その後、秋の時期と冬の時
期にそれぞれの専門科目をとって単位互換をしていきます。これがやはり先程述べましたよ
うに、私たちの大学には 33 学科がございますので、それぞれ非常にバラエティーがござい
まして、この単位互換が非常に厳しいことになります。そこで、それをこの地でお世話になっ
ている本学職員が理科大学の本部と連絡を取りながら調整しています。

　これはダブルマスターディグリー制度ですけれども、これを来年から走らせることになり
ました。３名の学生が応募してくれることになりまして大変期待しているわけでございます
けれども、UC Davis で行なうことになっております。

　このような制度を高めたいというか、広げたいということで、いろいろな分野、それから
学科、また大学も含めてこれらの話をしていかなければいけないと思っております。そのと
ころで単位互換も含めて打ち合わせをするのに重要になるのが、ワークショップということ
で、私たちとしては毎年何回かワークショップを開いています。

　これは、2008 年の春に開いたものです。

　これは、2008 年の冬に開きました。

　これは、2009 年の春に開催しました。

　これは 2009 年末に終わったばかりのワークショップです。大体 40 から 50 名の特にこち
らと連携をとっているUCの大学の先生方をお呼びして、ワークショップを開くということ
で、学生が参加するだけではなくて、先生間での単位互換の調整もここで図っています。学
生それぞれのレベルがどうなっているかということ、またシラバス上ではなかなか中身が把
握しにくいこともあるものですから、その辺の調整はやはり先生方と実際に東京において
ワークショップを通じて、そこで話し合っていただいております。それから次期学生を留学
させるときのモチベーションを上げるためにも興味がある学生を呼んでここでUCの先生方
とお話していただいて学生のモチベーションをあげていこうとしております。

　こういうことで、特に今回はUCとの話をさせていただきましたけれども、その他にオハ
イオ州立大学とか他の大学との連携も含めて、今までのここでお世話になった実績を踏まえ
て更なる理科大学としてのプラットフォームを築きたいと考えております。
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　私たち東京理科大学は、他の国立大学さんに比べて小さい大学ですけれども、国際化とい
うのは非常に大事であると考えています。特に理系の総合大学でございますのでその分野で
しかなかなか貢献できないわけですけれども、広く連携しながら人材を育成していきたいと
考えております。

　以上のようなプログラムにつきましては、ここに書いてありますように、文部科学省の国
際化拠点整備事業、それから日本学術振興会の海外センターで実施する協力支援の事業で、
ここに事務所を作っていただき、お世話になることによってこれらの事業が展開できており
ます。この場をお借りして、間接的ではございますが感謝の辞を申し上げます。どうもご清
聴ありがとうございました。

竹田（司会）ありがとうございました。質問がありましたら承ります。無いようですし、時
間も迫っておりますので、次は横浜市立大学副学長、五嶋良郎先生にお願いいたします。
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講演：横浜市立大学の国際化戦略
横浜市立大学副学長　　五嶋　良郎

　横浜市立大学の五嶋と申します。横浜市立大学は、横浜市からサポートを受けている大学
でありまして、横浜市は、ご承知のように 150 年前に海外に開かれた港として発展してきた
わけです。従いまして横浜市立大学はその横浜市という、そういう都市の発展に裏づけられ
てる大学というわけで、今日お話しますがそういうベースで二点お話させていただきたいと
思います。

　まず、国際化に対するミッションとしては、本学を国境を越えた集中レベルの問題、そも
そも何故国際化が必要かといいますと、現在ご承知のようにいろいろなレベルでグローバル
化している状況、ひとつの問題が全世界に対する課題として、のしかかってきていると、こ
れを解決するためには国際化がどうしても必須であると考えています。したがいまして、こ
のグローバルな視点を持って活躍するような人材を大学として養成する必要がありますし、
それをベースにさまざまな海外からの留学生、或は我々が海外に出て国際的な貢献を実現し
て行く事が重要あると考えております。従いまして現在いろいろな課題はあるわけですが、
グローバルな人脈の形成が可能なキャンパス、海外の大学で通用するカリキュラムづくり、
それから国際化のための教育支援システムの構築といったことが将来像として我々が抱いて
いることです。

　実際、国際化の柱として考えているのは、教育の国際化、研究の国際化、それから大学組
織の国際化、国際化していく都市の課題に対する大学の貢献、と四つの柱を立てて、それぞ
れ目標を設定して進めていくところです。

　まず、一つ目の柱としては、アカデミックコンソーシアムについてご紹介したいと思いま
す。

　このアカデミックコンソーシアムというのはですね、教育の国際化です。国際都市間の大
学等ネットワークを構築するということなんですけれども、これは具体的には海外協定校、
いくつか協定を結んでいる大学がありますけれども、留学生の受け入れ、本学学生や院生派
遣の促進をすると。特色あるカリキュラムを作りまして、その受け入れを強化、留学プログ
ラムの充実、それから海外で通用するカリキュラム作りを検討していくと。実際には国際認
証評価やダブルディグリー等の単位認定制度への取組みとか、実際に本学では外国人教員を
採用する、そういったもの。それから海外との遠隔講義であります。

　研究の国際化、もちろん、東京近郊はインターナショナルでありまして、こういうところ
をベースにして国際都市大学間のネットワークを構築し、先進諸国と研究交流を活発化する。
サバティカル制度を導入し、外部研究補助金を獲得する、それから具体的な取り組みは後ほ
どご紹介しますが、特色ある国際共同研究や国際研究シンポジウムを開催する。国際共同実
験、これは FDA, Harvard, Duke 大学との連携を進めていきます。それから知的財産管理の
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国際化ということがあげられております。

　それから、まず、その次に大学組織の国際化ということなんですけれども、ストロナック
前学長が、日本の大学はそれぞれの取り組みでは超一流のレベルではあるが、マネージメン
トが非常に問題であると、再三常日頃から指摘されていました。教職員というのは、教員、
職員両方ということですが、この国際化が非常に重要であると、このためには国際公募を一
般化すると、それから教職員の国際化研修の充実、先程教職員の意識を高める上でFDが重
要だというご意見がありましたけれどもここに力をいれて今取り組んでいるわけです。それ
から国際化していく都市の課題に対する大学の貢献なんですけれども、横浜市について申し
ますと、横浜市が抱えている具体的な取り組みが、大学教員が関与したことで回復したとい
う事例がいくつかありまして、こういった活動をベースに地域の国際化へ貢献すると。それ
から、現在市民向けの教育という非常に啓蒙活動ということですけれども、非常に重要な地
域大学となっております。市民向けの公開講座の取り組み、これは世界でも統一ですけれど
も、さまざまな分野でのセミナーを実施していると。それから現在増加しつつある横浜市内
に在住している外国人のための高等教育、国際交流ボランティアに参加する学生の育成、高
校と大学の連結、さらには小中学校との連携、生徒や保護者との関係、こういったものを重
点化していくというものです。

　具体的な都市間の協働をどういう主義で行っているかという事ですが、アカデミックコン
ソーシアム創設の仕組みです。まず、新たな大学の役割としては、知的リソースを持つ大学が、
行政や国際機関等と協調して、各都市が抱える諸問題を解決する、このアカデミックコンソー
シアムの理念としては、持続可能な都市社会に向けた大学コンソーシアムの活動を通じて、
世界の都市の健全な発展に寄与するということなんですが、

　ここで、こういう途上国、先程アジアとの連携が非常に重要だという意見がありましたけ
れども、アジアに限らず、スラム化の問題や、貧困、公衆衛生、都市諸問題、これがますま
す複雑化し、非常に困難な状況になっているという、そういったものを知恵を出し合いなが
ら解決していくという課題があります。

　ここで我々が今、いくつか試みている一つの試みが、CITYNETという JICA、世界銀行
などの支援を受けながら、都市間の連携に利用して大学の国際化を図るという。もともと問
題を解決していくうえで、大学が出すカリキュラムというのはこういうところでやると。都
市の問題、共通の問題を解決していく、協力し知恵を出しながら解決していくと。

　具体的には、国際シンポジウム第六回シティネット大会を昨年の秋に横浜で開催し、横浜
市大セッションとして「都市と大学」というテーマで都市のデザインですとか、世界銀行か
らみた都市問題に関するナレッジ・マネジメント、それからコンソーシアムに関する意見交
換などを行いまして、非常に多くの参加者とこういった方向への取り組みの理解が深まった
わけです。
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　こういったコンソーシアムに賛同いただいている大学がこういった大学で、国際支援とし
ては、JICA、ワールドバンク (The World Bank) 等があります。

　二番目の問題は、臨床研究推進プログラムです。

　この横浜市立大学は、従来は、21COEや魅力ある大学院教育イニシアチブ、グローバル
COEで文部省から助成いただいておりますが、
　
　この３月４日には臨床研究をめぐるシンポジウムが、４日、５日に開かれることになって
います。

　これは大学院生イニシアチブによって助成を受けたものなんですけれども、日本では非常
に臨床研究が遅れているということで、臨床研究を推進するリーダーを養成するプログラム
です。　

　こういうプログラムの中には国内外の機関と連携して、FDAの研究者と共同研究を行う
事を奨励しています。

　実際今行っているネットワークとしては、日本の PMDA、アメリカのFDA,　それから
デュークのDCRI（Duke Clinical Research Institute）等と連携をとりながら、主として大
学院生に対して教育を行っていくシステムを構築していくということです。ご清聴ありがと
うございました。

竹田（司会）どうもありがとうございました。ちょうど時間がまいりましたので、午前の部
を終了させていただきたいと思います。ランチの後、午後一時から再開させていただきます。
レストランでは、エキスプレスランチメニューを用意しております。これをオーダーしてい
ただきますと、すぐに食事が出てくるようになっております。エキスプレスランチメニュー
がメニューの上部に書いてありますから、その中からお選びいただきますようお願いいたし
ます。それではまた十三時に再開させていただきます。どうもありがとうございました。

昼食

竹田（司会）定刻になりしましたので、第二部に入らせていただきます。
　先程第一部におきましては JUNBA メンバー大学から国際戦略についての発表をいただき
ました。第二部におきましては日本の大学の国際化戦略を発表していただきます。発表の順
番は大学名のアルファベット順にさせていただきます。なお、発表時間は 10 分、それから
質疑応答に３分を用意いたしております。それでは広島大学理事、副学長、岡本哲治先生よ
りお願いいたします。
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講演：広島大学の国際化の現状と将来
広島大学理事・副学長　　岡本　哲治

　広島大学の岡本です。この度は広島大学の国際化の現状と将来について JUNBAのサミッ
トで発表させていただけるという機会を頂きありがとうございます。
　広島大学はここに書いていますように 1997 年、平成９年に広島市から東広島市キャンパ
スに一部の学部・研究科をのぞいて統合移転をいたしました。ご存知のように広島市は、世
界で最初の被爆地、ということで 1949 年に当時の文部大臣だった森戸辰男先生が初代の学
長に就任され、文理科大学や高等師範学校等を統合して新政の広島大学としてスタートしま
した。この当時、広島市は焼け野原でしたので、森戸学長は世界中の大学や国に、色々な樹
木や本の寄付をお願いしました。それが今広島市の平和公園の近くの、通称 100 メートル道
路の周囲に生えている木、それから広島大学の東千田キャンパスの木、それから図書館の森
戸平和文庫となっております。

　広島大学はその時の建学の精神、自由で平和なひとつの大学、という精神を普遍化するた
めに「平和を希求する精神」以下スライドに示しますように理念五原則を定めまして、この
五原則に基づいた、四つの柱、「知」の国際化、「人」の国際化、「社会貢献」の国際化、「キャ
ンパス」の国際化、これを実際に実現するための、色々な戦略内容を示しています。中でも
やはり留学生についてですが、六番目のところに書いていますが、朝のお話でもありました
が、留学生を受け入れると、ほとんどが受け入れ教官の負担になりますね。それを解消する
ために広島大学では今、国際センターを立ち上げてこのような手続きや留学生のお世話をワ
ンストップサービスで行えるようにしようとしています。それから留学生宿舎を今、建築中
です。ただこういったことを大学だけがやっても不十分で、やはりその大学がある地域、全
体のコミュニティーと一体化した取り組みが必要です。今日、梶山先生も言われましたが企
業のサポート、こういったことをやはり連携してやらないとダメだと思います。例えば今日
は JUNBAを拝見させていただいて、非常にいい仕組みだなと思います。日本にいますと
G30 とかグローバルCOEとかコンペティションのようなものがあって、なかなか落ちつい
て戦略が練れない。隣は何をしているのだろうか、というようなことを思いながら、いろい
ろな戦略を考えてふたを開けると、どうも言葉は違うけど中身はおんなじだと言うことで、
こういった問題を解決するのには JUNBAは非常にいい仕組みだなあということです。

　実際に色々な取り組みを広島大学でもやっております。研究資源を使った取り組みと教育
の取り組みなどです。それから上から二番目にあります国際協力研究科というのは、これは
大学院組織だけで学部を持ちません。だから学生は今 60％が留学生です。それから社会連
携では産学官連携事業ですが、のちほどご説明いたします。

　これは大学間交流協定校数の推移を示します。

　広島大学は、研究センターを北京、ロシアに設置していましたが、北京センターは 2002
年に日本の大学としては最初に設置しました。現在は、ここで大学院の入試も行っています。
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それから最近上海、それから去年の早い時期にブラジルのサンパウロ、ケニアのナイロビに
広島大学センターを設置しました。産学連携拠点としては、スイス、それからニューヨーク、
それからタイ、インドネシアこういったところに拠点をおいています。

　留学生の数ですが、平成 21 年 10 月１日現在で、1,150 名です。中国からは 600 名くらい、
約半分を占めています。

　ここからは産学連携活動についてですが、やはり人材育成、教育研究を基盤にして、次に
それを社会に発信する、特に国際的な発信で国際的な企業との連携を行うことは重要です。
中国地方の国立五大学の学長会議で色々な取り組みを一緒にやろうということで、産学連携
をまず一つの切り口にして五大学でやっていくことになりました。ですから我々のこの国際
産学官連携には、岡山、山口、島根、鳥取大学も一緒にやっていくということになっています。

　先程ご紹介したように現在、現地駐在のコーディネーターを４名配置しています。この方々
はいずれも、スイスは元金融関係者、バンコクは現地の日系の企業や現地企業に非常に詳し
い人です。それから米国では、日本人の方で日系企業の社長を経験していて 35 年以上米国
に住まわれている方です。国際産学連携の手法は実際にいろんなシーズによって方法が違い
ます。

　それで海外への情報発信活動について簡単に言いますと、例えば技術資料ですとA４の
紙一枚の裏表に記載し、それを企業の方に説明します。それから「ひまわり」は英語のデー
タベースですが、現在は 400 件ほどのデータベースです。

　こういうことでいろんなモデルが考えられまして、例えばモデルAだと、例えば機能性
食品といったものが現在韓国の企業と実際に製品化されています。それからB は、先程お
話したようなインドネシアのバンドン工科大学やインドネシアの日系企業、あるいは現地企
業の支援です。それからモデルCは、タイのチュラロンコン大学、あるいは、日本の産総研
に相当するタイのNASDAという組織とMOUを締結して知財の共有、共同研究を推進して
います。それから、モデルDは、明日シーズの発表がありますが、国内で既に製品化したも
のを米国でライセンスを取る、といったことを現地のコーディネーターが今やっています。

　スライドに示しますように、産学連携活動も着実に伸びてきております。

　今後の課題といたしましては、やはり今言ったようなことを推進するのと、やはり学内に
埋もれたシーズがあるんですね、埋没人材と私は言っておりますが。非常にシャイな研究者
と非常にオープンな研究者間で相当の差が出てくるんです。そういったものをいかに大学の
中の縦割りを崩してですね、これを発掘する。それから海外特許をいかにタイムリーにする
か、そういったことが課題です。以上、広島大学の取り組みを発表させていただきました。
　最後に、先程小野理事長から天皇陛下からの御下賜金を頂いた、というお話がありました
が、学術振興会は昭和天皇の御下賜金で設立されたということを、私が学振の委員をしてい
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る時に教えられましたので、やはり今回の陛下からの御下賜金というのもある意味、陛下も
日本の学術研究の危機ということを危惧されていらっしゃるのかな、というふうに思ってお
ります。どうもありがとうございました。

竹田（司会）どうもありがとうございました。それでは次に名古屋工業大学にお願いしたい
と思います。松井信行学長が出席され発表されることになっていましたが、昨年の年末押し
迫った時に宮内庁からこの１月 12日、こちらの時間では今晩ですが、宮中で開催されます
講書始の儀への参加要請がありまして、急遽そちらにご出席されることになりました。そこ
で国際交流センター長の山本幸司先生に発表していただきます。よろしくお願いいたします。
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講演：名古屋工業大学における国際交流と国際化
名古屋工業大学国際交流センター長　　山本　幸司

　ご紹介いただきました山本でございます。先程報告いただきましたように、名工大の学長、
松井先生がこちらで名工大の国際交流について話をさせていただく予定でしたが、急遽代理
をさせていただきます。全て学長の意図を説明できるとは思いませんがご辛抱いただきたい
と思います。

　こういう内容につきまして、簡単にご報告させていただきたいと思います。

　まず名古屋工業大学の国際戦略ということでは、当然ながら工学系の単科大学ということ
になりますので、総合大学とはやはりいろんな面で国際化につきましても方向が変わってく
るかな、違うかなというふうな気がいたします。で、二十一世紀の工学のあり方、名古屋宣
言などについては創立百周年を迎えました時にも、シンポジウム等でこういうことを提言さ
せていただいております。

　工科大学構想というのは工学系の学風を持ち、あるいは工科大学の管理者の方々はたぶん
同じような内容をお考えかと思いますが。特に名古屋の場合はものづくりの拠点という特徴
がございまして、良いも悪いもトヨタ自動車中心ということでございまして、トヨタが左を
向けばえらいことになるという感じもいたしますが、そういう技術開発というのですか、も
のづくり、ものづくりだけではなくてそのための人づくりということも、私どものテーマと
して考えております。

　今ちょっとふれましたが、人づくり、ものづくり、あわせて未来づくり、そして国づくり
にしていければと思っています。

　詳しいことはちょっと省略させていただきますが、第二期の中期目標の中でも国際化につ
いては積極的にうたっております。

　二十一世紀の工学のあり方、先程触れました創立百周年を迎えました時の平成 18 年にな
りますが、工科大学長国際会議に、工科大学の学長さんをお招き致しまして議論等を行って
宣言したものでございます。詳しいことは省略をさせていただきます。

　国際交流の推進体制といたしまして、もともとは国際交流センターというのを設置してお
りましたがそれを拡大解消いたしまして、現在は学長が委員長を勤める国際交流推進会とい
う組織を立ち上げまして、その下に二つの部会、国際研究交流部会と国際学生交流部会を設
置いたしました。ここでは具体的に行動するといいますか、実務をやるわけでございました
ので、企画とか、構想を練る部会でございまして、実務の方は右の方にございます国際企画
室、それから留学生支援室という事務組織とその中間に国際交流センターが設置してありま
して、この三つの組織が連携して進めていくというふうにしております。国際交流推進委員
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会そのものは、年に数回開いて全体的な構想を企画するものでございまして、国際交流部会、
国際研究交流部会、学生交流部会の方は月に一回開催、その都度必要に応じてさらに開催と
いうふうにしております。

　国際化の現状ということにつきまして簡単に触れます。

　これも今日ご発表いただきました大学様も同じような問題を抱えていらっしゃることを私
自身も認識できましたけれども、本学もアジア中心に学生交流、それから欧州中心に学術交
流という形になりまして、今のところ、肝心なアメリカとは、あまり十分な交流活動はでき
ておりません。右の下の方にアメリカの四つの大学との提携、交流協定締結しているのでご
ざいますが、テキサス大学とはまもなく協定を提携することになっております。

　学術交流協定校数の推移ということで、こういう形になっております。順調に増えてると
いうことでいえば増えておりますけれども、これもどこの大学様でしたか、報告がございま
したように、協定を結んでいても実質どれくらい中味があるかということにつきましては、
私どもの大学も同じ問題があるという点は現実でございます。

　それから学生の国際化ということにつきましては、これもお聞きしましたら、どこの大学
も同じような状況というふうにと思いましたが、本学の学生が外国に留学に出て行くという
のは本当に少のうございまして、十分なサポートができていない、ということがあるかもわ
かりません。受け入れの方は特に大学院レベルですと工学系ということで 10%を超えており
ます。

　留学生の受け入れ先、これにつきましてもどこの大学さんも同じ状況かもわかりませんが、
大学院生、それから大学院に進学を前提とする研究生、それから学部生という順番になって
おります。順調に増えているということでは、増えております。

　教員の国際化につきましては派遣研究者が年間でこういうふうになっております。それか
ら受入研究者がこの数字、よい動きになっております。外国人の研究者が教員数ということ
ではこういう形になりまして、文科省のご指導もありますけれども、私の下に昨年度着任し
た助教の先生も外国人女性です。特に名古屋工業大学の場合は広報する書面の中では、一番
下にかなり大きな字で外国人の方、女性の方を重視しますよというようなことを書いており
ます。ただ具体的に外国人の方を採用する場合に、本来ならばご本人の自己負担で面接に来
ていただくわけです、そういうことはありえませんので、なんらかのインターネットを使っ
て面接するという形にしております。

　具体的な教育プログラムということで少し触れさせていただきたいと思います。

　ダブルディグリーは幾つかの大学のお話を伺いましたが、本学も少しずつではありますが
進めております。しかし、現在のところ中国の二大学ということでございまして、本学の学
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生が先方へ出向くというのはまだ実現が少のうございます。ツイニングプログラムにつきま
しても、これは学部対象でございまして、ハノイ工科大学、立派な大学ですけれども、向こ
うで日本語を学習された方が本学にこられましても、残念ながら本学の授業は日本語でしか
やっておりませんので、学部レベルでございますと、なかなか通常の日本語が理解できても
専門用語というふうになりますと、非常に難しいということで残念ながら、厳しく採点しま
すと一年留年、二年留年なさる。自費でいっていただかないといけない、こういう状況もご
ざいまして、個人的にはツイニングプログラムというのは、実際は非常に実施の上では問題
が多いんじゃないかという印象を持っております。ダブルディグリーにつきましては、いろ
いろもう少し対象を増やしていけば本学の学生も参加していけることを期待はしておりま
す。

　それからアジア人材資金構想というのがございまして、これはそれこそ先程の政権交代で
中止ということになりそうでございましたので、経産省と文科省の共同プロジェクトという
ことでやっていただいておりましたが、来年度向けの学生さんを公募する段階で中止になり
ましたので、非常に影響が大きいということで、こういう国際化ということにつきましては、
こんなところで言うのもおかしいんですけど、日本政府としてはもうちょっと継続性をぜひ
考えていただきたいなと、相手国に迷惑がかかるということでありますので、そういうとこ
ろを考えてほしい。

　それから外国人の留学生を受け入れるという場合には、留学フェアに参りましてもやはり
最初は「入学試験どうやるの？」「奨学金はあるの？」「施設はどうなっているの？」この三
つぐらいの質問に集中いたしますが、本学の場合は企業からの奨学金を受けいれる、ただし
企業の方に選別をしていただくのではなくて企業から大学に寄付をいただいて、大学が責任
を持ってその留学生、奨学生を選任する、ということをしております。ただ、企業さんの方
はできれば卒業後企業に入ってもらいたいとご要望もありますが、それを保証できない、と
いうことを了解の上で受け入れさせていただいております。

　学生の海外インターンシップにつきましては、今のところはやっぱりこれも受け入れの方
が一方的になっております。いくつかの大学から受け入れております。

　それから、若手研究者のインターナショナルトレーニングプログラムというのが承認され
まして、ITPということでこれから積極的にやっていく形になっております。

　それから国際研究プロジェクト・国際貢献ということでは、国際共同研究でヨーロッパ
EUの FP７への参画が認められまして、海外からの直接的な資金を受け入れた教員の方が
いらっしゃる、教員グループがいらっしゃる。国際コンソーシアムの形成、それから本学の
場合はそれに立ち遅れておりましたが、国際協力機構についてもコンサルタント登録いたし
まして、受託事業等を実施していこうというふうに考えております。

　これはまた先程ちょっと触れましたが、時間的な関係で省略させていただきます。
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　それからこの国際コンソーシアムも、特に名古屋の場合はセラミック関係が伝統企業でご
ざいまして、そういう関係でフランスのセラミック関係の研究機関等とコンソーシアムを構
築しております。

　それから国際ネットワーク構築ということにつきましては海外同窓会を立ち上げておりま
すが、まだアメリカにつきましてはそこに至っておりません。今後の国際交流で全国でどう
いうことを望むかということでございますが、アジア諸国を中心に学生交流、フランス等欧
州諸国中心に現地交流を進めてまいりましたので、今後アメリカにおきましても国際交流を
進めていきたい、しかしどういう目的なのかというところが、まだまだ十分に議論をしつく
しておりませんで、一応現在のところは研究交流、学生交流、それからこれも他の大学でも
お考えになっておられます職員研修を考えております。ただ、大学の国際化ということを考
えていく上で、国際化というのがその目的なのか、国際化というのは手段にすぎないのか、
このあたりを大学の中では十分なコンセンサスを得ておりません。国際化に熱心な先生方は
一生懸命やっていただいておりますが、ほとんどの無関心の先生方、留学生を受け入れるこ
とについても後ろ向きの先生方もやっぱりいらっしゃいますので、英語のカリキュラムとい
うことにつきましても非常に、後ろ向きの方もいらっしゃいます。大学の中でのそういうコ
ンセンサス作りというのが、特に本学の場合は十分に考えていきたいと思います。どうもあ
りがとうございました。

竹田（司会）どうもありがとうございました。次は東京大学、理事の江川雅子先生にお願い
したいと思います。
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講演：東京大学の国際化について
東京大学理事　　江川　雅子

　ご紹介に預かりました江川雅子です。最後の講演ですので、手短にいきたいと思います。
今日は東大の国際化の現状、それから今後の方向について考えをご説明させていただきたい
と思います。話を英語でするのかなと最初思っていたものですから（笑）、ちょっと英語で
スライドを作ってしまいまして、見にくい部分もあるとは思いますが。

　まず学術交流協定なんですけれども、今 324 あります。でそれの内訳がこんな感じでござ
います。で、実際にその交流を行っている、研究者の数ということで申しますと、昨年の実
績で研究者の派遣が 9,230、受け入れが 3,500 となっております。行き先とかその来るところ
は北米、欧州、アジアでほぼ三分の一ぐらいとなっております。これは東大の大学の方で費
用を負担して把握できるものの数字ですので、ご自分の費用で例えば研究者が数日来て、発
表されている、そういうふうなものはカウントされていません。

　それから留学生の現況ですけれども、現在 2,555 です。やはり中国や韓国が多くなってい
ます。内訳に関して言いますと、他の大学も含めまして、　アジアが80% ,　ヨーロッパが９% , 
それから北米南米はあわせると７%くらいになってます。それから留学生の内訳としては、
やはり大学院生が多くて、こんな内訳になっております。ですから学生の中で占める比率で
言いますと、大学院生は 16%、　学部は２%、それをブレンドして大学全体の平均は、９%、
一割弱という形になっております。

　それ以外のいろんな統計ですけれども、先程申したのは、受け入れです。ですから東大に
在学している学生の一割弱が外国人だと思うんですが、実は送り出しの方がかなり遅れてお
りまして、１ヶ月以上の留学あるいはいろいろな形で海外で勉強したいという学生の数はこ
んなものでかなり少ないです。で、特に私どもの大学の場合は進学振り分けという制度があっ
て、それが一、二年生の間は行きにくい、三年生になると就職活動があってそれもまた行き
にくいという事で、それが特に学部生の留学の妨げになっています。それからもう少し短期
のいろんな形で海外に留学する数は 3,000 ぐらいありまして、これもやはり大学のほうで費
用を負担して、大学の方で補足しているものですので、自分で留学の手続きをとらずに、少
し海外に出かけたり夏休みに行って勉強してくる、そういったものは、それ以外にもかなり
あると思います。それから外国人の教員の比率は、６%強です。それから外国人留学生を受
け入れるひとつの前提となる英語で学位が取れるプログラムの数は、今大学院レベルで 18
ございまして、学生の数はおよそ 120 名です。

　ここから東大が行っている国際関係のプログラムについて簡単に申したいと思います。ま
ず一つが東大フォーラムというものですけれども、これは 2000 年に始まりまして、東大の
学術研究の内容を披露、広報するのですけれども、知らしめて、なおかつそれぞれの地域の
研究者との交流を図るという目的で始めたものです。で、それぞれの地域に例えば初年度は
アメリカで、 ボストンのMIT、ベイエリアではスタンフォードの研究者にも参加していただ



53

いて、テーマを決めて、それでそれぞれの研究、学術を交換というような形で、だいたい二
年にいっぺんぐらいそれぞれの地域の大学との共同で行っています。

　それからそれ以外の試みですけども、かなり分権的な組織ですので、学部のレベルでやっ
てる交流のものがかなりあるんですけれども、特に全学としてやっているものの中で、いく
つか特徴的なものをピックアップしてお話したいと思います。近年、大学の連携というのが
いくつかできてきていまして、いろいろアジアの大学の現状だとかそういうのが沢山あるん
ですが、その中で一番活発に動いているものとして International Alliance of Research 
Universities というのがございます。これはオーストラリアの国立大学、スイス連邦工科大
学チューリッヒ、シンガポール国立大学、北京大学、カリフォルニア大学バークレー校、ケ
ンブリッジ大、コペンハーゲン大、オックスフォード大、イェール大ですけれども、これの
特徴は例えば学長の会議をやるとか、あるいは事務局のいろんな情報交換をするということ
に加えて、共同研究、それから学生を対象としたサマープログラム、そういった研究協力ま
で関わる交流ができているというところで比較的、私どもが取り組んでるものの中では活発
に活動しています。サマープログラムに関しては、こうしたメンバー校のサマープログラム
にそれぞれの大学の学生が参加するという枠組みで、どうしてもそのカレンダーが欧米の大
学とちょっとずれてしまって、思うようにいかない部分がちょっとあり、それが今後の課題
なんですけれども一応東大でもサマープログラムを開催して海外の学生がやってくる。また
東大の学生に関しても海外のサマープログラムに率先して出かけるということが六年ぐらい
前からあります。
　それから次の“AIKOM”というのはこれはAbroad in Komaba の略で、95 年から始まっ
た取り組みです。これは駒場にございます教養学部の後期課程、そちらで行っている取り組
みなんですけれども、現在の段階で 27 大学、18 カ国です。年に 27 名送り出して 27 名やっ
てくるという学生交流の一年間の留学プログラムです。それで、95 年からやっていますので、
これまでに述べ 300 人ぐらいの学生が行ったり来たりしております。これの良いところはも
ちろん出かけた東大生が海外に編入してくるというのがあるんですけれども、20 人以上の留
学生が常時いるということですね。それが日本で勉強している学生の刺激にもなっておりま
す。
　それから次の U.S. Japan Research Institute というのはこれはまだ新しくて、今年立ち上
がったものですけれども、早稲田、慶応、京大、立命館、他の大学と一緒にワシントンD.C
に Research Institute がありまして、これはアメリカの政策の中心であるワシントンに情報
発信する拠点を作りましょうということで、立ち上がったばかりで、主に社会科学系の研究
の刺激になればということです。
　それから最後の取り組みというのは、人文社会系がですね、やはり情報発信をもっとして
いかなきゃといけないということで始まったもので、人文社会系の中で優れた本、日本語で
出版された研究書、それの中で特に海外に発信をしていくべきだというものを選び出して、
大学の費用で英訳して出版をしていくという取り組みです。で、なかなか、実際に翻訳、そ
のために東京の准教授をちゃんととってきちんと翻訳して出版をするということで、かなり
地道な取り組みですので年に数冊しかできないですけれども少しずつやっていきたいと思い
ます。
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　今後の展開について簡単に説明していきたいと思います。まず最初に私どもはグローバル
30に採択されておりますし、そういう取り組みにだけにかかわらず、やはり国際化をさらに
強力に推進していかないといけないということは、昨年４月に新しく総長になられました濱
田総長の大きな考え方でございますので、ある意味で小宮山総長の時代にスピードアップし
た国際化をさらに実際のものにして加速させたいと気持ちを持っております。
　まず留学生を増やしていくというのがありますけども、これに関してはG30 等で、学部レ
ベルで英語で学位をとれる場所を作るということを計画しておりまして、先程話題にもなり
ました教養学部の後期課程、駒場にあります教養学部の後期課程に英語で授業をする 20 人
くらいのコースを、アジアの中の、それから環境、エネルギーその二つのテーマで主に文系
と理系対象にした授業を立ち上げようとしています。ただこれも外国人の学生だけのものに
なってはいけないので、日本人の学生も入れるような形の取組みを考えております。ただ入
試も含めていろいろ考えていかなければならないので、かなり多くの先生方が努力をしてお
ります。それから大学院レベルに関しましては、先程修士課程博士課程、あわせて 18 ある
と申しましたけれども、これをだいたい倍ぐらいにしていくという計画を研究中であります。
それから先程日本人の送り出し、日本人学生の送り出しがまだまだやっていきたい、まだ少
ないというお話をしましたが、これに関しても、いろいろな形で取り組んでいきたいと思っ
ています。主として授業料不徴収の学生交換協定をきちんと大学レベルで推し進めて、それ
を増やしていくということだと思いますが、学生交換ということですと、東大に学生を送り
出すだけじゃなくて、来た学生が東大できちんとした授業を受けなきゃいけないということ
では、授業を英語化するということも重要ですし、それから宿泊施設をきちんと充実させる
ということもありますし、単位の互換制度をスムーズに廻していくということができるよう
いろんな取組みを検討していかなきゃいけないことだなと思います。それから外国人教諭の
数を増やしていく、これは今後広報をしていく中で増やしていくということが大事だと思っ
ています。それから情報発信ですけれども、これも国際広報ということを戦略的に考えなけ
ればいけないと思います。これは単に、重要な研究者、研究者を引きつける、あるいは留学
生を引きつけるというところもありますし、産学連携という面でも外国企業からのいろいろ
な支援、あるいは共同研究、そういったことも率先してやっていきたい、促進させていきた
いと思っています。
　それから最後の組織体制、あるいは人材育成というところなんですけれども、これもやは
り留学生のためのワンストップサービス体制を作るということで、今までばらばらに管理し
ていたいろんな宿泊施設を統合して管理する施設を四月から立ち上げることになっているの
と、それから留学生センター、そういったものを開設してワンストップサービスがきちんと
機能するようにしていきたいということを考えております。
　職員の英語力をアップするということで、いろんな形での取り組みも、研修ですとかそう
いう事も、総合的に組織体制を構築するということで促進できればいいなと思っております。
非常に国際化っていうのは、まだ、そういう意味では、国際部と言うか私どものその組織の
中でも一応国際という名前が入った組織の中で、今、取り組んでいる状況ですけれども、お
そらく 10 年後とかそういったところに移行した時には、わざわざそういうものがなくても
いいくらい、ある意味でその組織のそれぞれのところできちんと国際的なことを考えられる、
そういうふうに持ってけたらいいなということを、理想論ですけれども言いながら、私の発
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表とさせていただきたいと思います。ご静聴ありがとうございました。

竹田（司会）ありがとうございました。ご質問の方、はいどうぞ。

平（Tazan International, Inc）ちょっと生々しい質問をしたいんですが、東京大学って優秀
な大学でその中からいろんな研究というのが実用化されて会社ができたと思うんですが、過
去 10 年でもいいですし、20 年でもいいですから、東大発のテクノロジーが企業化されてそ
れが年収 200 億ぐらいでいいですから、200 億円くらい以上になった会社って何社あったの
かわかりますか？

江川　会場に産学連携の方がいますが、わかりますでしょうか。数では会社はいくつか出て
きているんですね。去年の春に上場したという会社は、上場できてるのでそれなりの規模なっ
ているんですが、200 億になったかどうかはわからないです。ご存知かもしれませんがＨキャ
ピタルというベンチャーキャピタルをやっておりまして、そこがいくつか将来性のある会社
に投資をしているというふうには聞いておりますので、もう少し、あと数年の間には 200 億
円レベルにでてきているといいなと思っています。

平　ありがとうございました。

竹田（司会）他にご質問ございますでしょうか？　それでは引き続きましてディスカッショ
ンの第一部に入らさせていただきます。ディスカッションの第一部の司会は大阪大学サンフ
ランシスコ教育研究センター長、谷本親伯 JUNBA理事にしていただくことになります。ど
うぞよろしくお願い致します。
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司会 JUNBA理事／大阪大学サンフランシスコ教育研究センター長／大阪大学教授
  谷本　親伯

　谷本（司会）失礼いたします。大阪大学サンフランシスコ教育研究センター長の谷本でご
ざいます。どうぞよろしくお願いいたします。時間の制約もございまして、限られた時間内
で意味のあるディスカッションを展開させていただきたいということで、この午後の討論を
進行させていただきます井手会長と一緒に、何度か協議をシミュレーションもこめてさせて
いただきました。非常にありがたいことに、今日は皆様方からいただきましたご挨拶、基調
講演、それから各大学から活動の説明含めまして十三件のいろんな貴重なお話をしていただ
いたわけでございまして、ま、質問の方は一件あったきりでその内容に関してもさらなるそ
のいろいろな意見交換が必要でなかったかと思います。
　このJUNBAが発足して四回目のJUNBAサミットなんですけれども、一回目はネットワー
クの必要性が論じられて、二回目が産学連携関係でございます、前回の大きなテーマがG８
大学宣言を受けて地球環境ということをテーマにしまして、いずれも、はじめての取り組み
でございましたので、いろいろな貴重なその情報だとか意見交換を行っていただいたわけで
すけれども、討議のアウトプットとしては、まだ、その、あまりまとまったものが得られなかっ
たという反省を含めまして、この今年の JUNBAサミットにつきましてはもう一度、国際交
流活動で、JUNBAというのは大学拠点を置いているところでネットワークを組んでるわけ
ですけれども、この開設以来、五年、六年の実績がございますんで、そういった実際に得ら
れましたアウトプットを踏まえ、もう一度どういう点に反省点があるのか、あるいは問題点
があり、将来はどういうふうな検討ができるのかというのを論じていただくようになるので
はないか、この観点からは今日全てのいただきましたご発表からは、非常に貴重な情報が、
あるいはご指摘を得られました。前半は私どもの JUNBAのメンバーの大学がこの過去数年
でやってこられました活動そのものに基づく、簡潔なご報告をもう一度、問題点だけさせて
いただいて、そして後半、できるだけ多くの時間を、総合トーク、すなわち教育のアウトプッ
トである人材育成の立場から、大学が果たしていく国際人教育の課題と展望というものにつ
いて多方面からのご意見だとかご指摘をいただきたいと言うのが目的でございます。時間は
現在の時間から四時半までをできるだけ目一杯やらせていただきたいと思いますんで、途中
の休憩時間までの間に、できれば討論の口火といたしまして四つの課題を設けているわけで
ありますけれども、そのための想起資料といたしまして皆様のお手元に鹿児島大学、それか
ら九州大学、大阪大学、東京理科大学、横浜市立大学の順番で五つの大学のこの協議のため
の基礎データというものをお届けしております。資料１、資料２という番号は付してござい
ますけれども、少し説明させていただきますと、資料１というのは米国拠点の内容をもう一
度それぞれ記しました。資料２に掲げました課題が「遠隔講義」です。資料３が語学研修、
これは「英語研修」と称しております。それから四番目、資料４というのが「短期留学」、
資料５が「短期研修」、従ってそれぞれの大学のその資料２の場合、遠隔講義ですと資料２
の項目というのをご覧いただきますとそれぞれの大学の動き等をわかっていただけると思い
ます。資料３が英語研修、資料４が短期留学、資料５が短期研修、まずこの四つの項目につ
きまして、まず討議なりあるいは質疑応答を重ねていただく都合上、一つの大学は自分の大

討議：第一部　「遠隔講義」「英語研修」「短期留学」
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学で行っておりますその活動につきまして、５分以内で説明を行っていただいて質疑応答と
討議を行ってもらいます。それを四つの課題について繰り返して前半のディスカッションと
させていただきます。
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討議　第一部　１.「遠隔講義」　
司会 JUNBA理事／大阪大学サンフランシスコ教育研究センター長／大阪大学教授

谷本　親伯

谷本（司会）それでは、そういった観点からまず一番最初の課題でございます「遠隔講義」、
こちらにつきましては九州大学、横浜市立大学を代表して、九州大学の松尾先生の方から口
火を切っていただければ、よろしくお願いします。

松尾（九州大学）九州大学のカリフォルニアオフィスの所長をしております松尾でございま
す。九州大学のカリフォルニアオフィスからほぼ、３年に渡って二つの種類の遠隔授業を流
しております。一つはビジネスを学ぼうという項目で、日本の大学ではあまりビジネスのこ
とを教えないのに大勢のかなりの 90％以上の学生が企業に行くという矛盾があることに気が
つきまして、なるべく会社あるいは企業というものを紹介する内容の毎週１回、13回に渡る
授業を主としてシリコンバレーから流しております。
　それから二つ目はリーダーになろうという、リーダーシップの講義でございまして、これ
もシリコンバレーを中心に、こちらにいるリーダーの方にいろんな角度から、どういうリー
ダーになる為にはどういうことが必要かということをお話いただきます。日本からの授業
じゃなくてアメリカから、外から、外国から授業を行うことの意味について簡単に整理いた
しますとですね、外から見るという、日本を外から見るっていう感覚の視点が多いわけです
から、日本では聞けない観点がかなり入っているというようなことでございます。それから
ビジネス的にも日本のビジネスと言うよりもアメリカのビジネスをベースにして日本のビジ
ネスを解析するという、そういう視点が入っております。それによってですね、日本の学生
が外国に対する興味、特に今こちらから流していますんで、シリコンバレーに対する関心を
強く持つようになる。
　もう一つの重要な視点はこちらからは簡単に英語の授業をできるわけで、講師を選べば英
語の授業が簡単にできるという特徴がございます。そういうことで九大の場合は、ビジネス
を学ぼうと言うのはどうも就職活動にもかなり影響があるみたいで、100 人以上、過去二回
の平均が 113 人ぐらいです。
　それからビジネスの方はですね、ちょっとやっぱりとっつきにくいと言うか、私はビジネ
スリーダーにはなりたくないと言う学生も結構いるみたいで、なかなか宣伝が難しいんです
が、三回やって平均が 59 人の登録ということになっております。これは最後の 2009 年は横
浜市立大学にも配信していまして、20 人前後学生が共同参加しています。横浜市大さんの
意見もちょっと後で伺いますけれども、どういうふうなメリットがあったかというとやはり
先程私どもが期待したような、違う観点のビジネスということと、それから会社のことをこ
れでずいぶんよく学ぶことができたという意味でリーダーシップもビジネスも共にですね、
かなりのいい評価を学生から得ております。横浜市大さんの方の意見もちょっとここで入れ
ていただければ、評価を入れていただければと思いますが………山崎さんお願いできますか。

山崎（横浜市立大学）横浜市大のカリフォルニアオフィスの山崎です。担当者あるいは現場
からいくつか挙がってきている中から二、三ご紹介させていただきますと、横浜市大として
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は九大の遠隔授業プログラムに入れていただいているという形を取っておりますが、内容も
さることながら、他大学のプログラムを共有させていただいていることに関して、学生が非
常に喜んでおり、非常に人気の高い授業と聞いております。特に本学では共通教養科目とし
て設定しておりますので、学生の専門にかかわらず非常に人気が上がっている授業の一つで
す。特にリーダーシッププログラムという内容は就職活動中の四年生は勿論、三年生にとっ
ても大変興味深い授業になってます。その中で（受け入れ側として）問題点がないわけでは
ありません。今現場から挙がってきている問題点は、大きく分けて三つございます。一つは
大学側から、せっかくシリコンバレー発の授業なのだから、英語の授業を中心にしてほしい
との声で御座います。英語での授業、英語のディスカッションを期待しているということで
ございます。ただこれは、もともと九州大学さんのプログラムですし、実際に英語でディス
カッションをさせられるというようなことが行われた時に本学の学生がそれに耐えるだけの
語学力を有しているかという、非常に現実的な問題が出てまいりますが、受け入れ側の希望
としては『英語で』という事でございました。
　二点目はディベートですね。後はその学生間のディベートに関しまして、講義終了後に九
大さんと学生間のディベートをやっていただいておりますが、一つの共通した課題に関して、
直接、他大学と大学間で学生がディベートするという機会は滅多にございません。これは（大
学間における学生同士の直接ディベートは）非常に素晴らしいことであると考えます。この
点に関しまして 100％満足している上で、あえて高望みをさせていただけるのであれば、もっ
とたくさんの方に協力をしていただいて、横市、九大に留まらず複数の大学間におけるディ
ベートを実現させたいという声が届いております。
　それから三点目ですが、これは横浜市大内部の問題になりますが、担当する人数が極端に
少ない。貧乏だという私的な理由があるのですが、実際にその授業を担当している教員が一
人いて、遠隔講義の途中で映像がフリーズしたりテクニカルな問題が起きた時に、一人授業
をしているという状況ですので対応しきれないという声が上がっております。この遠隔授業
プログラムは、九大さんにシェアしていただくという大変に貴重な経験ですので、これはこ
のままの形でとっておきたいと思っておりますが、将来的には横市オリジナルのプログラム
なども立ち上げていきたいと考えております。その上で内部で早急に解決しなければならな
い議題になっているのは、機材の調達ということでございます。ディベートの大学数を増や
していくということに関しましては、今九大さんの方に、他の大学からいろいろな問い合わ
せが来ていると聞いておりますのでその部分は割愛させてください。

松尾　ありがとうございました。参考までにこの授業は九州大学の大きな装置がございまし
てそこから配信することは 20ぐらいは少なくても配信することが可能なんで、今は横市さ
んだけですが、ご希望の大学があれば配信することが可能です。歓迎しております。
　問題点を整理いたしますとですね、私の方で感じている問題は、講師の数が限られている
というか、シリコンバレーから発する場合に、例えばここから複数の大学が独自に講演、遠
隔授業を始めると、やはり問題が起こるというふうに思いますので　長期的に見た場合に、
それを一箇所でシステムとして作ってそれを複数の大学に配信するというような形ができれ
ば非常にいいんではないかと思います。
　それから二番目に問題点として英語の授業があるんですが、おそらく英語をそのまま流し
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たんでは半分ぐらいの学生は半分しかわからない。これでは内容がわからないんでは意味が
ないんで、現在私どもではモデレーターとして私を含めてですね、解説をしながら、要約を
しながら授業をしてもらっています。そうすると内容も分かるし、英語も聞けるということ
で非常に好評です。特に横市さんは英語のレベルが高い学生も多いみたいですけども、九大
の方はちょっとまだそこまで、高い人が少ないものですから、いっそうそういう人を増やし
ていこうと思っております
　それから三つ目の問題点として、やはり講師の謝礼は日本の基準にあって謝礼を出してお
りまして、やはりちょっとこちらから見るとかなり低いなという感じがいたしますので、や
はりマーケットに応じた講師の謝礼の組み方ができるようなシステムも必要ではないかと、
この三点について問題の提起をいたしております。以上です。

谷本（司会）ありがとうございました。ちょっと付け加えて、その複数の大学で遠隔講義を
されているのは、JUNBAの中では唯一のケースなんですけれども、どれくらいの人数まで
遠隔講義できるのでしょうか。

松尾　ですから、20 箇所ぐらいに流せますから、20 拠点ですね、日本に 20 台あってその一
つの大学から配信するというような、内部でキャンパスごとに配信することは可能ですから
20 大学ぐらいまではやろうと思えばやれるということになります。

谷本（司会）ただそれをやる場合、一方通行じゃありませんか？

松尾　ちょっと議論はしにくいですね、確かに。いくつかの、今日はこことここの大学にと
議論してもらうという形にしないといけません。

谷本（司会）大阪大学でも遠隔講義をやらせていただいてて、先程辻理事の方からも報告さ
せていただきましたけれども、現実的な問題、大体 50 人から 120 ～ 130 人ぐらいの間でやっ
ておりましても、一人づつ質疑応答できますというような状況を作り出すのはなかなか難し
い。それと後期の方の遠隔講義は全て英語でやらさせていただいているんですけれども、先
程横浜市立大学の山崎先生からちょっとご指摘があったようにですね、英語で受けた場合あ
まり我々のクラスは慣れてないものですから理解度を上げるために何か特別に工夫が必要で
はないかという感触を受けております。それでは、どうぞご自由に遠隔講義につきましてコ
メント、あるいはさらに質疑応答がございましたら、お願いしたいと思います。

水田（九州大学）ちょっとよろしいでしょうか？

谷本（司会）はい、どうぞ。

水田　今の問題でございますけれども、九州大学がそういう機械を持ってですね、私どもが
始めた事で、それが必要ならばそれをいろいろな大学に配信するということは可能なんです
けれども、そうした場合にはこれはやはり少し日本の大学の中でコンソーシアムを作ってで
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すね、そしていろんな基準を決めて、それからはっきり申し上げれば謝礼問題もですね、皆
さんに分担をしていただけるようなシステムにしてできればいいなあというふうに私は思い
ます。
　それから英語のディベートはしっかりぜひそれができるような英語力をつけるようにです
ね、どんどん進化するような、いつまでも同じようなことでは、学生はいろいろ変わってき
ますからね毎年。ですから英語能力をどこまで強化する内容的にはいろいろ難しいんだと思
うんですけれども、英語の能力を高めながらですねやっぱりやっていった方がいいんじゃな
いかと思います。それから特にこういう内容はですね、今、文部科学省の中でも、中教審で
も問題になっているキャリア教育ですね、そういうふうなことでも非常に大事なことですの
で、これはぜひいろんな意味で広げていったらいいんではないかと思うんですけど、やはり
こう広げて手放しになっているとですね、何があったのか分からなくなるので、するならす
る、きちんとした混成チームを作ってやりたいなと、やらしていただけたらと思います。以
上でございます。

谷本（司会）ありがとうございます。他にコメントちょうだいできれば有難いんですが。ど
うぞ、義本課長。

義本課長（文部科学省）非常に興味深く聞かせていただきました。特に、英語による授業に
対する希望が高いということなのでしょうけれども、他大学学生とディベートすることの教
育的効果を感じました。やっぱり自分の大学とは違う価値観に触れるとか、体感するという
こと自身、おそらく、そういう国外とのやりとりであればやりやすいという気がしますけど、
これはおそらく日本の中でも同じ話があってもいいんじゃないかと感じました。

松尾　機材については、九大の内部は５千万ぐらいの大きなやつを入れていますけども、私
どものオフィスにあるのは５千ドルぐらい、４、５千ドルですから 40 万、50 万円です。配
信するところにはもう少しきちんとしたものが必要かもしれないのですけども、各部局には
そんな大きなものはいらない、日本の値段知りませんけれど、アメリカでは５千ドルくらい
で買えます。

谷本（司会）どうぞ、辻先生。

辻（大阪大学）マルチポートで配信する時にたぶん問題になるのは、受け側のところか、どっ
かにですね、ちょっと調整する人、技術者がいるんですけれど、それがだから人件費がかか
ります、そういうとこだと思います。たぶんマルチ配信もそのシステムで可能ですから、た
この足状に放送状態で流すって言うことはいつでも可能ですけど、ディベートのことを考え
る時はやっぱりかなりの機具を入れる必要があるのではないでしょうか。それと私から申し
上げたいんですけど、その講師の謝礼っていうのはですね、なんとかならないんでしょうか
という、大学の中で勝手に金額を決めればいいということであればまたそれも考えようがあ
るんですけれど、なかなかですねいわゆる通常の非常勤講師の手当というのは極めて低いわ
けでして、今我々のところで始めた遠隔講義はそんなに長く時間が経っていないので、いわ
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ゆるそのお願いベースでやっていただくこともできるんですけれども、これが 10 年、15 年
と長期的になってきた場合にですね、それでずっとじゃあ日本の大学はこういうことをお願
いする時にはもう、本当にお願いベースばかりでやるのかということだと思うんですね。ちゃ
んとした対価を払わないと頼まれてる方も、私、一回目は絶対やってくれる、二回目もやっ
てくれる、三回目は拝み倒す、四回目になったらどうしましょうか、もういっぺんでもやっ
ていただけると、五回目も頼む。そういう状況を作り出してしまうのが大変よくないと思っ
ているのですが、なんとかならないでしょうか。

谷本（司会）　ありがとうございます。義本課長、どうぞ。

義本課長　辻先生の話ですけれども、国の方でルールを決めてるのが制約になっているのか、
それとももうちょっと知恵の出しようがあるのかどうか研究、検討させていただきたいなと
思います。たぶん単価も、標準を決めるようにしても、ある程度、知恵の出しようがあるの
ではないかという気がします。

辻　いろいろな大学の非常勤講師の単価を調べたことがあるんですけど、結構幅はあるよう
です。ですので、私らからやって一番よくわからないのは、いったいどこがボトムになって、
どこにどういう規定がある為に制約されているのがちょっとわからないことがありますので
その辺は教えていただけませんか？

谷本（司会）だけどかなり現実的な立ち入ったことですけれども、もう一度遠隔講義、講義
をその遠隔で行うということと、先程からおっしゃっているそのディベートというのは、そ
の講義に関連してのディベートという意味でおっしゃっているんでしょうか？それか講義に
常にリンクした意味のディベートと考えてよろしいでしょうか？

松尾　ディベートと言うとちょっと大げさですけれども、質疑応答なんですけれども、よそ
の大学の質疑応答を見てるとああ違うなうちとは、という感じがあるみたいですね。そうい
う観点で理解していただければと思います。今の段階では。

谷本（司会）おっしゃるようにディベートをするための人数とかそういう環境というのをも
う少ししぼらないと、うまくいかないなぁという感じですね。他に遠隔講義に関連しまして
のコメントいただけないでしょうか？どうぞ原さん。

原（アライアンス・フォーラム財団／DEFTA Partners）アライアンス・フォーラム財団の
原丈人です。遠隔教育のことで、今おっしゃっておられますんで、ちょうど私どもの財団法
人がアフリカのザンビア共和国、ここで、首都の国立ザンビア大学と一番地方にあります一
番大きなコパメント大学と、ハイビジョン、ハイディフィニションによるその世界で最も映
像のきれいなリアルタイムの遠隔教育を実施する、というのを作ります。今年遠隔研究開発
のシステムでもありますけれども、例えばあたりはエボラ熱ですとかいろいろな病気があり
ますので、感染した動物を遠隔地においてモニターする、といったようなことを非常に高画
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質で行っていくというものがこれにより可能になっていくと。今のところはザンビア国内よ
りザンビアが所属してます南部アフリカ経済共同体、これはザンビアですとか、ジンバブエ
ですとか南アフリカ、マラウイ、ボツワナ、ナミビアですとか、アンゴラとか、モザンビーク、
マダガスカル、そういった地域の間で使われるようにしようと思ってるんですけども、せっ
かくですからこのザンビア国立大学を東京の方へハブを作るよういたしまして、東京のハブ
から日本のどの大学とも接続できるように状況を作り出しましてですね、ザンビアには今、
北海道大学の獣医学部のところが来ておりますけど、いろいろな学校の医学部、看護学部、
獣医学部等々で、アフリカの動物研究所ですとか病原菌等々の研究、その他安全保障等々の
問題、資源の問題、いろいろとアフリカ固有の問題の分野でアフリカの大学との共同研究を
行いたい、または英語の教育を行いたい、ということがおありでしたらぜひともご連絡いた
だければそういった手配をするように行います。これはアライアンス財団と日本の外務省よ
り JICAと、ザンビア政府、そして国連の経済社会理事会等々で協力して行っております。

谷本（司会）誠にありがとうございました。水田先生、どうぞ。

水田　九州大学のですね、その今、サンフランシスコとの交流だけではなくて修士とかです
ね、そういう在学の修士とかそういうものをですね、韓国、中国、アメリカ、ドイツ、同時
中継しながらやって、それを学生に見せながら、お互いに見せながらですねやっております。
ただ質問とかちょっと時差があってですね、時々ちょっとっていう感じがいくらかあるんで
すけれども、やっぱりそれは学生が非常に感激しますですね。みんなもそういうふうにして
どんどん受け入れてきている。今はそういったことをやっています。アメリカはやってない
ですけれども、ヨーロッパとかアメリカ、韓国、中国までは同時に、それからバンコクもや
れるようになってます。

谷本（司会）ありがとうございました。吉田学長、どうぞ。

吉田（鹿児島大学）遠隔講義というのはですね、技術的な革新によって、いろんな形が解決
されていくんだと思うのですが、現時点においては先程もございましたように、例えばあの
総合的な意見の出し合い、そういった点については若干限界があるので、当然ながら今の時
点においてはですね、需要の規模だとかそういったことについては精査する必要があるかな
というふうに思っていますが、このサンフランシスコの JUNBAを基点とした形にして連携
校が協力しましたら、共通授業をですね、開発できるというのであればこれは非常に大きな
メリットになるのではないかなと思います。
　もう一つではですね、やはり鹿児島大学等についてはこの時点で実際の体験学習、夏休み
を入れた形でやるわけですが、その前にですね、やはりこれ遠隔授業によっていろんな形の
準備をさせる、ということも必要ではないかなということを思いますので、そういった点で
はこの遠隔授業というのはですね、やはりあの今からさらに開発を進めていく必要があるん
じゃないかと思います。

谷本（司会）ありがとうございます。他にございませんでしょうか？どうぞ、久保井先生。
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久保井（大阪大学）非常に参考になったんですけど、遠隔講義のやり方というのはいろんな
Example があって良いと思うんですよね。そういった要素を JUNBAの機会に具体的に精査
し情報交換する中で連携するなりしていけば非常に面白い講義になると思います。例えば、
学生を主体にしたディスカッション方式です。学生の場合は要するに一方通行でやると絶対
質問が出てこないですね。我々のところも最初は出てこないんですけど、やっぱり学生と一
緒に参加してですね、グループ化しミキシングして、しばらく待つ必要がある訳ですけれど
も、各グループからどんどん質問が出てくるようになる。それには、やっぱり送り手側（講師）
にもメッセージを送らないといけないですね。アメリカの先生にはこちらのメッセージをと
にかくきちんと伝えて、先生方がそういう意図にそった講義をやっていただく必要がある。
そうすると見事に学生は答えてくれる。その結果、一応どれだけの学生が本当に海外に行く
事になるのかというのは興味があるんですけれど、そういうExampleをぜひ集積してですね、
解析していただけば、JUNBAの実績になるんじゃないかと思います。その意味で、九州大
学のアントレプレナーシップには特に興味があるんですけど、それは我々のところは大学院
でやることになってる。だいたい大学院ですか？

水田　はい、そうですね。

久保井　だけど初年時教育からやるっていうのはどうなんですか？それについて、やってい
る大学がもしありましたら。

松尾　うちは、学部の三、四年生と大学院を対象にしていますけども、本当は若い時からやっ
た方がいいです。

久保井　それは難しいですか？

松尾　いや、知りません。システムつくりゃいいんだから難しいことは何もないと思います
が。

水田　ちょっとよろしいですか？

谷本（司会）はい。

水田　このアントレプレナーシップですね、早稲田大学が入っています。よその大学も今受
け入れてくださいとお願いしています。

谷本（司会）ありがとうございます。他ございますでしょうか。山崎先生、どうぞ。

山崎　今の久保井先生のお話に関しまして、うちは、九大の松尾先生のプログラムに相乗り
させていただいておりますが、松尾先生のことを横市の学生は自分たちの（横市の）先生だ
と思っておりまして（笑）、そういう関係が構築されつつあるんですね。それっていうのは
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すごく素敵なことだと思います。九大の先生を横市の学生は自分たちの師として慕っている
と、聞いております。先程の大学間のディベートも含めましてそういう関係ができてくると
いうのは、講師側にとってもモチベーションを刺激するすごくいい機会だなと思います。

久保井　それに対してね、私も本当に同感でして、彼らだけでなく我々自身もね、大学の区
別とか壁を超えてですね非常に強い連帯感ができます。日本にいると日本の文化の壁の中で
ね、非常にそちらの方のインタラクションが強くてですね、なかなか壁を破りたくても破れ
ない。ところが海外に出ると文化の違いとかですね、確かに大きな壁がありますから、そう
すると僕らにとっては大学間ネットワークとかがもっとシンプルになってくる。だからいろ
いろな人材が協力しあって、学生間ネットワークを、それはアメリカの学生にとっても同じ
だと思うんで、どちらからでも双方から、異文化間のネットワーク形成にどんどん挑戦して
いく。そういったスタイルを使ってですね、日米のあるいは太平洋の時代を作っていかなく
てはいけない。若い人がやらないと。時代が違いますから。これからは日本の若い人が、新
しい時代を米国の西部開拓のフロンティア・スピリッツで、米国からは、太平洋の西海岸に
来ているわけだから、世代交代にともなって、あの時代の日本の若者たちが太平洋を越えて
アメリカに来ておったんだと言われるように、もう一度この機会にミキシングしてですね、
新しいネットワークを作っていくという大きなチャンスだと思うんですね。

谷本（司会）ありがとうございました。はい、井手会長。

井手（鹿児島大学）私共の方でも、遠隔授業についていろいろ企画はしているんですがまさ
にここはシリコンバレー、ITの最先端で、今ソフトウェアだけでビデオ会議が手軽にでき
るスカイプのようなものもありますし、いろんな使い方、それからいろんなやり方を組み合
わせることで、もっともっと有意義で有効的な教育ができると思うんですね。ですから、遠
隔講義というのは、ひとつの大きな海外からの情報発信のツールになると思います。

谷本（司会）ありがとうございました。それでは長嶺総領事。

長嶺総領事　はい、私も講師として何度か九州大学ですとか大阪大学ですとかいろいろお世
話になりまして、そのときの印象を申し上げますと、学生の反応は非常にいい様子で、質疑
応答が非常に活発に行われていて、私が日本のキャンパスを最近になって見直した理由のひ
とつの要因はそこにあるんですね。非常に活発で。もうひとつにですね、自分の大学のキャ
ンパスの中にいながら自分たちが世界と繋がっているんだということを体験する、それと後
に出てきますが実際にアメリカに行ったりシュランクに行って現地に滞在、長期留学しない
でもキャンパスの中にいて世界と繋がっているということを体験することに常に魅力を感じ
ているんではないかなと、勝手に想像しているのですけれども。そういう意味でちょっと今、
井手さんのおっしゃったことと関連するんですけれど、遠隔授業っていうのはそういう意味
ではひとつのツールとしては非常に有効だと思うのですが、今ネットワークのツールが非常
に多種多様になってきている。フリースクール、ツイッターとかいろいろありますけれども、
それが双方向でできるようになってきていますね。そういう新しいテクノロジーをいろいろ
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活用することによって使いこなしていく。遠隔授業そのもののやりかた、やはり遠隔授業を
補完するものとして非常に国境を越えたネットワークのツールというものを活用できないか
ということを問題提起とさせていただきました。

谷本（司会）ありがとうございました。梶山先生どうぞ。

梶山理事長（日本学生支援機構）今、長嶺総領事がおっしゃられたようにですね、本当に参
加している大学、例えば五校、五校のこの間で全部がまとまるもんじゃない。そう簡単じゃ
ない。ただ先程言ったように意見を言うのを相手がみんなが聞くというのであれば、互いの
配信ができるわけですね。それともうひとつはせっかく阪大がやっておられて、九大がやっ
て鹿児島大学もやられるんであれば、その一つのコンソーシアムを作っていく。やっぱり、
阪大のほうもそういう授業を九大で聴ける。その辺をせっかく JUNBAで一緒になってやっ
ているんですから、是非やって欲しいな。それで、その辺のやっぱり同じようなことを皆で
してもある程度無駄ですから、その辺を是非皆がこの JUNBAの貸切の授業を共有するとい
うその辺を是非やっていただきたい。

谷本（司会）ありがとうございます。貴重なご意見をありがとうございます。ちょっと時間
が迫っております。前の課題も総合的にまたご利用していただくこともできるかと思います。
誠にありがとうございました。遠隔授業のこれからの応用性っていうのは非常に高いという
ことで前向きに進めさせていただきたいと思います。
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討議：第一部　２.「英語研修」　
司会 JUNBA理事／大阪大学サンフランシスコ教育研究センター長／大阪大学教授
  谷本　親伯

谷本（司会）それでは次の課題は「英語研修」でございます。英語研修につきましてはそれ
ぞれの大学の資料３という項目をご覧ください。そこにそれぞれ個々が行っておりますプロ
グラムの内容が分かりやすく記されていると思います。大学の国際化あるいは国際化を進め
るに当たりまして一番基礎となりますのが、私はコミュニケーションの能力だと思います。
すなわち英語での情報のやり取り、英語力というのが一番の重要になっていると思われまし
て、遠隔講義を英語で発信いたしまして、あるいは大学がさらに国際化して英語の授業が行
われまして、あるいは英語でのインターンシップの受け入れにいたしましても全て英語での
コミュニケーション能力がキーになっているのではなかろうかと思います。そういう意味で
JUNBAに加盟している大学全てが語学の英語研修というのを今進めておりますけれども、
司会を離れましてこの英語研修につきまして私が口火を切らせていただくということで大阪
大学の資料３のところに沿って簡単に説明させていただきます。まず、私も大阪大学として
は３つレベルのコースを現在取り扱っておりまして。まず、一番最初に始めましたのが工学
用テクニカルイングリッシュといわれておりまして、理工系の大学院生のための４週間の
コースでございます。これは 2003 年度から始めましたもんですから７年度に渡りまして年
間 10 数名が受講しております。各関係分野の学生の１％以下の数字になるのではないかと
思います。これは順調に進めておりいろんな機関でございますけれども。次に一般院学部生
を対象にしたコースでございます。それからこの 2009 年度に始めましたのは専門に特化さ
れるんですけれどもデンタル英語、歯学英語というそういう専門英語部分についていずれも
期間は４週間ということで実施しております。それは大阪大学の実態でございますが、
JUNBAに加盟されている大学の研修機関の英語については４週間くらいが標準だとお考え
頂いてよろしいかと思います。あと、他の大学から追加のコメントなり、あるいは質問ござ
いましたら宜しくお願いいたします。はい、水田先生、どうぞ。

水田　九州大学の資料で私もこの中からお話させていただきますが、資料の４にありますよ
うに、前は 2007 年から始めましてですね、2007 年、2008 年は九大生のための留学するため
の理工系英語サマースクールをモントレー国際学院でやっておりましたが、今年 2009 年度
からは学生だけのものから若手研究者用のものに変えまして、やはり今度はサンノゼ州立大
学のほうでやっていただくことにしております。それから学部学生は夏休みだけの４週間だ
けですが、若手研究者のほうは夏と冬の間でやることにしています。ただ、やはり問題点と
してはある程度参加者のほうで結構お金がかかるんですね。40 万から 50 万くらいそれくら
いかかる、円によって違うと、ドルのあれで違うとは思うんですが、それぐらいかかるって
いうのは少し問題だなと思います。大学で援助というのは今のところできていませんので、
そういうふうなことも考えなくてはいけないのかなと思います。それから研修実施機関の受
け入れ人数の制限がありますので、もう少し希望者の人数が、希望者が増えたときは複数の
機関でしなきゃできないかなということも思います。それから、松尾所長には非常にお世話
になっておりますが受け入れ体制が、支援体制の人数が少ないということです。今九州大学
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の人が一人いるんですが、１年間ずつ交代で派遣していますが、やはりなかなか人のお世話
が大変だということです。そういう問題点があるかと思います。

谷本（司会）ありがとうございます。他にございませんか。平さん、どうぞ。

平（Tazan International, Inc）４週間も、３週間も来てもらうと相当お金を使うとわけです
けれども、それこそ遠隔で英語教育というのはできないですか。そっちのほうが安いし、参
加する人も数を増やす事もできますし。

水田　確かにそれもできるんですけれど、やっぱりアメリカに来るということもひとつのす
ごくモチベーションが上がるんですね。それは効果的にみると英語だけの問題よりも来ると
いうこともちょっと良いのかなということがあり、それは裏場の事情もあるかと思うんです
けれども、来る前に少し遠隔しながらですねもっともっと有効にしていったほうがよいかな
と思っております。

松尾　私のほうからちょっと追加させていただきますと、４週間は全部ホームステイでやり
ますので彼らは日本でも人の家に泊まったことがないのに（笑）、こっちにきてですね、も
ちろん言葉も通じないところに放りこまれるんです。そこで異文化の体験なんてものを朝か
ら晩まで異文化の体験をしながらですね４週間過ごすと、すごい自信が付いて帰るんです。
それが第一点です。それからもう一点は私どもが強調しておりますのはあなた方は英語だけ
を勉強しに来たんじゃないよと。周りは先生ばっかりみたいなもんだから違うものの考え方
とか、それから違うタイプの英語もあるし、違う人種もいっぱいいる中に放り込まれている
んだから、そういうことを身をもって体験しながら、そして日本をみなさいと。そういう日
本を外から見る力と異文化対応の力をつけるのは同じように重要だと私は申しております。
だいぶ違いますから。ただ問題は、フォローアップしたいんですよね、今水田先生がおっ
しゃったように帰った後に、そういう形で遠隔でフォローアップできたらすばらしいですよ
ね。

谷本（司会）ありがとうございます。辻先生、どうぞ。

辻　私も九州大学さんのと、同じようなもんなんですけど、遠隔講義で英語やったのとは全
然違う効果があると。若い学生さんは私なんかが背中を押してもなかなか行ってくれない、
蹴飛ばして出すくらいなんですけれども、いっぺん出てくるとたった４週間であっても、私
のところで関係してる中にはTOEFLが６ヶ月で 100 点上がった学生もいますので、すごい
インパクトはあると。で、ホームステイのアイディアというのはこれ一つのノウハウだと思
うんですが、決して寮にいれないということなんですね。こちらで研修するときに寮に入れ
ると日本人だけで集まって毎日パーティーやりますから。ばらけてしまうということでは、
ホームステイは非常にいいと思います。ただ、そこでいろいろ例えば毎日毎日ハンバーガー
しか食わせてくれなかったという事に対する文句を、当初は日本では言えないですけれども、
それを指導するとちゃんと全部言えるようになります。そういったようなことは一つ例にあ
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げただけですけれども、効果があると本当にびっくりすることもあるんですね。なので、帰っ
てきた学生は大変ハッピーですし、我々もそれを見て嬉しいしということで、それはやはり、
こちらに来るという理由になるということです。

谷本（司会）ありがとうございました。八木さん、どうぞ。

八木（IMAnet, Inc）平さんのお話と少し重なるところがあるかもしれませんが、ご存知の通
りシリコンバレーはアジアの方が多くて。アジアの方々の中では日本人は非常に英語がよく
できる。もともとのレベルが非常に高いんです。ただし、交渉力、言葉が通じなくても自分
のやりたい事をやり通す、そこのところの力がかなり、そこが日本人のある意味ではデメリッ
トかなと思っていまして。これは例えば、４週間の英語研修もすごく大事だと思うのですけ
れども、実はそれの上にもっともっと、カルチャーとかそれからマインドセットの問題とか
そういったものがあるということで、あまり語学研修という位置づけではなく、米国の中で、
例えば交渉するには、あるいは仕事をするには、職を取るには、みたいな、なんかそういう
意識を持ってこられたほうが実際的かなと。

松尾　ちょっとごめんなさい。今の面白い例があるんですけども、ご紹介します。学生の一
人は私がどうだい食事はうまくいってるかいと聞いたところ、毎日豆ばっかり食わされると
（笑）。ヒスパニック系の家庭に入れられて、豆を食うのを当たり前と思われていましたけれ
ども、毎日豆だと、それはお前が言わないからだと、言ってみろと、そしたら次の日、言っ
てみましたと。今度はスパゲッティーになりましたと（爆笑）。やっぱり言えばいいんだと
分かるというすごい良い例がありました。他の学生の皆さんそれを聞いてて、あ、俺もやろ
うかなという感じになりました。そういう違う効果もあるんです。

谷本（司会）辻先生、どうぞ。

辻　今の八木さんのお話で、まだ応えられるわけではないんですが、私も４週間だけの研修
を作るということでは効果がないというのはあると思います。それで将来ですね、やっぱり
共通教育の中に夏休みが入っているような形のもの、例えば年間で組むとかいうことを考え
ると良いのではないかと思っています。そうすると前期と後期とそれから真ん中の挟んだ分
と入れて要するに準備と後ろのフォローアップを入れて１年で構成するというような教育科
目を共通教育科目の中に作るという方向のことを今考えておりまして、それはなんとか実現
したいなと考えております。

谷本（司会）ありがとうございました。以上、いろんな目的だとか期待することだとかいろ
いろあるんですけれども、実際に大学としてやるとなりますと時間的な制約、費用の制約、
それから受講する学生のレベルがまちまちになった場合にどうなんだろうと。実際にやって
みますといろんなそういう問題が重なっていくわけですね。その辺もう少し、例えば異文化
の理解面と、それからコミュニケーションのスキルを学ぶという単純に目的をはっきりした
場合にですね、どういうふうに実行できるかという問題もでてくると思いますが。何か。
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松尾　すいません、聴衆の他の方も参加できますか。

谷本（司会）できます。どうぞ、プロからもご意見、コメントいただきたいので。さらに今
のような観点でコメントいただけますでしょうか。どうぞ、吉田学長。

吉田　そういった観点からで言いますと、私たちのところは、先程も申し上げましたけれど
も、大学の基本的な理念として進取の気風にあふれ、国際的に活躍できる大学生を育ててい
ます。そして学士課程の４年の最終というところに、その目標を置いています。例えば鹿児
島大学の場合には八つの学部、八つの学士課程がございます。その学士課程すべてで４年後
の目標にするというところで、４年間の目標設定をきちんと重要な形でしていく。そうして
いけば、専門課程においてもどの時点でどういった国際化教育が重要なのか、例えば語学研
修はどの辺が適切であって、体験学習はどのへんが適切だということがきちんとされていく
と思います。同時に、全学的には、やはり早い時期にモチベーションを含めた形での体験を
させていきたいと思っておりますので、そういった点からの全学挙げてのカリキュラムの中
にこの国際化ということはしっかりと位置づけられて、その実現のための段階の形で、授業
科目が整理されることが必要かと思います。

谷本（司会）はい、ありがとうございます。井手さん。

井手　先程問題点の中で予算の問題が出ました。私どもの中にも学生の研修をやるのですが、
ひとつはこちらに短期研修で来た学生をですね、英語が重要だと気づかせてその後、日本に
戻ってから１年間毎日ですね英語を自主的に勉強するという、教員は特別教えませんけれど
も、そういう場を与えてそれで効果があるんだということがひとつなんです。それで、こち
らに１週間来た学生が日本に戻って１年間自らで 10 人か 20 人グループで毎日毎日やるんで
すが、これは非常に効果があるんですね。ですからそういうやり方を含めることによって異
文化体験した者が英語力を帰国して上げるというもあるということで。

谷本（司会）そうしますと、ここで触れている英語研修、語学研修はですね、教育効果のど
ういうところに目標を置くなり、アウトプットとして何を期待するかということがどうして
必要になってくるんですけれども、かつて横浜市立大学でTOEFLで 550 点というのが課題
で挙げられたんですね、現実からいきますとそのへん何か知見としてどういうものをやられ
てるのか。辻先生、どうぞ。

辻　横浜市立大学のストロナク学長がそういうことを始められたと聞いてるんですが、大阪
大学にも来て頂いて一時間講演して頂きました。その変化を、山崎先生からご紹介させて頂
くのがいいかもしれませんが、入学試験の英語の点が上がってきた、入学後の英語の点も上
がってきたということ、その関門を設けたことによって、横浜市立大学への受験が避けられ
るのではなくてプラスの効果だったということを非常に強調されていたのを覚えています。

谷本（司会）ありがとうございます。塩屋さん、どうぞ。
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塩屋（経済ソサエティ）経済ソサエティ代表の塩屋です。今アウトプットのお話をされてお
られると思うのですが今の、アウトプットのお話は在学中のお話だと思うんですね、それを
例えば卒業された後に５年後 10 年後そういう方たちがどういうキャリアパスを持っている
かという追跡をされている大学はあるでしょうか。

谷本（司会）はい、辻先生、どうぞ。

辻　私のところはまだ、そこまでいっていないです。ただ、それは非常に重要だと思います。
なんらかの形でフォローアップしたいと、全体の卒業生のトレーシングっていうことが一般
的に重要になってきております。同窓生の管理で。そのときにそういう情報が取れるような
形のシステムを考えていければ良いんではないかと思っております。それは必要だと思いま
す。

塩屋　そうですね。実際アメリカの大学との大きな違いというのは卒業後のコンタクトイン
フォメーションが全然ないと。そういうことで、同窓生とのネットワーキングですね、非常
に社会に出てから大事ですし、今後キャリアを積んでいく中でどういう人たちを知っている
かというのは非常に大事ですので、そのインフォメーションの追跡というのは非常に大事だ
と思います。

谷本（司会）ありがとうございます。五嶋先生、どうぞ。

五嶋（横浜市立大学）今のお話に出た国際化のお話ですが、確かにTOEFLのデータをあげ
たということでそれなりの効果があったと私ども考えておりますけれども、先程議論にあっ
た英語の力というのとそれからいわゆるディベート能力、交渉能力ということはもちろん相
関するとは思うんですけれども、そもそもその日本国内で内なる国際化というのが今重要
じゃないかと思ってるんですけれども、それはその自己発信能力というか、自分で考えたこ
とをきちんと相手に伝える、相手のことを聞いて通じていろいろ議論していくという、こう
いうトレーニングというのは、海外に接するというのは非常に大きな接点、きっかけだと思
うのですが、やはり日本語を我々が自由に操れる、日本人ですからその部分でやっぱり国際
化、英語を使わない段階での国際化をしたうえで、やはり語学と接していくことが国際的な
舞台ででてくるので、そういうことも重要かなと。そういう意味で教育力が非常に重要だと
思いまして、本学ではいわゆる共同ゼミというゼミをもうけて文系と理系の教員が 30 名の
クラスを作って、徹底的にディベートするというチャンスをもってやっています。ただその、
もういっぺん英語のレベルということに関係して今お話にあった、フォローアップという観
点ですけれど確かにTOEFLでレベルを上げているのだけれども、その次に専門領域に入っ
たときに、それを使って駆使して、どのように考え方を作っていくかと、構築していくか、
あるいは発信していくのかということのつなぎの部分にはまだ課題があると思います。

谷本（司会）ありがとうございます。水田先生。



72

水田　九州大学でですね、入学者全員に入学時にTOEFLを試験します。その点数がどうな
るかっていうのをですね、卒業時にもう一度やることになっています。それから、先程から
いろいろなご意見ありましたけれど、ネットワーキングも非常に大事だと思います。その後
どうなっていったのかっていうのを、私たちも全部知りたいことですし、それからもしその
人たちがどんどん離れていった後で自分が受けたそういう団結感って言ったらあれですけれ
どね、自分の次の後輩たちに戻してくれるようなシステムになればいいなと思っています。

谷本（司会）今おっしゃったことは把握するには現実的にはかなり難しいことでございます
ね。

水田　プライバシーの問題の問題もありますので手紙もなかなか出せないんです。

谷本（司会）そういたしまして、逆にちょっとあれですけど、文部科学省のようなお立場か
らですね、高等教育としての大学におけるそういう国際化を進めなければならないわけです
けれども、何かその設定値なり日本の大学の学生の英語力がどの程度把握して、どの程度ク
リアすればいいというような何か具体的なガイドラインが何かございましたらお答えいただ
けないでしょうか。

義本課長　韓国については確か各大学で受け入れの定めをして、逆に英語力のスタンダード
を決めて、それをクリアしないと大学を卒業させないというような話を聞いたことがありま
すけど、日本は逆にその辺については各大学にお任せしているという形になります。それか
ら、ただいまアウトカムの能力については経産省のほうで社会人基礎力ということでチーム
ワークとか生み出す力、あるいはコミュニケーション能力を上げたりだとか、あるいは文科
省のほうで中教審でいわゆる学士力という形で似たようなジェネリックスキルについて標準
的なものを出してそれを各大学で考えて頂くというのが現状で、逆に、780 ある大学におい
てそれぞれの大学の特色とかレベルも違いますので、なかなか一律のものは作りにくいなと
いうのが現状でございます。ただ、議論としてはそれぞれの大学においてアウトカムを意識
したものをもっと考えなければいけないということは各大学のほうに念を押していかなけれ
ばならない。
　それから質問が二点なんですけれども、一つは、先程ございましたように例えばきっかけ
作りとか意識をもうけて、超短期あるいは短期プログラム、あるいは１年くらいのプログラ
ムを続けていく中でですね、先程東京理科大のほうからもありましたけれども、それがゆく
ゆくは例えばダブルディグリーに参加するという形に繋がっていくような部分は今後ありえ
るのだろうかということについての検討をお伺いしたいということ、それからもう一つは、
お話がありましたようにアジアで今後大学間の交流を考えていく場合、日本に受け入れるだ
けではなくて、やはり例えば中国の大学に出かけていくとか、あるいは韓国の大学に交流し
て短期でいくことになった場合、向こうでやはり中国語を勉強するとか韓国語を勉強すると
いう機会も出てくると思います。今、ここにありますような経験、知見というのはそういう
ことに展開できる要素もありうるのか、また別物として考えなければならないのか、そこに
ついてお聞かせ頂けないかと思います。
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谷本（司会）ありがとうございます。

松尾　今、おっしゃったのは英語を勉強したら中国の勉強にどのような影響を与えるかとい
うような感じですか。

義本課長　というよりも、それもありますけれども、恐らくそのかなり状況は違うと思うん
ですけども、今後各大学においてそういうことを考える余地はありうるのかということをお
聞かせ頂けないか思います。

松尾　英語でやっていることを中国語でやっている…。

谷本（司会）ありがとうございます。ちょっと課題が大きくなってきまして、今日の司会の
都合上から申し上げますと、拠点で実際に行いました活動のことをできるだけまずお伝えし
て、そのような中から今のようなお話もやって頂けるとありがたいと思うんですが。申し訳
ございませんが、それでは大変申し訳ございませんが、非常にいい展開をしているんですけ
れども次の課題に移らせていただきたいと思います。
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討議：第一部　３．「短期留学」
司会 JUNBA理事／大阪大学サンフランシスコ教育研究センター長／大阪大学教授
  谷本　親伯

谷本（司会）それぞれにお配りいたしました資料４の「短期留学」のところをご覧になって
ください。まず、その大学間交流の中で大学間交流協定を結んで行われる、いわゆる短期留
学というのが留学のかなり大きな比重を占めてきているわけでございますけれども、この部
分につきまして実際にそのダブルディグリーの試みも通して行っておられます東京理科大学
の知見をまずお聞きしていただきたいと思います。

池北（東京理科大学）それでは、話させていただきます。東京理科大学の池北と申します。
先程、お話させて頂きました原稿ですけれども、東京理科大学で作りました資料を見ていた
だきたいと思います。資料４というものに、短期留学というものがございます。
　先程ちょっとお話させて頂きましたが、東京理科大学は理工系の大学といってよろしいか
と思いますけれども、８学部 33 学科ございます。その中でこの表にございますように、現
在１年間の短期留学プログラムを行っております学部が８学部すべてに渡ってございまして
16 学科が参加しております。ですから 33 学科のうちの 16 学科ですので約半数の学科がこ
のプログラムに参加しているというような前提がございます。それからもう一つの前提は、
先程もお話させていただきましたように、半数以上の大学生が大学院に進むというバックグ
ラウンドがございます。それからもう一つは、ただ今、文部科学省の義本課長からお話がご
ざいましたが、東京理科大学としましては学部の非常に短い４週間の短期留学を 1999 年く
らいから行ってございまして、約 10 年の実績があるわけですが、その人たちの中からこの
１年間留学に応募する人が結構多いということがございます。その理由の一つには、短期留
学の４週間にも単位が認められてございまして、科目指定で単位が認定されるということも
ございます。東京理科大学はもともと、英語のレベルが低い学生も多く、こういう留学制度
があるということを多くの学生が知ってございまして、学部時代に出来るだけ英語力を上げ
ておきたいと考えている学生がこの短期留学プログラムに参加しているということがござい
ます。それからもう一つは大学院のドクターコースに進む学生もございまして、その学生た
ちがドクターを取得したあとにポスドクとして、アメリカに行きたいという学生も非常に多
くございます。ですから、そういう人たちを通してみてみるとやはり、このようなプログラ
ムを受講した学生が非常に育ってきているなという印象がまずございます。
　このような中で、一方でいわゆる課題もございまして、課題を少しあげさせて頂きますと、
要するにこの１年間の短期留学プログラムというのは、この表をみてご覧になれますように、
二年生または三年生で留学するように設けてございます。その理由は、一年生は入学してき
たばかりということで、基礎教育をまずしなければいけない。いわゆる教養教育もございま
すし、専門としての基礎教育もしなければならないということで、一年生が終わった後の二
年生または三年生で留学するということになります。しかし、二年生で留学するか三年生で
留学するかというのは、学科のいろいろなカリキュラムとの都合があり、決めるのが難しい
ということがございます。もう一つは、学部で卒業する学生は、三年生の半ばから就職活動
をしなければならないということで、三年生で留学するというのは、この点の難しさがござ
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います。とにかく、二年生で留学するか三年生で留学するのかは学科の希望が反映されてい
ます。これは、どの大学にも共通することだろうと思うのですが、学生が国際化ということ
にどの程度理解を示しているかということで１年間の留学プログラムを受け入れるかどうか
といったことにつながっていると思います。それから教員側、職員側にも大学としての国際
化ということがどの程度理解されているのか、特に各学科における教員の理解がどれくらい
できているかによってこのプログラムに参加する学生の数や質が決まってくるということに
なるのではないかと考えております。そういうことを含めて１年間留学する時期が二年生か
三年生ということにつながっていると思います。それからもう一つは単位互換ということが
ございまして、この単位互換というのは非常にその当初ここ４年くらいになりますけれども、
分からなくて、こちらのシラバス等で見る内容というのは０番台 100 番台 200 番台と非常に
充実してアメリカの大学はカリキュラムが作られているわけですけれども、同じような科目
名でも中身の難易度というのがなかなか理解しがたい。それをいかに途中でフォローアップ
して、場合によってはそれを変更することが必要になってくることが多くございます。です
からいかに学生をフォローアップするかをセンターで助けていただいている部分が非常に大
きいわけです。
　それからもうひとつは、第三のポイントですが、大学に戻った後のフォローアップですね。
このプログラムの目的は、国際的な教養とか、国際的な感覚を身につけるというのが第一に
あると考えてございますが、やはり、理科大学に戻った際に、専門課程の学習についていけ
るかどうかという心配が実際にございます。理科大学におきましては、二年生、三年生の時
に開講されている専門科目が非常に多いものですから、もし二年生に１年間こちらに留学を
した場合に、三年生に戻った時に理科大学で二年生をやってきた学生の専門性のレベルに、
こちらに留学した学生がついていけるかどうかということがございます。ですから、留学し
た学生については、やはりレベルが少し低いという場合もあるわけで、やはり戻った場合に
フォローをきっちりとして、特に先程お話させていただきましたように大学院に進む学生が
多いものですから、通常ですと三年生で終わらせる講義を四年生の半ばまで取らせる工夫も
行なっています。大学院まで進む学生が多いことから、その辺のフォローはぜひ必要だと考
えています。しかし、やはり学生自身のモチベーションとか努力とかにかかる側面を先生方
や職員の方々にフォローしていただくというようなことがございます。
　それから最後になりますが、費用の問題というのがやはりございまして、東京理科大学に
おきましては、東京理科大学に払って頂いた学費をこちらの大学の学費に振り分けるという
ことを行っております。従いまして、学生にとってはこちらでの生活費であるとかハウジン
グの問題にかかわる費用だけを用意すればよいということになります。整理しますと、何年
生で留学するかという問題、単位互換をいかにきちっとフォローして学生のいわゆる過度な
負荷にならないように、しかし逆にあまり易しくならないようにすること、それからもう一
つは東京理科大学に戻った場合のフォローアップをいかにするかという問題点が三番目にあ
ると思います。

谷本（司会）ありがとうございます。今のご説明、あるいは討議の前にいろいろとご指摘を
受けました内容を踏まえて短期留学というのを考えまして、今その留学の中心は短期留学に
あるのではないだろうかと思いますけれども、短期留学と今触れられた単位互換というのは
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全く表裏一体の関係にあるのではないかと思われますので、例えばそのカリフォルニア大学
が行っておりますEAPのプログラムにつきましても、あるいはヨーロッパで今ずっと実施
されて終結段階を迎えているボローニャプロセスの中のですねECTSの考え方なんかも、ま
さに単位互換をどのように多くの大学でやるのかということがあると思うんですね。そう
いった意味では日本の大学というのは大学のシステムをどんどん同じ形できておりますが、
あまり今のところ国内では必死の問題として扱われてる気がしないですけれども、国際化の
中では、これはぜひとも考えなければならない絶対条件ではないかなと思いますが、その辺
でまた別の観点、八木さん、どうぞ。

八木　今の理科大のお話は大変興味を持って聞かせていただいたんですが、例えば卒業され
た方々、あるいはこれから海外留学をしたいなという方々が、実際に海外留学をどのように
受け止めてられるのか、あるいは海外留学した結果が、どういうふうに例えば仕事の時に今
まで選ばなかったような職種を選んだとか、そういった見方では今の状況はいかがでしょう
か。

池北　そうですね、一つは先程もお話しましたようにサマープログラムというのは 10 年以
上の実績がございまして、その人たちが今のいわゆる１年間の学部留学にどれくらい来てい
るかという点がございます。それから、このいわゆる１年間留学をふまえて、次にダブルディ
グリープログラムを来年度立ち上げようとしている訳ですが、来年度のダブルディグリープ
ログラムに参加する学生が今３名予定してございます。この３名は全員がこの１年間の留学
プログラムを経験した学生です。実際にダブルディグリープログラムを始める前ですから、
このプログラムを修了した人たちが今後どのような国で、どのような職業に就くのかといっ
たことは分かりません。しかし、私ども東京理科大学は理科系なもんですから、やはり卒業
後や修了後に海外に出る学生は、アメリカやヨーロッパの理系の大学に行く人が多いです。
実際、こちらでポスドクをやった後に、NASAで働いている人とか、ペンシルベニア大学で
働いているといった人たちが居るというのは事実です。東京理科大学では、先程からお話し
ておりますように、毎年約 5,000 名の卒業生がいるわけですが、そのうちの半分の約 2,500
名が大学院に進みますので、このような状況の中で、今回の学部学生の１年間留学を行って
いる学生が 10 名くらいですから、非常に限られた数ですね。ただし、ポスドクになります
と現在、全体で 100 名近くの理科大学出身者が海外で働いておりますので、その人たちのフォ
ローはこれからももう少し精査していきたいと思っております。

谷本（司会）まことにありがとうございました。前半の討議の時間で残されているのがあと
５分でございますけれども、やはりその単位互換だとか今の流れのお話の中であるいは今日
いろいろご指摘を受けたんですけれども、大学教育の質の保証というのはそういうふうな観
点からですね、単位互換というのは非常に関係していると思われますので、その辺のコメン
トなりご意見をいただければと思うのですが。それでは、そのカリフォルニア大学の方から
いろいろ。

井上（カリフォルニア大学）カリフォルニア大学の井上隆秀と申します。実は、フロアの中
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からあんまり手が挙がりませんので口火を切るというのがあれなんですけど。ひとつなんて
いうんでしょう。質問ともアドバイスとも付かないんですけれども、伺いたいんですけれど
も。実はですね、ずっと伺っておりますとですね、どちらかというとそのマスを作られると
言うような感じのお話が多いように思うんですね。分かりやすく言うとですね。それも非常
に大事ですけれども、もう一つはやっぱりですね尖ったと言うんでしょうか、社会を引っ張
る人材をですね、世界に出して教育しようと、そういうのがあっても良いと思うんですよ。
私は後者、要するに社会のボス 100 人の人間をどうやって育てるかと、この面にもですね是
非大学の方に今後していただきたいというふうに思うんですね。それは別にその院生でなく
ても、学部の学生でもなくてもいいし、それから将来教授になると言うことでなくてもいい。
何かの形で社会を引っ張るという人間の教育の場にいらっしゃる先生方も見ていらっしゃる
とですね、何かこう光る、なんかこう違うなというやつが居ると思うんですよね。中には。
だから、そういう人をですねマスはもちろん大事ですけれども、是非ひっぱりあげるような
プログラムを是非作って頂きたいと。それで、今の質問の短期に絡めて言うとですね、私が
バークレーで見ているとですね、非常にこううまくいく可能性あるし、うまくいってるのは
ですね、そういう人間に何かテーマを持たせて、要するに自分が今の大学で勉強して研究し
てる中で何か非常に大事なテーマ、これをやりたいという具体的なテーマがあると、それを
持たせてバークレーでもいいしスタンフォードでもいいのでそこに来させて、短期でもいい
と思うんですね、３ヶ月でも半年でもいいと思うんです。そこでそういうことをやってる連
中のプログラムをプロジェクトに組ませてやらせてですね、それでそれを持って帰って日本
でもさらにやると。ですから短期、なんていうのかな、ダブルディグリーとかそういうので
はちょっとないと思うんですね。それは、どこでディグリー取るかというのは大事ですけれ
ども。それだけではなくて、とにかく、これだと思うものを世界視野で自分の大学に持って
帰って広げるというのかな。そういう人材がいるとですね、その人の周りにさらに若い人が
くっついていくと思うので是非そういうことをやって頂けたらいいなと思います。

谷本（司会）義本課長、どうぞ。

義本課長　今、井上先生から非常に示唆に富むお話をいただきましたので勉強していきたい
と思います。それから先程単位互換と質の保証の話がございましたけれども、午前中の講演
では詳しくは触れませんでしたけれども、やはりこの辺がキーだと思っております。特に、
例えば今おっしゃったようなECTSの考え方を取り入れるとか、成績評価の基準をどう設定
するかとか、あるいはシラバスにおいても、あるいは全体のプログラムにしてもどういうふ
うな学修を進めるかを具体的にして、レベルはどうするかとか、あるいは達成をどうするか
とかということについて、できれば交流するためのガイドラインなり枠組み、あるいは一定
の目安みたいなものができないか考えております。

谷本（司会）ありがとうございました。それじゃあ、時間通りに休憩を取らせて頂きまして
後半に続けたいと思います。最後のですね、今標準化の問題とそれから井上さんの方から指
摘にあがった上の方をどうやって伸ばすかという問題に関しては、一つの例としてエラスム
ス・ムンドゥスがあるんじゃないのかなと思われます。その辺の議論は後半でお願いします。
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休憩は三時二十分までですから 15 分間休憩に入らさせていただきます。ありがとうござい
ました。

　休憩
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討議：第二部　「短期研修」「研究」「産学連携」「社会貢献」「フォーラム等の開催」
司会 JUNBA会長／鹿児島大学北米教育研究センター長／鹿児島大学特任教授 井手　祐二

竹田（司会）三時二十分になりましたので、第二部をはじめさせていただきます。
　第二部は JUNBA会長、鹿児島大学北米教育研究センター長の井手祐二会長に司会をお願
いいたします。

井手（司会）井手でございます。それでは第二部の総合討議に入らせていただきます。第一
部の方では、教育につきまして、遠隔授業、英語研修、短期留学のお話をいただきました。
もうひとつですね、私どもが力を入れています、「短期研修」というのがございます。これ
につきまして後半の約 30 分くらいを使いまして、残りを「研究」、「産学連携」、「社会貢献」、
「フォーラムの開催」等につきまして議論をして、最後のまとめに入って参ります。
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司会 JUNBA会長／鹿児島大学北米教育研究センター長／鹿児島大学特任教授 井手　祐二

井手（司会）短期研修につきましては、学生の研修および教職員の研修があろうかと思いま
すけれど、ここでもう一度言います短期研修と言うのは大体１週間とか、せいぜい２週間と
か１ヶ月以内の研修を対象に話をして参ります。口火を切るということで、鹿児島大学で行っ
ております短期研修についてご説明をさせていただきます。鹿児島大学の資料の中の「資料
５　短期研修」をご覧ください。鹿児島大学の方では、「海外セミナー in 米国カリフォルニ
ア州シリコンバレー」という、私どもがシリコンバレーセミナーと呼んでいるものを開催し
ておりまして、2004 年度から開催し既に６回を終了しております。これは米国の大学とか企
業を訪問するのですけれども、特にこちらで活躍する日本人の方、あるいはベンチャー企業
の方、あるいはプロフェッショナルの方々にお話をいただいたり、お会いしていただいてい
ます。要するに普段日本ではお会いできないような方々ですね。また世界で何かを初めて開
発したとか研究したとか、世界で一番大きなプロジェクトを動かしているとか、そういう方々
にお話を頂くようなことに力を入れております。そうすることによりまして、文化の違いと
かカルチャーの違い、先程も話題に触れてましたが、日本で学べないようなことを学ぶこと
ができて、価値観が変わると言いますか、マインドセット、あるいは気づかせる教育という
ものができるかと思うんです。
　もう一つ、私どもがよく力を入れていることの一つが、日本に無いような大きな自然、例
えばカリフォルニアには世界で一番大きな木がございますけれど、そういうレッドウッドの
木を見せて、自分が悩んでいたことがこんなに小さいのかと感じるようになったり、あるい
は時間があればグランドキャニオンに行って、世界にはこんなに大きな穴があるんだという
ようなものを見てもらったり、そういう経験をさせることによって、日本に帰って日本のや
り方とか感覚の違うものがあるんだということに気づいてもらったりします。これは毎年だ
いたい 10 名から 20 名の学生を送りますが、もうひとつの目標は必ず２名の職員を学生と同
じレベルで研修をさせるんです。そうすることによりまして、職員もやはり同じように今ま
でと違った価値観を持って帰国します。そうすることによりまして、仕事に対する取り組み
方とか、あるいは学生さんと職員との間のコミュニケーションが良くなるとか、そういう効
果も現れると思います。また、他大学、例えば、2007 年度は慶応大学、今年度は東京工業
大学の学生さんに参加していただきまして、普段交流の無い日本のほかの大学の学生さんと
の交流の場として、お互いに良い刺激を受け合って、この研修を終えるということができて
おります。
　もう一つ、ここの地域ではないんですが、実際に農業の体験をさせる、農業体験講座北米
コースとか、医学部の学生さんであればマイアミ大学の病院の実習をさせるとかがございま
す。あと特徴的なものでもう一つ、事務職員の短期研修をやっておりまして、鹿児島大学の
ものは、３ヶ月おきに私どもの北米教育研究センターに派遣をしまして、半日は、地元の
San Jose State University で英語の研修を受け、半日は海外業務研修を行います。しかもそ
の業務研修は、私どもが行う日米未来フォーラムであったり、国際科学技術フォーラムであっ
たりするんですが、そういったものの企画、運営まで職員にやらせることで、日本ではなか
なかできない大きな仕事をやってもらって、大きく成長してきてもらっています。またそう

討議　第二部　１．「短期研修」
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いう職員が集まって、若手職員の勉強会をするんです。大体 20 人か 30 人くらいの、若手の
職員が集まって自主的にいろいろな活動をするようなことがすでに起こっておりまして、非
常にいいプログラムができているのではないかと思います。そういうことで、これは今、私
どもがやっている例でございますが、実はまた非常に参考になるようなプログラムが、九州
大学の方のQREPでもお話がございましたが、また違ったコメントなどがございましたら、
松尾先生、いかがでございましょうか。

松尾（九州大学）ちょっと用意していないけど、急に言われて。水田先生。

水田（九州大学）わかりました。QREPは先程も申し上げましたけど、九州大学出身のロバー
ト・ファンさんという方なんですけど、立ち上げたもので、このシリコンバレーでいろいろ
やってらっしゃった方なんですけれども、寄付金とそれから密かに寄付を募集しまして、経
費を作っています。だいたい３月上旬の１週間、ほとんど学生、大学院生くらいが来るんで
すけれども、特徴があるのが、九州大学の学生だけじゃなくて、勉強の進んでいる早稲田大
学の方、社会人の方も入ってきているということでございます。１週間滞在しながらですね、
企業家の精神、多様性、国際的なビジネスのメッカである、シリコンバレーのベンチャー企
業のなどをいろいろ見ていきながら、刺激を受けるというそういったやり方でございまして、
その人たちが次にどうなっていくかということを、かなり先程も申し上げましたけれども、
協力しながらですね、そういった感じでぜひ、またもっともっと広げて行きたいなというふ
うに思っております。

井手（司会）ありがとうございました。九州大学さんのほうでも早稲田大学との連携を毎年
やっておられるみたいなんですが、ここでのいい相乗効果と申しますか、具体的に何か聞い
ておられませんでしょうか。

松尾　それはですね、国立大学の学生と私立大学の学生と、本当に違うんですよね。ものす
ごく違うので、そういう人たちと同じ屋根の下で１週間過ごすということは、学生にとって
は非常に大きな経験のような感じですね。早稲田大学の学生の方がずっと企業家精神にあふ
れてまして（笑）、なんかオタオタしているうちに、えーっとビックリして帰るんですけれ
ども、お互いに、早稲田の方は早稲田なりに感じていると思うんですけれど、お互いにいい
影響を与え合っている感じがしました。

井手（司会）ありがとうございます。あと大阪大学の方もいろいろ、シリコンバレーの研修
および高等司法研究科の米国研修、UCSFでの歯科研修をやっておられますが、何かお話い
ただければ、お願いいたします。

谷本（大阪大学）基本的にはひとつの、日本では得られない体験をするということで、貴重
な機会を与えられていると思います。以上です。

井手（司会）いかがでしょうか、皆さんご質問とかあれば。平さん、どうぞ。



82

平（Tazan International, Inc）私はずっとシリコンバレーにいますので、シリコンバレーと
いうのはテクノロジーのアップアンドダウンがありますが、テクノロジーのピークのところ
でいろんな企業が出てきて、コンピューターであったり、ITであったり、半導体であった
りするんですけど、そういうところからすごいビリオネアの会社が何社も出てくると。ロバー
ト・ファンの場合は、彼は６ billion の大きな、すごい大きな会社ですけれども、彼もそうい
うふうに頑張ってきたと。それで、タイのオーガニゼーションが大きなカンファレンスを５
月の初めくらいにするんですけれど、それは 4,000 人くらい集まって、そこに日本の若い企
業家をだいたい10名から15名くらい毎年呼んで、見てもらってそれでついでにシスコに行っ
たり、グーグルに行ったりしてあげるんですが、最初に来たときからもう、目からうろこが
落ちたと。そういう形で、あ、俺もアメリカでできるんじゃないかと、そういうものすごい
エネルギーがでてまして。その来た中からアメリカ進出を決めて、次の日に僕のオフィスの
一部屋を借りて、そこで事務所を開くという、そういう連中もいます。それで、今、例えば
日本に行くとものすごく閉塞感があって、草食人間時代だとか（爆笑）、元気がないですよね。
その元気がないのは何かということで、結局そのシリコンバレーのエネルギーと言うのは新
しいものを作り出していくというエネルギーだし、サンマイクロができた、グーグルができ
たとそういうのは全部、スタンフォード大学の先生とか、UCバークレーの先生方とかが出
てくると思う。僕は、この JUNBAのミッションは、隠れたミッションは何かなという自分
で思っているんですが、私はこう思います。これはやはり日本のアントレプレナーシップを
活性化させるために、非常に有効じゃないだろうかと。もうひとつ、日本の新しいテクノロ
ジー、結構あるんですね。それをもう、日本の場合はベンチャーキャピタルが非常に金がな
いもんですから、10 年 20 年かかって大事なテクノロジー育て上げて、そういう会社が何社
かある、と。それをやっぱり見て育て上げるようにしないといけないし、そういうテクノロ
ジーが大学の中にいっぱいあるんじゃないかと思うんです。ですから、アメリカのCTOと
いうのが、ナショナルセミコンダクターとセマンテックのCTOの話を聞いたことがあるん
ですが、彼らは大学へ行って、ドクターコースの人に話をしに行って、その中でどうなるか
なと考えて、それに対して、次のステップアクションを取っていると。そういう意味では日
本の大学の中でいろいろありますよね、僕が東北大学さんのところに行くといつも、すごい
なと思っているんですけど、そういう次世代の物を作っていると。そこをだから、このシリ
コンバレーで、エキサイトしたエネルギーを持って、自分で生まれ持ってる日本での研究を
もっと深くやってもらって、それから世界レベルでやるなり、アメリカに来てやるなり、と
いうことをやるためのものすごくいいインフラストラクチャじゃないかと思います。だから、
さっきのいろいろな短期講習とか英語講習とかあるんですけれども、ものすごくそれは参加
する人たちの目からうろこが落ちてるんですね、僕は京大の先生も東大の先生も、僕のとこ
ろに来て話を聞きに行くんですけれども、結局そういう人たちはその後にまた、次のステッ
プへ行くと。やっぱりその、深いテクノロジーを追求しないことには、日本の経済を支える
ような次世代の会社ができないはずだね。だから井手さんの会社も頑張ってやっておられま
すから、そういう意味でさっきの、東大の質問したのがそうなんですけど、もっと大学の研
究所が、Ph.D. のところが、次世代のもっと深いことを研究して、そこを世界とのコネクショ
ンで何とかこなしていってほしいなと。そういう意味でこの JUNBAと言うのはそれをエキ
サイトさせるためのものすごくいい活動をやってらっしゃるんじゃないかなと思います。
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井手（司会）ありがとうございます。平さんは日本のサンヨーの方で、こちらのサンヨーセ
ミコンダクターの社長のご経験もおありで、ベンチャー投資家としてのご経験もあるご意見
だったと思います。ありがとうございます。その他、ご意見はございますか。さっきの短期
研修につきまして、問題点をですね、もうどうしたらいいかというようなことですとか。はい、
原さん。

原（アライアンス・フォーラム財団／DEFTA Partners）原です。今の平さんと同じく、私
もシリコンバレーに長く、もう 30 年ばかり、実に情報通信からバイオ、いろんな会社を作っ
て、ずいぶんと大きくしてきました。ですからシリコンバレーの役割、JUNBAの役割で、
日本の学生がこちらに来て元気になる、そういう仕組みを作るということについては、平さ
んと一緒に何かこういうのを、JUNBAの研修プログラムに協力することはいくらでもでき
ます。われわれが作った会社も初年度は、数名ですけれども、見る間に大きくなって、昨年
の 11月に公開させた会社なんですね。2000 年には数名、３人くらいで作った会社なんです。
本当に、突然それが 30 人、40 人、50 人、100 人、500 人。今年もおそらく採用が 500 人か
ら 1,000 人くらい、新規採用が。こういうふうにして、会社を作っていく中に、この JUNBA
の大学の研修プログラムを良く考えて、日本人は私一人で、他は全員外国人ですから。ちょっ
と外国人の人たちとも相談して、何かプログラムを作れるように、ということはできなくは
ないと思います。それから先程平さんが、本当に日本の将来を元気にさせるために深い技術、
というようにおっしゃっておられましたが、本当にその通りです。しかし残念ながらこのシ
リコンバレーを含むアメリカ合衆国は、この深い技術にチャレンジするような仕組みが失わ
れつつあります。それはなぜかと言うと、会社は株主のものだという間違った考えがあるか
らです。（笑）そういうことが仮に正しいとすると、会社というものは株主のものですから、
短期的に利益をあげることが、非常に重要になってくるわけで、実際ウォールストリートは
その考え方のもとにアメリカの産業を引っ張っているのです。ですから研究開発を何年もか
けて行うような、事業というものはなかなかベンチャーキャピタルにいてもお金を出しても
らえない。というのがアメリカの実態でありますね。そうでないような新しい資本主義、ア
メリカの資本主義は株主資本主義というふうに、株主のために会社の価値を上げるのが、企
業、アントレプレナーも含めてですね、役割だというふうに教える傾向が、スタンフォード
ビジネススクール、私の母校ですが、も含めて、ありますので、ここがアメリカのビジネス
スクールの限界、ですからこういったものとは違うは中長期に投資をもらっていくようなし
くみを正しくとするという、こういう資本主義、公益資本主義という考え方でもって、私の
ほうは、だんだん 1990 年の半ばくらいから、アメリカにいてもこのアメリカのままじゃだ
めだと、このアメリカを真似する日本はもっとだめになる、というふうに感じたものですか
ら、新しい考え方を打ち立てる、この流れは本当は日本で作りたかったんですが、アメリカ
でやってないものを日本でやるというのはあまり賛同者が得られず、一昨年からハーバード、
スタンフォードですとか、イエールですとか、そうした大学の研究者たちを組織して、研究
論文をどんどん出すようになりました。ですから、この流れはこれからいっそう、大きく広
がっていくんじゃないでしょうか。すでにヨーロッパですとか、ラテンアメリカとかの研究
者も含めて、研究を展開していこうというふうに思ってます。これアライアンス・フォーラ
ム財団の公益資本主義、研究部門の活動ですけれども、これも JUNBAの大学におられる研
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究者の方々の短期研修および教育研究のしくみとして一度考えていただければありがたいと
思います。

井手（司会）ありがとうございました。谷本先生、どうぞ。

谷本　インターンシップを大学の教育の一部とみなした場合にですね、いろいろと過去にお
いて実施になったというご経験で、例えば院生でないといけないとか、学部生だったらまだ
ちょっと問題あるとか、何を具体的にそう思ってやらなければいけないとか、それともどち
らであってもいいということでしょうか。

原　あの、院生の方でもいいですし、ポスドクの方も先程どなたか先生がおっしゃっていま
したが、たくさん就職ができればそれでいいと、ポスドクの人の最大の活用方法はですね、
こういった新しい新分野による研究に従事して、これは面白いというふうに本人が思っても
らえるような機会をこのシリコンバレーの中においても我々も作れると思いますから、ぜひ
とも、そういった方々と我々が出会える機会というのを作っていただければ、研究者に対す
る奨学金もつける、そしてまた研究資金を助成すると言うことも可能だと思います。

井手（司会）平さん、どうそ。

平　日本でベンチャーが育たないと言うのは、ベンチャーキャピタルというのが非常に力が
弱いので、例えば日本全体で１年間のベンチャーキャピタル・インベストメントが 3,000 億、
３ billion dollars なんですね。アメリカの場合はそれが、25 billion とか 30 billion dollars と
かありますので、それが大きな差で、日本の方はそういうのを育てるところがないと。ただ
新政権になって、10 billion かなにか、１兆円以上なんとか官民で集めてやろうということが
ありますので、そういうのを積極的に活用したらいいと思うんですが。結局日本の場合は個
人のお金が集まらないから、政府のお金をベンチャーキャピタルに渡して運用してもらえば、
ある程度成果が上がるような気がするので。もし政府にお願いするとすればそういうことが
必要じゃないかなと思っています。

井手（司会）今、ファンドの運用の問題がありましたが、谷本先生からお話を伺いましたこ
とについて、原さんの方から、ポスドクを新しい分野に挑戦するということでしたが、会場
の方からこの件につきまして、ご意見はございませんか。ポスドクの方への。はい、阪大の
兼松先生、どうぞ。

兼松（大阪大学）大阪大学の兼松と言います。 私は今、イノベーション創出若手研究人材
養成という文科省の事業に携わって、博士課程の人たち、ポスドクの人たちのキャリアパス
を広げていく、活躍の場を作っていく、そういうことに取り組んでおります。これは皆さん
ご存知かとは思うんですけれど、日本の大学院重点化政策がすでに 1990 年代にとられてい
て、それがポスドクの一万人計画ですか、そのあとに続いて、最近では競争的資金でポスド
クの人たちが雇われるという状態であります。その間に何が起きているかというと、国内の
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大型の研究予算で若い人達が雇用されていて、しかも短期。本来であれば、若い研究者層で
すから、世界の一線で活躍する場を探していくという、そういう時期にある人が、公の研究
予算だと研究室に短期雇用され、次の研究室へと渡っていく。その繰り返しで不安定雇用の
状態のままに留めおかれる、滞留現象がおきていると。原さんがおっしゃるとおり、新しい
活躍の場が見えてくれば、大きなものになると思うんですね。そういう意味でそのフレーム
をこの北米地域を、JUNBAを中心にもし作っていただけたら、それを我々がしっかり伝え
ることができたら、ものすごく大きな新しいうねりができると思います。大阪大学の取り組
みは大阪大学に限らないで、いろんな大学、どなたのところもお引き受けして一緒になって
新しいものを作り出そうとしていますので、具体的に、もっと具体的に突っ込んだ形に是非
していただきたいと思います。

井手（司会）ありがとうございました。小野理事長、どうぞ。

小野理事長（日本学術振興会）ポスドクは、私ども日本学術振興会で、たくさんのポスドク
の方をサポートしているんですが、私も文科省のいろいろな委員会に発言をしているんです。
今、国立大学法人の年齢構成が非常に偏るということで、どうしてかと言いますと、教授が
一番多く、准教授、助教の方が教授より数が少ない。そういう状態になっているうちに、将
来の日本の研究システムをどうするかという、私は一番問題だと思っています。今、実は国
立大学法人も法人化して６年経っており、その団塊の世代の先生方が、退職する年代をむか
えているのです。それで私が今、国立大学法人にお願いしているのは、一人の教授が退官さ
れた後、教授は埋めないで、助教を二人採用しませんか、という話をしています。今ポスド
クが非常に苦しんでいるのは、ポスドクが一番目指しているのは、大学の助教を、パーマネ
ントの助教か、准教授だと思うんですけど、その数があまりにも少ないんです。これは国立
大学の重点化のときに、教授を増やすべきだという時に、当時の助手の定員を使って教授を
増やしているから、この構造改革をしなきゃいけないんです。そのためには、教授が退官さ
れると、二人の助教を雇うということをお願いしているんです。これはひとつ、文科省の退
職金についての措置の数が限られているから、今それをやると 30 年先の退職の時に困りま
す、と言うことを学長がおっしゃったんです。（笑）私が、そんな心配しなさんな（笑）、30
年先に退職金制度自体があるかどうかわからない（爆笑）、今の退職金制度はなくなると思
うから（大爆笑）。今からそういう心配をして、若い優秀な人の採用を控えるなって。今は
勇気を持って採用して、その人が、だって、仮に九大が金を払ったからとずっと九大にいる
というわけではないですから、人は動くんです。京大に行ったり東大に行ったり、あとはさ
らに移動して行くはずですから、とにかく今は勇気を持ってパーマネントな助教や准教授に
若いポスドクを採用しよう、そういうことをまずやってほしい。それは義本さんもいらっしゃ
いますが、全大学に働きかけをする必要があると思うんです。

井手（司会）ありがとうございました。学生だけじゃなくて、ポスドクの方もですね、短期
研修あるいはこういう場で、新しい事にチャレンジをして、もうひとつ新しいポスト、教授
の退職後のポストができたらですね、是非積極的に採用すると言うご意見だったと思うんで
すけれども。まだ、これに関連して。
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兼松　すみません。今のお話非常に良かったんですけれど、大学の中にパーマネントのポス
トを確保するというのは絶対大事だと思うんです。それはもう賛同した上で言うんですけれ
ども、あえて言いますと、博士課程が倍加しているんですね。博士課程の人数が。なおかつ、
博士を取った人たちをやはりどこで活躍するかと考えるときに、国際的な展開、あるいはそ
の非常に精神的なところを引っ張っていただくというふうにしていかなければいけない。そ
うするとその前半のお話にあったように、むしろその人たちを厳しく育てていく、本当にと
ことん厳しく育てて、そしてその世界で活躍するという、そういう流れにしないといけない
ので、大学の中のポストを増やしただけじゃ足りないんです。なので、ぜひ新しいうねりを
ですね、JUNBAをきっかけに作っていただきたいと思います。

井手（司会）わかりました。JUNBAでも、短期研修やっている大学が多いので、ぜひですね、
今、対策をして、ポスドクとか、新しい起業家を、どんどん元気な学生を養成するという観
点から、見直していきたいと思います。もう、あと５分くらいでこれで締めますけれども、
あとご意見があれば。はい、水田先生。

水田　先程も梶山先生が言われたんですけれど、企業の方がですね、ただ大学院に行った人
を使い物にならないと、斜に構えてですね、悪くいうんじゃなくて、彼らも一緒に育てると
いうことをしていかないと、続かないと思うんですね。日本は受け入れるばかりじゃなくて、
出口がちょっとまだ今は狭いので、そこのところを一緒にやろうというふうに考えていかな
いと、大学の教育が悪い悪いといつも言われるんですけどね、そうではなくて少し自分たち
の考えを変えて、企業の方でもやっていただきたいなと思います。

井手（司会）ありがとうございます。こちらでも海外に連れてくるとですね、企業の方も、
社会人もが変わりますから、こちらで経験した人が会社に入りますと、経験してない人と比
べてすごく企業としてもメリットが大きいと思うんです。そういう意味ではポスドクの方も
来て教育を受けていただきたいと思います。はい、塩屋さん。

塩屋（経済ソサエティ）私はどちらかといいますと、ベンチャーに関わってますので、そう
いう方たちを受け入れる立場にあるんですけれど、やはり先程のお話にもありましたけれど
も、求められるのは語学力なんですね。やはりコミュニケーションができないと、いかに優
秀な方でもそれを発揮できない。だからやはり、根本はその語学力をいかに向上させるかと
いうところになると思います。それからあと日本の企業がですね、先程水田先生がおっしゃっ
たように、そういう高学歴の方たちを受け入れる体制を変えなくてはいけない、というお話
がありましたけれども、もうひとつのポイントとしては、日本ではそのまま、アドバンスディ
グリーを続けていきますよね。アメリカではいったん就職して経験してから、また大学に戻
ります。こういう体制がまだできていない、というところにも問題があると思います。

井手（司会）はい、江川先生。

江川（東京大学）語学力のご指摘があったので、この問題についていろんな方がいらっしゃ
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るのでひとつコメントしたいんですけれども、私は東京大学に来る前に、ハーバードビジネ
ススクールの方に８年くらいセンター長をやっておりました。ハーバードビジネススクール
にいる日本人の数と言うのは、80 年代から今に至って、最近ちょっと 10 人前後でずっと推
移していたんですが、２年位前からけっこうがたっと減ってしまってどうしたんだろうと聞
いたら、TOEFLの試験のやり方が変わって、リスニングとか会話ですか、そういう採点方
法が変わったので、日本人がなかなか点が上がらなくなったんだろうという話を聞きまして、
いろいろ聞くと実はハーバードだけじゃなくて、アメリカのトップビジネススクールはみん
な日本人が減ってて、ハーバードのケネディスクール他でも受ける人が減っていると聞いて
愕然としました。それから、もうひとつ、最近知ったんですけれど、けっこう長い間のトレ
ンドなのかもしれないんですが、日本の中学・高校の英語でけっこう会話とかそういうこと
を重視したり、あるいはゆとり教育というようなことで、たぶん英語のレベルが下がってき
てるんだと思うんですね。ちょっと見たんですけれど、中国と韓国と英語の教科書を比べる
と単語数とか英語の教科書の冊数が格段に低くて、それからTOEFLの点数がアジアの国の
中で日本が最下位なんですね。モンゴルとかそういうところより低いんです。日本はすごく
大きな人数、１万人とかすごくたくさん受けるから平均点が低いのであって、シンガポール
とかそういうところは非常に成績のいい人しか受けないから１番なんだという説明も受けて
ますが。（爆笑）

小野理事長　その説明はまったく間違いですよ。

江川　そうですよね。30カ国ぐらいの最下位で、実際にアメリカへの留学生が減っていると
いうのも、内向き志向もあるけど、来たい人が受からないというのも若干あるのかな、と
ちょっと気になってるんですけどね。

小野理事長　それね、文科省の初中局の方に言うとね、たくさんの人が受けるから平均点が
低い、だからそんなに心配じゃないと。私は違うと言ったんですよ。それはね、たくさんの
人が受けてしかも平均点が低い、ということは全然だめだと言うことですよね。（大爆笑）

江川　それを変えてください。

小野理事長　私も再三、激しく言ってるんですけど。小学校で英語やんなきゃだめだと言っ
てもね、国語論者がいてですね、国語をちゃんと理解しないうちに英語をやってはだめだと
強く言う。結局小学校で１時間しかやらないんですね。

江川　私自身は小学校でやると言うことよりは、中学高校でかっちりやると言うことの方が
いいかと。

小野理事長　だから中学は英語の教科書を読んでもかなり分厚くなりますし、あまりにも時
間を減らしすぎたら、それは増やしますよ。それでもまだ足りないんですよ。とにかく語学
力がコミュニケーションにとって一番大事なのに、どうしても全体の時間数が多すぎるとか
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言って。私はゆとり教育に反対して、それを一生懸命変えたんですけど、まだまだそういう
論者がたくさんいて、なかなか動きにくいんですが、とにかく最低限英語は知らなければだ
めだというふうにする必要があるので、むしろ大学卒業のときにTOEFL何点以上取らなけ
れば、優秀な大学生としては認めないと言うふうにはっきり宣言するとか。

江川　あるいは大学に入る前、ですね。

小野理事長　ええ、入る前に。これは各大学が入学者を決める権限がありますから、だから
中々そこまでは国が介入できないんですけれども、少なくとも国が推奨するのはこれ以上の
ものだ、というようなことをして。やっぱり国が誘導策を取っていくのが良いのではないで
しょうか。あまりにも悪平等、と言うか悪い社会主義になっている。

井手（司会）ありがとうございます。今ちょっと短期研修のお話をしておりましたけれども、
ちょっとこのお話を伺って、ただ教育という全体の中では非常にいい議論がされております
ので、ちょっと続けさせていただきたいと思います。義本課長、どうぞ。

義本課長（文部科学省）学習指導要領を改訂しましたが、時間数を増やすだけではなく、特
に中学校、それから高校ですけれども、最低限の学ばなくてはいけない語彙の数を引き上げ
まして、英語の学習をしっかりやろうとする形に変えています。それからもう一つは大学入
試の問題や接続の問題があると思います。

井手（司会）はい、谷本先生。

谷本　あの、前向きに非常に嬉しく思った情報はですね、一般英語を始めましたときに、つ
いこの間まで高校生だった者が受けたんですね。６名の方だったものですから、できるだけ
世話をするようにしたんですけれども、４週間という単位でいてもですね、一番最初の１週
間目というのは単語と単語の学び方だったんですけれども、２週目になるとフレーズとフ
レーズの関係になってですね、わずか４週間目にはプレゼンテーションをやってるとなると、
非常に良いプレゼンテーションになってるんですね。センテンス　バイ　センテンスで理解
するような、そういうふうな機会を与えれば、高校生、高校を出てすぐの人であっても、む
しろそれだから伸びるのかもしれないけど、だけど相当伸びた、と私は非常に嬉しく思いま
した。

井手（司会）ありがとうございます。山本先生、どうぞ。

山本（名古屋工業大学）英語教育について、短期留学と話題が逸れるかもしれませんが、自
分の経験からしましても、大学へ入ってからの英語教育というのはなんだったんだろうと。
ですから、よく言われる、日本人は高校レベルが語学力、英語力が最高で、大学へ入ったら
どんどん落ちていく、と。それで今日いろいろお話を伺っていて、語学研修とか確かに効果
はあるんでしょうけれど、自分の大学、所属している大学の英語教育と、語学研修が何らか
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の形で結びつくかというと疑問であり、そういう問題が非常に大きいんじゃないか。ですか
ら、その語学研修を組織化して派遣するというのも非常に重要なんですけれども、先程辻先
生がちょっとそういうことをおっしゃったんですけれども、行く前と戻ってきた後のフォ
ローというのが、まったく本学の場合はできてない。単位を与える与えないということにつ
いても言える問題でありまして、英語の先生からすれば、自分たちがやっている研究内容を
もとに授業をやりたい、それが語学の力をレベルアップするのにつながらないわけですよ。
海外語学研修から戻ってきても、そういう場合にどういうふうに単位を与えるか。単位を与
える時に評価するか、という事についてもいろいろ議論があったりいたしまして、語学研修、
それからこの今話題の短期研修と語学研修の接点、その間がちょっと今日の時点では、はっ
きり分からない面もあるんですが、いずれにしましても、英語ができて英語で生活し、授業
を受けるということは、非常に学生にとっては重要なんですけれども、どうも大学というと
ころは、送り出すということについては一生懸命やるんですけれど、ただ学生にとってどう
いう状況がいいのかということを考えると、どうもまだ十分じゃないのかな、もう少し改良
の余地があるのかなということを、自分の大学の経験からそういう印象を受けてます。

井手（司会）ありがとうございます。教育の中で、非常に英語の重要性というのは認識され
ていますが、今のゆとり教育というのもありました。我々はアメリカで毎日英語を使ってい
るわけですけれども、10 年たってもなかなかネイティブにかなわない。やっと 10 年間いる
とネゴシエーションできるし、ある程度学生にも講義ができるようになると思うんですけれ
ど、国際的な場で活躍できる人間というのを教育するためには、もっともっと英語を若いと
きからやらないといけないということを、我々が日本で大きな声を出して、言っていきたい
と思うんです。おそらく皆さん、そういうご意見だったと思います。
　それで、時間があと 30 分でございますので、短期研修につきましてはこのくらいにして
おきまして、残りの時間を研究、産学連携、社会貢献、およびフォーラム等の開催、いろい
ろやっていると思いますので、そちらに移らさせていただきます。
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討議：第二部　２．「研究」「産学連携」「社会貢献」「フォーラム等の開催」
司会 JUNBA会長／鹿児島大学北米教育研究センター長／鹿児島大学特任教授 井手　祐二

井手（司会）皆さん、今日の発表の中で、いろんな研究あるいは産学連携につきまして、こ
ちらでアメリカの大学との連携やグローバルCOE等で技術の展開もやっておられます。ま
たフォーラムもやっておられるんですけれども、ひとつ JUNBAというこの地で団体でやっ
ている、大きなメリットのひとつ良い例として、大阪大学さんが東北大学さんとジョイント
フォーラムをサンフランシスコでやっておられたのですが、あのケースをちょっとご紹介い
ただけますか。

辻（大阪大学）2008 年の９月に東北大学と大阪大学のジョイントのフォーラムをやりました。
もともとのアイディアはこの JUNBAを通して、大阪大学と東北大学のそれぞれセンター長
が、あるいは代表者が、一緒にやろうというアイディアを出してきたと思うんですけれども、
聞いた私どもの方が、それは単独の大学がある種ひとつのセミナーをやるというのではなく
て、１＋ 1＝３だという効果があるに違いないと思って、すぐに、あ、それはいいんじゃな
いかとプランニングをしました。また実際、その効果をどうやって計ったら良いかというこ
とはよく分かりませんけれども、私はあの時 200 人近い聴衆の方が参加していただきました
し、非常にそういう効果はあったんではないかと思います。ただ JUNBAの中で大阪大学、
東北大学だけがやったのかと言われるとちょっと困ってしまいますが、たまたまそういうつ
ながりがあって、やってみた。たまたま最初なかなか実現しなかったんですけれども、最初
は両方とも総長が出席できる日程であるということで、大学もプロセスが大切かなと思って
やったということです。すごいアウトプットがあったとか産学連携が成り立ったということ
ではないですけれども、お互いの強い分野を代表選手みたいな先生方を推薦して講演してい
ただいたという感じです。

井手（司会）ありがとうございます。あの、１＋ 1＝３になるということで、大学連携の効
果が非常に上がった、フォーラムの例だったと思います。また九州大学のですね、UCLAと
の共同で、ナノテクノロジーに関するフォーラムをやられたと思いますが、非常にいい成果
が得られたと聞いていますので、ぜひご紹介ください。

松尾　九州大学はですね、UCLAの CNSI、California Nano Systems Institute というのが
あるんですが、そこの所長さんと九州大学のナノ取引をやっている教授とはたまたまちょっ
と知り合っていたので、やろうやろうという話は前からありましたけれども、機会を見つけ
て私のカリフォルニアオフィスのほうで、両方に推進しまして、まとめることができて、こ
れまでに２回ジョイント・シンポジウムをおこないました。３回目を今年の３月くらいにや
る予定です。そのためにですね、ドクターコースの学生の派遣、日本からの派遣で、まだア
メリカからは行ってませんけれど、それが実現して毎年派遣されている状況です。それとも
うひとつ、九州大学と IBMのアルマデン（Almaden）リサーチとの間で、学生の交流の契
約をいたしまして、このところ続けて２年間、一人 IBMリサーチでケミカルの部門がある
んですが、この部門と九州大学のケミカルが共同でやるという話が少しずつ進んでおります。
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井手（司会）派遣というのは学生さんの？

松尾　ええ、学生の派遣です。

井手（司会）皆さん、この社会貢献の研究、産学連携のあり方についていろいろご意見ある
と思うんですが、いかがでございましょう。

松尾　ちょっとコメントして良いですか。JUNBAのテクノロジー・フェア、明日のシンポ
ジウム・テクノロジー・フェアというのを、もう３回目やっているというわけですけども、
ああいうテクノロジー・フェアを何回までやるかということですね、これについて皆さんの
ご意見を伺いたいと思っているんですけど、私とか平さんがおっしゃったんですけど、シリ
コンバレーにいる人間からみるとですね、最終的には日本の技術で、かなり応用の実用化に
近い技術が最終的にでてきて、それをアメリカのベンチャー・キャピタリストと新利用開発
に関心がある企業の担当者が聞いて、面白い、それやりましょうというような状況が起こる
かなと思って楽しみにしてるんですけれども。過去２回やった経験から行きますと、まだ日
本側の方ではそういう体制ができずにですね。最初の時は学校の説明から、日本の紹介から
ですね、テクノロジーが整ってやってますという程度の話だったんですけれど、去年は少し
進展しまして、少しずつですね、大学発のニーズを企業化したいというようなテーマが出て
きたり。まだアメリカ側はそこに十分関心を持つ程度にきてませんけれど、それをですね、
おそらく５年くらい続けると、ベンチャー・キャピタルができるような体制ができるのでは
ないかと思います。やはり継続してずっとやっていって、日本のレベルも上がる、アメリカ
の方も関心を持つようになると、そういうことを期待しているんですけれども。皆さんのこ
のテクノロジー・フェアとかそういうことに関する期待、をかけたい方、ございましたらお
願いしたいと思っております。

井手（司会）ありがとうございます。辻先生、どうぞ。

辻　ええと、産学連携というのは、サンフランシスコにオフィスを作った時にそういう可能
性があるということで、さっきも出てきたオフィスがあったんですけれども、中々その実現
をするということは、特に単独でやはり難しいことだったと思うんですね。JUNBAでこう
いうテクノロジー・フェアをやっていただくということを、今、松尾先生がおっしゃったよ
うに続けていただくとですね、学内に対する説明もやりやすくなるし、学内でいろいろどこ
から出す、どういうネタを出すというような議論がですね、簡単に行われるようになると思
います。一番最初はいったい何をどこへ出したらいいのか、というところからスタートして
おりますので、そこらへんを組織としての動きというのは会社とは全く違って大学では非常
にスローなプロセスがありますので、ぜひ私は続けていただいて、今までのテーマの選び方
というのは結構工夫されてて、ここら辺のシリコンバレーで長く住んでおられる方々の提案
なので、どれも時宣を得たものだと思っております。ですので来年もぜひ適切なテーマでやっ
ていただければ大阪大学としても、できるだけ参加したいなと考えております。
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井手（司会）ありがとうございます。

船越（東京理科大学）東京理科大の船越です。私は国際連携関係をやっていますが、
JUNBAのテクノロジーフェアに限らず、やはりこういう、我々の大学の技術紹介をやるチャ
ンスというのは、あるといいなと思ってて、ぜひ今後も続けてもらいたいと思っています。
我々は具体的にコンサルタントを通してのショーケースという形で、米国で二度ほど大学に
紹介させてもらっています。それから大学で世界中の企業といろいろな技術紹介をやるんで
すが、そういうときに初めて聞くのは、他の、要するにホームページなんか見てもなかなか
よくわからないというふうに言われてて、そこではあまり具体的な話をしてませんので、やっ
ぱり具体的に人と人と会うようなかたちで技術を紹介する方が効果がありますので。その際、
雑談の中から別の仕事がでてきたりすることもあるので、ぜひ今後も続けていただきたいと
思います。

井手（司会）ありがとうございます。ご期待に添えるように協力して頑張って参りたいと思
います。五嶋先生。

五嶋（横浜市立大学）そこに関連した内容なんでちょっとお聞きしたいんですけれども、産
学連携というと必ず知的財産に関係が深いと思うのですが、発表のタイミングというのはど
ういうふうに捉えたらよいのか。私も今回はどの辺まで内容を見込んで話をしたらいいのか
良くわからないんですけれども。教えていただけますか。

松尾　それは大学の方針によるんですけれど、知財の問題が非常に大きければ、お話になら
ない方が良いと思います。と私は思いますけれど。やっぱりその前にちゃんと知財をおさえ
ておくのは基本だと思います。ここは馬の目を抜く、生き馬の目を射抜くところですから
（笑）、下手すると大変です。

井手（司会）その議論はですね、大学の中でも色々議論がありまして、ひとつの考え方は、
できるだけ大学の技術を社会に出しているものであるから、逆にその、パブリケーションと
かそっちの方で、どんどん出してきて、技術の方は、もうある意味ではパテントを出しても
出さなくても、どんどん使ってもらうことでいいと、いうような考え方の先生もいらっしゃ
いますから。それは大学の中で、あるいは先生方の方でじっくり考えて、どちらを選ぶか、
ご判断していただいて、やっていただきたいと思います。

平　結局その、ものすごく良いぞというのを、相手が引っかかるまでのところまで話をして、
そこで終わると良いと思います。（爆笑）

松尾　匂いを嗅がせるわけですか。

平　だからここではベンチャー・キャピタルとか話しに行った時に、向こうはNDAを結ば
ないんです。ベンチャー・キャピタルはやっぱり同じようなのを聞くから、お前、金が欲し
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くなかったらしゃべるな、ということで終わるんだけど、ただこういう一般的なあれであれ
ば、ものすごいぞということで、肝心なところはやめると。いわば大変なところだけは隠し
て、これがあったらここに行きますという話しで、相手が引っ掛けられればそれが一番い
い。

井手（司会）はい、兼松先生。

兼松　国際産学連携を担当してます、大阪大学の兼松です。実は、国際の取り組みというの
は、近年やり始めた。JUNBAはむしろ先んじてそういうことを取り組んでたんじゃないかと。
全国的には国際産学という動きはあって、ただ私たちがその中で学ばせていただいたのは、
大学の知財が非常にプリミティブな段階で、本当はプルーフコンセプト、これは役に立つね、
というようなところまで、ある程度仕上げてお見せしなきゃいけないんだなということが、
勉強になりました。なかなか時間がかかっていくと思うんですけれども、そういう意味で本
当に社会にどうやって出していくのかということを、真剣に捉える場として、国際産学があ
ると思うんですね。国際的に通用する知財とは何か、それをどのようにブラッシュアップし
ていけばいいのかということを学ぶ場でもあったと私は思ってまして、テクノロジーフェア
がもっとどんどんですね、公共の場といいますか、本当に社会に出て行くような知財を選ん
で、知財化もするし、あるいは活用戦略がもう少し外国企業向けのものになるかもしれませ
んけど、そういう発表がされることが望ましいんじゃないかと思います。

井手（司会）ありがとうございました。

水田　九州大学はその知財があって、国際のいろいろなことをやってます。分からないこと
ばっかりで、専門家は分かっているんでしょうけど、その人も分からないことばっかりなん
です。そんなことべらべらしゃべるんじゃないと叱られるばかりであるんですけれども、そ
ういう大学内の問題をどこまでという先程のお話とかを JUNBAで次のテーマとして考えて
いただいて、いかに連携できるかちょっと考えていただいて。これすぐにできますかね。（笑）

井手（司会）知的財産をテーマに議論したことはございましたが、また産学連携も大きな問
題なんですね。ですからそのテーマとして是非検討させていただきたいと思います。ありが
とうございます。いかがでございましょう。

山本　産学連携、私どもの大学の場合はですね、国内の産学連携と、国際の産学連携とサポー
トする規模が、必ずしも一致していないんですけども、結びつきが非常に深い場合があるん
です。そういうのを問題点というのを感じておりまして、皆様方の大学では産学連携窓口一
本にしてらっしゃるのかな。やっぱり阪大さんのように、国際と国内では、分けていらっしゃ
るのか。それから、大学の教員が、頑張れば頑張るほどですね、その教員に労力がかかって
くるわけですよ。それを大学としてどこまでサポートできるかというようなことになります
と、対外の問題にもなりまして、例えばある先生がその外国で、シンポジウムを開きたいと
おっしゃった場合に、それを財政的にも組織的にもサポートできる体制にあるかというと、
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まだそこまで行ってないですね。自分の大学に外国から来ていただいてシンポジウムを開く
ということは、という点であれば過去にいつも例はあるんですけれども。やっぱりその現地
へ乗り込んでいって、なおかつ協定校だけではなくて、その地域のいろいろなものとリンク
している大学、あるいは企業と一緒になって、そのシンポジウムなりそういうものを開くと
なりますと、ちょっとやっぱり私どもの単科大学の事務だけではなかなかサポートしづらい。
でも実際問題ですね、それを文科省さんとかいろんなところに協力といいますか申請する道
はあるんですけども。手続きとか時間的な面で非常に難しくて、結局、独自にいざやろうと
いうことになりますと、大学の独自の資金でいくら盛り上げるか、というのが私どもの大学
での現在の問題です。

井手（司会）次に JUNBAがですね、そういった手立てとしてそういう場を提供していくと
いうことに意義があるのではないかと。

吉田（鹿児島大学）そういった意味では同じ研究でございますが、昨年、JUNBAで環境に
関することで発表する機会がございましたけれども、その時に実際では鹿児島大学が提案し
たのは森林に関するテーマということでございましたけれども、その時に鹿児島で非常に小
型な人工衛星で、そのことによって、集中豪雨だとかそういったことに対応できる、そうい
うことで物だけを売っておるんです、ところがそれに対して非常に注目を浴びて、いろいろ
こちらの方々と話をする機会があって、あらためてそのためのシンポジウムを開くことがで
きた、ということでございますので、やはり JUNBAというかたちで参加してるということ
によって、その大学の先端的な研究を、ここで一同に紹介できるということは、その後の個々
についての発展が広がるということで、ぜひ、やはり JUNBAのひとつ企画としては継続し
ていただけるかなと思っています。

井手（司会）今の件ですが、昨年の６月開催した国際科学技術フォーラムで小型人工衛星を
テーマにしたんですが、その時にUCバークレーとスタンフォード大学とサンタクララ大学
とカルポリ・テックと四校いたんですけど、四校ともですね、日本製は小型で性能がいい、
しかも気象衛星ということで興味を持ち、一緒にやりたいとおっしゃったんですね。こうい
う機会は売るいい機会なんですね。ですからぜひ明日からいろんな機会がございますが、
ちょっとしたきっかけをもとに、どんどん広げていただければ、良い学学連携、あるいは産
学連携につながっていくんじゃないかと思います。
　それで、あと 10 分ほどになりました。全体をまとめていきたいと思いますけど、まず今
日は基調講演を梶山先生、義本課長の方からいただきましたけれども、その中で非常に重要
なポイントをいくつかいただきました。一つは、大学の質の保証あるいは連携であるとか、
貴重なお話しがありましたけれども、今、私どもが抱えている課題を、次のステップとして、
どういう方向に持って行ったらいいか、どういう政策を取るべきか、ちょっと考えたいと思
うんですね。ただ何をするにしてもやはり基本を、もっと言えば、我々はどういう日本を作
りたいのか、どうなりたいのかですね、そのためには大学がどういう役割を果たすべきか、
というようなこともちょっと考えたいと思います。お時間は余りありませんので手短に、お
願いしたいんですが。今から日本の国際競争力を上げていくためには、大学が何をしなけれ
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ばいけないのかを、いっぱいあると思いますが、ひとつ私はこう思うというものがあれば、
言って欲しいんですが。それでひとこと、これならということで言っていただきたいんです
けど、それではですね、今日は各大学からひとつ項目を挙げていただきたいんですけれども。
もうお席の順で行きたいと思います。どういうことをですね、大学が一番やるべきかという
ようなことを、ちょっと難しい質問ですが、すごく基本だと思うんですね。

吉田　私の考えていることは、基本的には例えば、日本には沢山の高等教育機関がございま
すが、やはり良い意味での機能分化をやって、その大学がどういった役割を果たすかという
ことを明確にして、それに基づいた形での教育研究の展開をしていくということが必要であ
ります。そういった点で、鹿児島大学は、先程申しましたように、地域とか社会への貢献を
できる限りやろうとして、特に進取の気風に溢れ、国際的に活躍できる大学にしたいと思っ
ています。それをやるために、まずは教職員の意識改革を行って、全面的に教育のシステム
の再編成をしていきたいと思います。

井手（司会）大学の役割の明確化と教職員の意識高揚ということだと思うんですけれども。
はい、九州大学さん。

水田　私どもも同じようなことなんですけど、九州大学は歴史がある、昔からアジアの国と
連結している歴史的な面もありますけれども、アジア重視をしながらですね、ヨーロッパと
アメリカとのいわゆる三極を作るということで、その中の中心的な役割として、アジアから
発信していきたいということを特に気をつけたいと思います。そのためにはやはり、鹿児島
大学の吉田学長がおっしゃったように、大学の中での意識改革、それが一番大事じゃないか
と思いますし、それらをしながら、世界の国に目を向けていきたいと思います

井手（司会）ありがとうございます。それでは大阪大学さん。

辻　実は私も午前中の発表の最後の方で、二行しか書いてない文章を申し上げてお話したこ
とが、やはりもうすでに二つの大学に言われてしまったんで、三つ目なんですけども、大学
の中の教職員のですね、意識改革が遅れていると思います。それは、東京大学の江川先生も
おっしゃったと思うんですけど、国際交流室とかですね、私のような国際交流担当の副学長
がいなければならないというのはですね、これはまだ大学が国際化されてないことを自認し
ているみたいなもんだと思います（笑）。そういった意味でいろいろ大学の中の留学生のプ
ログラムとか、学生派遣のプログラムとか、考えないとだめで、本当にそれは考えるんです
けれども、はたと最近は、いや、そうじゃなくて教職員で意識改革を図らなければ、動きが
取れなくなるという事に気がついておりまして、それをただ一つといわれるのであれば、そ
れをこれからやはりどうやってやっていくかということを真剣に考えていきたいと思いま
す。

井手（司会）教職員の意識改革ということで。ありがとうございます。それから先程九大か
らおっしゃっていただいたのは、三極間の中でアジアからの進出、ということでございます。
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それでは東京理科大さん、どうぞお願いします。

池北（東京理科大学）先程も、ご紹介させていただきましたけれども、学生の方は結構若い
ですから、いわゆるその適応性というのはあると思うんですね。ですけどやはり、本当に皆
さんおっしゃっていますけれども、先生方の方にやはり私も去年二週間こちらに来て、UCD
とかUCSFとかいろんなところに行って先生方とお話させていただいたのですけれど、それ
を理科大に持っていった時のバリアの高さというのが（笑）、すごく思いまして、やはりそ
こが、私なりに、やはりなんと言うか、フォローのしにくいことがありますので、そこらへ
んは大学としてもやっていきたいというのを自分では考えておりました。

井手（司会）ありがとうございました。やはり同じようなですね、教職員の意識改革、ある
いはそれをフォローしていくということで。それでは横浜市立大学さんお願いします。

五嶋　ちょっと抽象的な話なんですけど、まず日本人というのはどういう専門というか、こ
れは例えば、私の専門であります医学の歴史を考えると、例えばヨーロッパとかアラビアと
か中国では、それぞれの国の思想というものが非常に大きく影響されるというわけです。と
ころが医学、実学的な面でいけば、これは結果がどうかということが非常に重要な問題で、
日本人はそれこそ中国だろうがどこだろうが、効くものはどんどん取り入れたい、そういう
年代記があるんです。ですからまずは、国際化の第一歩は我々自身よく知って、日本人がど
ういう点で国際貢献できるかということを知る、つまり、自年史をもう一度開いて知る、と
いうことがひとつの基本だと思います。

井手（司会）本当にこれから我々日本人がですね、日本人のアイデンティティをしっかり持っ
て行動するということが国際化を広げることに非常に重要だと思うんですね。今のご意見は
よく理解できます。どうぞ、広島大学さん。

岡本（広島大学）さっき英語の話が盛り上がってましたけれども、根本的には英語だけじゃ
なくて、あらゆる生物、化学、物理、数学、これでかなりもう、教科書の厚さなんか十分の
一ぐらいです。だから若者は自信を失っているんです。総合力がないから結局海外に行って
ない。英語力がいくらあっても多分だめです。これはもうぜひスパルタ教育をやり直して
（笑）。やはり、若手モチベーションとかですね、ぼくはパフォーマンスだと思っているんです。
今日もここに集まって、学長クラスの人が集まって、英語教育もパフォーマンスだと思いま
す。もっと、本当にどうしたんだろう、日本の教育どうしたんだということを、やっぱり考
え直さないと、ここでいくらやってもですね、たぶん。英語なんて全然通じないんだったら、
１週間でも２週間でも放り込んだらね、これはかなり違いますよ。だからそういう教育をや
り直すことが、日本再生かなと。

井手（司会）ありがとうございます。スパルタ教育は非常に良いですね（爆笑）。それから、
名古屋工業大学さん。
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山本　一言はちょっと無理なので一息で、努力して言います。情報発信、財源の確保、教職
員の意識改革、および教職員に対するサポート体制。これらはどうしても必要で、本学でも
かなり努力はしているんですけれども、例えば情報発信を取りましても、大学のホームペー
ジで英文で作ってありますけれども、日々ちゃんと更新できているか。ある先生の研究内容
がちゃんと英語でされているか。外国からアクセスする時に、例えば留学希望者がうちの大
学の入学制度を見たいというときに、そのページにパパパッと入っていけるか、というふう
になると、まだ問題点が大きいです。それからサポート体制につきましては、先程もちょっ
と発言いたしましたが、もっともっとやっぱり努力する必要がありまして、特に国際化に熱
心な先生方がいらっしゃればいらっしゃるほど、その活動をかなりサポートしていかないと、
国際化は個人のレベルではやっぱり限界を超えますので、大学組織全体としてバックアップ
していくほうが強いと思います。

井手（司会）はい、ありがとうございます。情報発信、サポート体制、教職員の意識高揚、
ということですね。

山本　大変革！！

井手（司会）はい、そうですね。それでは東京大学さん。

江川　皆さんのご意見が私ほんとに賛成なので、私のコメントとしては、コメントというよ
りは、今、悩んでいるというか、問題提起として持ちたいんですけれども、東京大学は今年
から９月に卒業、秋に卒業する学生さんのための入学式と卒業式を今度からやることにした
んですね。それはある程度人数が増えてきたからということです。それをきっかけにすごく
思ったんですけれども、今すでに大学院では春と秋の二回入試をやっています。それから入
学式とか卒業式とかそういうこと言ってますけれども、今はまだ人数が少ないから二回やっ
てるんですけど、これから本格的に国際化に踏み込んでいく、それが増えていった時に、他
は一回、欧米の大学では一回で済んでいるのに、この学校では二回やっているということが
ずっと続けていくのは本当にいいのかなと思いました。つまりその効率化とかいろんなこと
を考えた時に、世界の大学に競争していく時に、日本の大学は二回やっていると、本当にい
いのかなと。先生方に伺っていると皆入試を二回やったり、面接を二回やったり、卒論を二
回やったり。それから海外のサマースクールに、例えば東大の学生を送ろうと思っても、カ
レンダーがずれているので行けないとか。いろんなことが、カレンダーって些細なことのよ
うに思えて、思ったんですけど、いろんなところでハードルになっていて、あまりにも大き
すぎて、私は、東大だからあまり言えないんだけれども、本当はいっさい変えた方がいいん
じゃないかって。ときどき冗談で言うことがあるんですが。以上です。

井手（司会）ありがとうございました。あとアドバイザーの方で、もしございましたら、手
短に。

平　たぶん水田先生がおっしゃったと思うんですけど、パラダイス鎖国って非常に素晴らし
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い表現をされて、非常に感激しましたけど、いわゆるパラダイスということで、日本の国内
のマーケットばかり見ているもんだから、その本はほとんど外国には売れないとか、そうい
うことがありますので、結局その新しいものを開発する時に、国際協力で、例えばスペック
が決まるとか、そういう中に日本の人達が入りにくいとか。その弊害のひとつは、日本は大
会社でずっともってるから、大会社の人たちしか出て行かないということがあるので。もう
ひとつやっぱり、ベンチャー企業が新しいことをやった時にその人たちが国際的なもの、い
わゆるスペックを決めるところへ入っていけると、そういう形をしないことには、いつまで
もやはりパラダイス鎖国のままでいるんじゃないかという気がいたします。そういう意味で
はやっぱり、そういう国際的な機関に対するアクティビティを、国際化のひとつとしてそれ
も視野に入れながら動かないと、日本は置いていかれるような気がします。

井手（司会）危機感、ですね。まだまだご意見あると思うんですけれども、今みたいな共通
の問題点がすごく多いことに、今日は気づきました。ぜひ、このようなことを私どもの
JUNBAとしても、検討して、それを解決するために、本日来ておられます文科省および
JSPS さんとお話しながら、努力していきたいと思います。最後に、全員は無理なんですけ
れども、今日は小野理事長、義本課長に来ていただいているもので、文科省および JSPS さ
んにぜひお願いしたい、ずいぶんお世話になっておるんですけれども（笑）、そういうこと
を皆様から提案していただければと思いますが、何かございましたら、どうぞ。

八木　これは直接のお願いになるかわからないんですけれど、今日お話を伺ってて、私はや
はり、何かをやる人をバックアップする、それはたぶん大学も JUNBAもまったく同じ役割
を持っていて、それで早い話がですね、例えば鳩山由紀夫首相がツイッターをやりました、
という議論があったときに、たぶんお年の方々はツイッターってわかんないんですね。若い
人たちはあるいは Linked In で自分で就職口を探す、これって分からない人にはもう分から
ない世界なので、若い人たちが何かやろうとした時に、もうそうだよね、というしかない。
たぶん我々選択肢を持っていないんじゃないか、というふうに思うんですが。ですからそう
いった意味で若い人が来て、教育もできてはいないけれども、君は何をやりたいんだ、じゃ
あそれを支援しますよ、ということをひとこと言ってあげるのが、何か大学もいろんな組織
も非常に重要な点ではないかなというふうに、私個人では思っています。

井手（司会）十分、目的はですね、明確にさせることは重要ですね。塩屋さん。

塩屋　これはですね、三者のどなたにお願いしていいかわからないんですけれども、本当の
国際人になれる、というのはたぶん、そのコミュニティ・サービスみたいなことができる、
余裕ができるというふうに思うんですね。例えば先程の日本の教育を先端教育に戻るべきだ
といったお話がありましたけれども、私もそれは賛成です。しかもその日本の学生が、今、
日本の社会で、どんな生ぬるい環境の中にいるかということを気づくためにも、コミュニ
ティ・サービス、これ、特にアフリカとかですね、南米とかそれから東南アジアとかですね、
恵まれない国に行かせて、いろんな経験をさせる。そういうそのカリキュラムもあってもい
いんじゃないかなと思います。
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井手（司会）はい、辻先生。

辻　せっかく JSPS の理事長と JASSOの理事長もおられるということで、非常に細かい話
なんですけど、私にとってはちょっと大事な問題というのが、ヨーロッパでもアジアでもプ
ログラムとして ICI ECP というのがあって、多少ご紹介したんですけど、あれがですね、
ICI ECPというのは簡単にご説明しますと、修士の間に１学期だけを欧州の大学で過ごす、
欧州の大学でコンソーシアムを組み、日本の大学でコンソーシアムを組んで、学生の交流を
するんですけれども、基本的に、１セメスターアップロード、１学期だけ外国に出るという
プログラムなんですけれども。その学生の移動にですね、もちろん JASSOから資金が出る、
と支援をいただいているわけです。相手はEUの教育局でありまして、多少そこからお金が
出ているから、ヨーロッパからこちらに来る学生についてはEUが出して、日本がこちらや
アメリカの協力をする学生に対しては JASSOが出してくださる、と。そういうプログラム
です。
　ところが、申し上げたいのは、それをやるにはですね、先生方がお互いに知り合わないと
いけないし、相手のフィールドワークを考えるとなかなかできにくい、と先生方も交流しな
いといけないんです。ところが、ヨーロッパからこちらに送られてくる先生の費用は、同じ
プロジェクトの中から面倒を見てもらえるんですが、日本からヨーロッパへ先生を送ろうと
すると、その費用は実は出ない。なぜかというと、それは JASSO によってサポートされて
いるからです。お二人を前に言いにくいんですけれども、JSPS は基本的に研究者、JASSO
は基本的に学生という仕分けがなされているからそうなるんです。ところがそういうプログ
ラムというのは両方ともコンバインされているので、なんとかその、JASSOと JSPS が組ん
だ形での、そういう教育プログラムの支援というのができないものでしょうかということを、
お願いしたいと思います。

梶山理事長（日本学生支援機構）昔ですね、アメリカのNSF、日本は JSPS なんですが、マッ
チングというのがあります。それと同じことだと思うんです。今度国内でやるんで。だから
学生ができるんであればそれと一緒に、今のところはまだ資金の出所が違いますけれども、
同じように、こういうところで助けますというのを JSPS でなされる。それはお互いに話し
合って、話ができるんじゃないかと思うですけれども。小野理事長。私はそう難しいことじゃ
ないと思います。

辻　わかりました。ありがとうございます。

小野理事長　短期の招聘とかの申請を出してくれば、中身が立派であればたぶん通ると思い
ますね。それ以外にも JSPS と JASSOが組んで共同の事業があってもそれはいいと思うん
ですけどね。

井手（司会）では是非、新しく作っていただいて、ご支援いただければと思います。
　時間がもう参りました。今日は非常に濃い、しかも多岐にわたるご議論をいただきました。
午前中は、基調講義をいただきまして、その後大学の教育をテーマにつきまして四項目の話
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をした後に産学連携についてお話をしてもらいましたが、今日、私の印象では、やはり英語
力の問題が非常に多く指摘されました。それから大学の質の確保とか、大学間の連携、企業
との連携ですね、それから企業の方でも大学を応援してもらわなきゃいかん、というような
ご不満もあったと思います。それから先程、皆さんに一つだけ、これからの国際化に必要な
ことをお聞きしましたが、学生より、教職員の意識高揚とのお話があり、これは非常に重要
なことだと思います。ぜひ、こういうことに向けた新しい改革を、積極的にやっていく必要
があるんではなかろうかと思います。そういうことでお時間になりましたので、本日の
JUNBA2010 のサミットを終わらせていただきます。ありがとうございました。
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おわりに

　サンフランシスコ・ベイエリア大学間連携ネットワーク、JUNBA第四回が大変盛況のう
ちに開催され、JUNBA理事会の皆様を始め、各機関の皆様に厚く御礼申し上げます。
　JUNBA共催の在サンフランシスコ日本総領事館、JETROサンフランシスコセンター、
後援・協賛をいただきました各機関、日本学生支援機構理事長の梶山千里様、文部科学省高
等教育局高等教育企画課長の義本博司様その他多くの方々にご参加いただき、重ねて御礼申
し上げます。
　JUNBAは、米国内に拠点を持つ日本の大学間の連携を図り、日本の大学の国際化、国際
的人材の養成、産学連携等の諸活動を支援し、日本及び米国における教育・研究の発展と、
産業創出に寄与する事をミッションとしています。今回の JUNBAサミットは、“The Next 
Step for Internationalization of Universities”と題し、大学国際化の次なる展開を取り上げ
ました。各大学の国際化に関する先駆的な取組が紹介され、学長等による活発な意見交換が
繰り広げられ非常に有益な会議となりました。
　21 世紀のグローバル化社会を迎え、日本の大学が、今、求められているのは“国際化”
と“連携”です。我が国の 18 歳人口は減少の途をたどり、大学全入時代を迎えている大学
ですが、外からは教育の質保証が求められています。更に、世界的な頭脳循環の中で、優秀
な研究者が集まるような最先端の研究拠点の形成も同時に求められております。このような
中、日本の大学が生き残るためには、国際化と連携がキーワードなのです。
　“国際化”には、大学の内なる国際化と外への国際化の二点があります。内なる国際化の
例として、英語で行う授業を増やす、英語だけで卒業できるコースの設置が挙げられます。
また、外への国際化の例として、外国の大学と単位互換や共同学位の設置が挙げられます。
また、“連携”には、大学間連携、社会と大学の連携が挙げられ、国際的な大学間協定、共
同研究の実施、産学連携の推進など様々なレベル、業界とのネットワーク作りが求められま
す。JSPS は、研究者の自由な発想に基づく全分野の学術研究を支援する日本最大のファン
ディングエージェンシーとして、大学国際化及び連携に関する様々な事業を実施しておりま
す。
　日本人は、とかくシャイで外への発信が苦手の傾向が見受けられます。しかし、日本の大
学がアメリカで積極的に情報を発信するのは素晴らしいことです。JUNBAは、日本の有力
な大学が共同でアメリカの大学や企業、社会に対して積極的なPRを行っています。
　これらを踏まえると、JUNBAは、先進的な取組を行い、大きな役割を果たしていると考
えております。JSPS サンフランシスコ研究連絡センターは、我が国の大学が国際展開を図
るためのハブ機能としての役割も担っており、JUNBAの事務局を務めさせていただいてお
ります
　JUNBAの取組が、今後とも発展し、深く、広範に広がり、日本の大学と世界の学術の発
展につながることを多いに期待します。

日本学術振興会理事長
小野　元之
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“The Next Step for Internationalization of Universities”
JUNBA 2010 SUMMIT

Date: Monday, January 11, 2010
Venue: Salon E, San Francisco Airport Marriott, Burlingame, CA
Time: 9:00 am to 4:30 pm
Language: Japanese

8:00-9:00　Registration

Opening Remark
 9:00-9:05 Yuji Ide, President of JUNBA

Greetings
 9:05-9:10 Yasumasa Nagamine
   Consul General of Japan in San Francisco
 9:10-9:15 Motoyuki Ono
   President, Japan Society for the Promotion of Science
 9:15-9:20 Naoyuki Hasegawa
   Chief Executive Director, JETRO San Francisco

Keynote Speeches
 9:20-9:40 Tisato Kajiyama
   President, Japan Student Services Organization
 9:40-10:00 Hiroshi Yoshimoto
   Director, Higher Education Policy Planning Division,
   Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology

 10:00-10:30 Break

Strategies on Internationalization by JUNBA Member Universities
 10:30-10:45 Hiroki Yoshida
   President, Kagoshima University
 10:45-11:00 Sachiyo Suita
   Executive Vice President, Kyushu University
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 11:00-11:15 Kiichiro Tsuji
   Trustee and Vice President, Osaka University
 11:15-11:30 Masahiko Ikekita
   Governor, Tokyo University of Science
 11:30-11:45 Yoshio Goshima
   Vice President, Yokohama City University

 11:45-13:00 Lunch

Strategies on Internationalization by Japanese Universities
 13:00-13:15 Tetsuji Okamoto
   Trustee, Hiroshima University
 13:15-13:30 Koshi Yamamoto
   Director, International Center, Nagoya Institute of Technology
 13:30-13:45 Masako Egawa
   Managing Director, The University of Tokyo

 13:45-15:00 Discussion I
 15:00-15:20 Break
 15:20-16:30 Discussion II
 18:00-19:30 US-Japan Academic Networking Reception
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